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第 1 章 はじめに 
第 1 節 研究背景・目的 
 日本は様々な災害リスクを抱えている災害大国である。日本は多数のプレー
トの接する変動帯に位置することから、多くの火山や大規模地震のリスクを常
に抱えている。また気候面でも台風等の大雨や大雪といったリスクが存在して
おり、常に災害の発生に備えていなければならない。そのため防災・減災のた
めの対策は日本の最重要課題となっている。 
 近年では 2011 年 3 月に発生した東日本大震災、2014 年 8 月の豪雨や 9 月の
御嶽山噴火、2015 年 9 月の関東・東北豪雨等、大規模な災害が相次いでいる。
特に東日本大震災はマグニチュード 9.0、最大震度 7、死者・行方不明者 21,935
人 1、被害額推計 16 兆円～25 兆円 2という日本の地震観測史上最大級の地震災
害であり、地震及び津波によって非常に広い範囲に大きな被害を出している。
この地震による影響は福島第一原発の事故等もあり、発生から 4 年以上が経過
した今日でも収束しておらず、復興にはまだまだ長い年月が必要である。また、
例年集中豪雨による土砂災害や洪水、突発的な大雪による家屋の倒壊や集落の
孤立等が発生しており、大きな被害を出している。さらに今後予想される大規
模な災害としては、南海トラフ地震や首都直下型地震、富士山の噴火等があり、
これらの災害が発生した場合は日本社会に大きな損害が発生することになる。
さらにゲリラ豪雨や竜巻等の突発的な気象災害が近年相次いでいるが、これら
の発生を完全に予測し回避することは不可能である。地震や噴火に関しても、
災害研究の進歩によりある程度の予測は可能となっているが、その発生を正確
に予測することは未だ難しく、事前の避難が困難な場合もあり得る。そのため、
災害発生時に被害を最小限に止めるための事前準備が必要である。 
 災害対策において大きな問題となるのは記憶の風化である。火山や地震、洪
水等の自然災害は同じ地域で繰り返し発生する。東北地方ではこれまでに何度
も大規模な地震・津波が発生しており、鬼怒川流域では過去にも洪水が発生し
ている。日本は一度大きな災害を経験したからといってまったく気を抜くこと
                                                   
1 消防庁 .平成 23 年 (2011 年 )東北地方太平洋沖地震 (東日本大震災 )について (第
152 報 ).消防庁 .2015 
2 内閣府 .記者発表資料“東日本大震災における被害額の推計について” .内閣
府 .2011 
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ができず、常に災害への警戒を続けなければならない。しかし、災害、特に地
震や噴火は発生に十年以上の間隔が開く場合が多く、時間の経過によって当事
者は減少し、また住民の移動が進むと体験談等の伝承は困難になり災害は風化
してしまう。その結果、災害の教訓が伝承されず、災害発生時に同じ被害を繰
り返してしまう。これを防ぐには何らかの形で災害に関する資料、例えば災害
の痕跡を残した建物等の災害遺構や被災状況や復興状況を記録した写真等の
災害記録等(以下、災害情報)を収集・保存し、学校や社会教育での災害教育等
を通して次世代へ伝承させていく機会を設ける必要がある。 
 本研究では、災害情報を保存・活用するための制度として、「ジオパーク」
に着目する。ジオパークとは「地球活動の遺産を主な見所とする自然の中の公
園」 3であり、地形や地質等の地質遺産を主眼に置きつつ、考古学や生態学等
様々な分野が含まれている。その活動としては、ジオパークの見所であるジオ
サイトの設定と整備、ジオサイトや地域特産物等を生かした観光プログラムで
あるジオツーリズムや教育・普及活動等(以下ジオパーク活動)がある。ジオパ
ークと災害の関係に関しては、2008 年の第 3 回ジオパーク国際ユネスコ会議
で採択されたオスナブリュック宣言において「地質災害に関して社会と知識を
共有するためにジオパークが役に立つ」という趣旨の一文が盛り込まれている。
4また 2012 年の第 5回ジオパーク国際ユネスコ会議で採択された島原宣言にお
いて、1)東日本大震災とジオパーク、2)自然災害におけるジオパークの役割の
2 項目が設けられ、被災体験の保存と災害教育等への活用がジオパークの役割
として明記された。ジオパークには災害情報の保存と災害教育等への活用が期
待されており、北海道の洞爺湖有珠山ジオパークや長崎県の島原半島ジオパー
ク等で噴火に関する災害遺構の保存や災害教育、災害ジオツーリズムが実施さ
れている。 
 本研究では日本のジオパークにおける災害情報の保存と活用の現状を明ら
かにする。地震・津波や噴火、気象災害に関する災害遺構や災害の体験談の保
存が行われており、地域住民への災害教育や災害ジオツーリズムとして活用さ
                                                   
3 日本ジオパーク委員会 ,“ジオパークとは” .日本ジオパーク委員会 . 
http://jgc.geopark.jp/whatsgeopark/index.html.(参照 2015-1-2) 
4 同上  
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れているのかを明らかにすることで、ジオパークの防災・減災への有効性を検
討し、日本の重要課題である災害対策に資することを目的とする。 
 
第 2 節 先行研究 
 災害の風化の問題はこれまで日本が経験してきた様々な災害に関する先行
研究で指摘されている。 
越村俊一らの研究 5では、気仙沼市に位置する宮城県立鼎が浦高等学校の学
生に関して地震・津波の伝承状況が調査されており、出生時から地元に住む生
徒では 78%が地震や津波の恐ろしさや言い伝えを聞いたことがあるが、他所か
ら移転してきた生徒では 21%しか聞いたことがない、という災害の伝承に大き
な差があることが明らかとなっている。また、小笠原敏記らが和歌山県串本町
で行った現地調査 6では、昭和南海地震の体験談等の伝承状況、地域住民が被
災経験の伝承に必要と思う活動等に関して、串本町の住民へアンケート形式の
ヒヤリング調査を実施しており、昭和南海地震の体験談等を聞いたことがある
という回答は全体では 79%と高い割合を示している。しかし年代別の津波の経
験談の有無を見てみると、50 代以上では 85%以上であるが、40 代では 67%、30
代以下では 60%と年代が下がるにつれて災害の体験談の伝承率が低下してい
ることが示されている。また、津波の被災体験を忘れないために必要なことに
関して選択肢の中から 2 つを選択してもらう質問では、「自らが防災活動を行
うことが必要と回答した割合が高く、経験談や報道、講演会など視覚・聴覚か
ら得ることも重要と考えている。」 7という結果が得られている。 
これらの研究から、人の移動や時間の経過により災害情報が伝承されなくな
るという問題点があり、この問題の解決のために地域住民に地震による防災活
動や被災体験者との談話、学校や地域での防災教育等の機会を積極的に設ける
                                                   
5 越村俊一 ,後田紘一 ,今村文彦 .津波災害を生き延びるための防災教育の現状と課
題 .自然災害教育 .2006,vol.24,no.4,p.369-376 
6 小笠原敏記 ,中畑摩耶 ,松林由里子 ,堺茂樹 .2011 年東北地方太平洋沖地震におけ
る住民避難行動に関する現地調査―和歌山県串本町を対象として― .土木学会論
文集 .2013,vol.69,no.2,p.37-42 
7 小笠原敏記 ,中畑摩耶 ,松林由里子 ,堺茂樹 .2011 年東北地方太平洋沖地震におけ
る住民避難行動に関する現地調査―和歌山県串本町を対象として― .土木学会論
文集 .2013,vol.69,no.2.40p 
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必要があるといえる。住民の移動による問題は、就学や就労、観光等での人の
移動がより自由になっている現代においてより大きな問題となる。災害による
被害を繰り返さないためには、災害知識のない住民に対して必要な情報を与え、
危険を周知させる必要がある。 
 ジオパークによる災害情報の保存・活用については以下の先行研究がある。 
 岩松暉の研究 8では、日本へのジオパークの導入理由として地質学の危機的
状況への対処の必要性が挙げられている。岩松は日本の学校教育における地質
学の地位低下の問題や「災害列島に住むわれわれ日本人にとって、地学は必須
の国民教養でなければならない」 9という日本の抱える災害リスクへの対応と
しての地質学教育の必要性を述べており、「地質学ないし地球科学の果たす役
割が大きいのに対し、その社会的認知度は大変低く、地質家の社会的ステータ
スも低い。今や地質学は絶滅危惧種の域にすら達している。」 10と問題を指摘
している。日本の地質学の抱える問題の解決手段として岩松はジオパークに期
待している。この研究から、日本ではジオパークの導入時点で災害教育を意識
していたことがわかる。 
ジオパークにおける災害情報の保存や活用に関する研究には以下のものが
ある。 
洞爺湖有珠山ジオパークの活動に関する石川宏之の研究 11では、運営組織で
ある推進協議会の活動に注目し、行政資料やジオパーク関係者への聞き取り調
査からジオパークによる火山に関する災害情報の保存や活用の現状を明らか
にしている。石川はジオパーク推進協議会によって「減災教育や観光振興のた
めに災害遺構などの地域遺産を保存・活用する基本計画や行動計画を策定」 12
                                                   
8 岩松暉 .今なぜジオパークか .地質ニュース .2007,no,635,p.8-14 
9 同上 .12-13p 
10 同上 .14p 
11 石川宏之 .火山災害復興後の地域振興に災害遺構を活かすための推進協議会に
よるエリアマネジメントに関する研究 -洞爺湖周辺地域エコミュージアムと洞爺
湖有珠山ジオパークを事例として .日本建築学会東北支部研究報告集 :計画
系 .2013,no.76,p.139-146 
12 石川宏之 .火山災害復興後の地域振興に災害遺構を活かすための推進協議会に
よるエリアマネジメントに関する研究 -洞爺湖周辺地域エコミュージアムと洞爺
湖有珠山ジオパークを事例として .日本建築学会東北支部研究報告集 :計画
系 .2013,no.76.143p 
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等の活動が行われており、「行政・大学・住民団体・民間企業からなる運営組
織によって地域遺産の調査研究、災害遺構の保存・整備、それらを減災教育や
観光振興に活用する一連の活動のシステムを築けた」13と述べており、活火山
である有珠山周辺地域ではジオパークによって災害情報を保存し活用するシ
ステムが構築されてきたことを明らかにしている。 
また雲仙普賢岳噴火及び新潟中越地震の災害遺構の保存に関する石原凌河
らの研究がある 14。石原らの研究では島原半島ジオパークのジオサイトである
土石流被災家屋保存公園と旧大野木場小学校被災校舎の保存に関して、管理組
織へのヒヤリング調査を行っている。この調査結果から「ジオパークのジオサ
イトに指定されていることが、維持管理の後押しになっている」15と述べられ
ており、ジオパークは災害情報の保存に有効に働くことが明らかとなっている。 
  また、火山以外の災害情報に関するジオパークの活動に関するものとして
は竹之内耕らの研究 16が挙げられる。竹之内らの研究によれば、糸魚川ジオパ
ークでは野外学習支援フィールドノートによる火山学習や「2011 年の東日本
大震災を契機に防災教育の重要性が再認識され」、学校や公民館で防災教育が
実施されている。この研究から、ジオパークでは東日本大震災発生以降、災害
教育の重要性が強く認識されるようになっており、学校教育や生涯教育での災
害情報の活用が図られていることが明らかとなっている。 
上記の先行研究から、災害情報の保存と伝承の必要性は明らかであり、ジオ
パークによる災害情報の保存と活用を明らかにすることは、日本の抱える様々
な災害リスクへの防災・減災対策として意義がある。日本のジオパークでは火
山に関して災害情報の保存や災害教育等が確認でき、また東日本大震災によっ
て災害教育の重要性が再認識されていることも明らかになっている。東日本大
震災後の 2012 年に開催された第 5 回ジオパーク国際ユネスコ会議において採
                                                   
13 同上 .145p 
14 石原凌河 ,松村暢彦 .維持管理の観点から見た災害遺構の保存に関する研究 -雲
仙普賢岳噴火災害・中越地震の災害遺構を事例として -.都市計画論文
集 .2013,vol.48,no.3,p.861-866 
15 同上 .866p 
16 竹之内耕 ,糸魚川ジオパーク協議会 .ジオパークが後押しした学校教育と社会教
育における新たな展開 -糸魚川ジオパークを例に -.地学教育と科学運
動 .2014,no.73,p.14-20 
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択された島原宣言では、ジオパークの役割として「地震、津波、火山噴火、地
滑り、そして洪水」 17等の多様な災害に対する災害教育が認められており、ジ
オパークでは火山災害以外にも地震・津波や大雨に伴う土砂災害や洪水等に対
する活動が行われていると予想できる。しかし、ジオパークによる災害情報の
保存・活用の現状を明らかにした研究は、洞爺湖有珠山ジオパークと島原半島
ジオパークの活火山関連ジオパーク 2 カ所に関するものがほとんどである。竹
之内らの糸魚川ジオパークに関する研究ではジオパークの一部として防災教
育の実施が確認できるが、その詳細な内容についてはフィールドノートを用い
た火山学習以外は明らかにされておらず、火山以外の災害に関するジオパーク
の活動については十分な研究がなされているとは言えない。また、火山に関し
ても研究されているのは一部のジオパークのみであり、その全貌は明らかにさ
れていない。そのため、火山災害、地震災害、気象災害のそれぞれに関連した
ジオパークの活動を調査し、それぞれの災害ごとの災害情報の保存と活用の現
状を明らかにすることで、各災害における防災・減災力向上へジオパークが有
効であるのかを明らかにすることは意義がある。 
 
第 3 節 研究対象・方法 
 先行研究及び島原宣言、日本ジオパーク委員会議事録の記述内容等から、本
研究ではジオパークに関連する災害を「火山災害」、「地震災害」、「気象災害」
の 3 種類に設定した。設定した災害に関して日本国内に設置されているジオパ
ークのホームページや日本ジオパーク委員会議事録等を調査し、テーマに各災
害を含むジオパークを選別した。そして、これらの調査と先行研究から火山災
害関連ジオパークとして「島原半島ジオパーク」「伊豆大島ジオパーク」、地震
災害関連ジオパークとして「山陰海岸ジオパーク」「三陸ジオパーク」、気象災
害関連ジオパークとして「白山手取川ジオパーク」「伊豆半島ジオパーク」の
6 カ所を主な研究対象ジオパークと設定した。調査項目としては、災害情報の
保存として災害遺構の保存活動や災害メモリアル事業、災害語り部による体験
談の伝承等を設定し、災害情報の活用として、学校教育や生涯学習講座での防
                                                   
17 日本ジオパーク委員会 .島原宣言 .日本ジオパーク委員会 .2012. 
http://jgc.geopark.jp/files/Shimabara%20Declaration.pdf(参照 2016-1-13) 
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災講演会等の災害教育の実施や大学等の研究機関による災害研究の推進、災害
ジオツアーの実施等の有無を設定した。 
 研究には主に日本ジオパーク委員会議事録・配布資料、ジオパーク構成自治
体の広報誌を用い、その記述内容の分析によってそれぞれのジオパークにおけ
る災害情報の保存と活用の実態を明らかにする。日本ジオパーク委員会議事
録・配布資料は、2015 年 4 月時点で公表されていた第 1 回(2008 年 5 月)～第
19 回(2013 年 12 月)を用いた。日本ジオパーク委員会の議事録や配布資料を用
いる理由は、日本国内のジオパークはすべて日本ジオパークによる審査を受け
ており、審査の内容から日本ジオパーク申請時点で行われている活動を知るこ
とができるためである。また、プレゼンテーションの内容から各ジオパークの、
現地審査や質疑から日本ジオパーク委員会の災害への意識を読み取ることが
できるためである。自治体広報紙は各ジオパークの日本ジオパーク認定翌年の
1 月号から 2014 年 12 月号までを用い、日本ジオパーク認定後の各ジオパーク
の活動を調査した。自治体の広報誌を用いる理由としては、日本におけるジオ
パークは事務局が自治体中心で運営されており、また多くの推進協議会におい
て自治体の長が代表を務めていることなどから、自治体が中心となって推進さ
れているためである。また、ジオパークの活動は拠点施設となる博物館やガイ
ド団体、公民館等、ジオパークを構成する様々な機関でそれぞれ行われており、
ジオパークで統一された報告書等が作成されていない場合もある。そのため、
地域内の様々なイベント情報等が総合的に掲載されている自治体広報誌を用
いることした。 
 本研究では、まず日本ジオパーク委員会が作成しているジオパーク申請地域
自己評価シートの設定項目を調査した。これにより、日本におけるジオパーク
認定組織である日本ジオパーク委員会において、ジオパークの構成要素として
どのような災害情報の保存と活用が含まれるのか等を明らかとした。 
次いで日本ジオパーク委員会議事録・配布資料に含まれる日本ジオパーク認
定審査関連資料を用い、各ジオパークの申請時点での災害情報の保存と活用に
関する活動状況、及び日本ジオパーク委員会による質疑での災害情報関連項目
を調査した。これにより、各ジオパークのテーマに含まれる災害やそれらの災
害に関する申請時点での保存と活用の活動状況、日本ジオパーク委員会による
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災害関連活動の評価や要望を明らかにした。 
 そして選出した 6 ヶ所のジオパークの構成自治体に関して、日本ジオパーク
認定翌年 1 月から 2014 年 12 月までの自治体広報誌を収集し内容調査を行い、
ジオツアー等の災害教育の実施状況や災害メモリアル事業の有無等を明らか
にした。 
 日本ジオパーク認定審査資料及び自治体広報誌の内容から、火山災害・地震
災害・気象災害それぞれに対して行われている災害情報の保存と活用の状況を
明らかにし、ジオパークが地域防災力向上に有効であるのかを検討した。 
 
 
第 2 章 ジオパークとは 
 この章ではジオパークの定義、世界及び日本のジオパークの展開、災害とジ
オパークの関係について整理することで、ジオパークの中での災害の位置づけ
を明らかにする。 
第 1 節 ジオパークの定義 
まず、ジオパークの種類に関して、日本の場合は世界ジオパークと日本ジオ
パークの 2 種類が存在する。日本の場合、まず日本ジオパークになり、その後
準備を整え世界ジオパークへ申請することとなる。世界ジオパークは世界ジオ
パークネットワークによって審査・認定される。認定される条件は、国際的に
貴重な地質遺産等があること、保存措置や教育等が行われていること、継続的
な活動が可能であること等である。日本ジオパークの審査・認定は日本ジオパ
ークによって行われ、世界ジオパークとの違いは「発展途上である場合、規模
が小さい場合」 18とされている。日本においてジオパーク認定の基準は、「世
界ジオパークを目指す資質がある」19ということであり、そのためすべての活
動地域が世界ジオパークへの認定が目標としている。日本ジオパークであって
も「質を妥協するべきではない」 20とされており、ガイドの質や地質遺産の貴
                                                   
18 日本ジオパーク委員会 .第 2 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク委
員会 .2008.8p 
19 日本ジオパーク委員会 .第 1 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク委
員会 .2008.3p 
20 同上 .3p 
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重度は世界ジオパークに劣るものではない。そのため、日本ジオパークの評価
基準は世界ジオパークネットワークの基準に準じたものとなっているが、一方
で世界ジオパークネットワークの中心となっているヨーロッパと日本では、火
山の存在のように地質が大きく異なっており、日本独自の評価基準を設けるこ
とも当初から検討されている 21。日本には火山が多いことから、日本ジオパー
クの評価基準の中には安全・防災が含まれており、重要な基準とされている 22。
世界ジオパークは 2015 年時点で 33 の国と地域に 120 カ所が認定されており、
ヨーロッパや東アジアを中心に世界各地に広がっている。日本からは 8 地域が
認定されており、この数は中国、スペイン、イタリアに次いで 4 番目に多く、
日本は世界的にもジオパークが活発な地域であるといえる。日本ジオパークは
2015 年 9 月時点で世界ジオパークに認定された地域を除いて 31 地域あり、現
在日本ジオパーク認定を目指して活動している地域が 16 ある。ジオパークに
興味を持つ地域は年々増加しており、ユネスコの正式事業となったことで今後
さらに増加すると思われる。 
ジオパークの役割に関して、菊地俊夫らは世界ジオパークネットワークのガ
イドラインに基づき「地球活動にともなう自然遺産であるジオサイトを「大地
の遺産」として保全・保護するとともにそれらを教育・啓蒙や研究に活用して、
地域の持続的な発展や振興に寄与するもの」 23としている。このことから、ジ
オパークの役割には地質遺産の保存と活用の 2 面が存在しているといえる。 
日本におけるジオパークの認定審査を担う組織である日本ジオパーク委員
会による定義は次のようにされている 24. 
 
 地域の地史や地質現象がよくわかる地質遺産を多数含むだけでなく、考
古学的・生態学的もしくは文化的な価値のあるサイトも含む、明瞭に境
界を定められた地域である。 
 公的機関・地域社会ならびに民間団体によるしっかりした運営組織と運
                                                   
21 同上 .2-3p 
22 同上 .3p 
23 菊地俊夫 ,岩田修二 ,渡辺真人 ,松本淳 ,小出仁 .特集号「ジオパークと地域振興」-
巻頭言 -.地学雑誌 .2011,vol.120,no.5,729p 
24 日本ジオパーク委員会 ,“ジオパークとは” .日本ジオパーク委員会 . 
http://jgc.geopark.jp/whatsgeopark/index.html(参照 2015-1-2) 
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営・財政計画を持つ。 
 ジオツーリズムなどを通じて、地域の持続可能な社会・経済発展を育成
する。 
 博物館、自然観察路、ガイド付きツアーなどにより、地球科学や環境問
題に関する教育・普及活動を行う。 
 それぞれの地域の伝統と法に基づき地質遺産を確実に保護する。 
 世界的ネットワークの一員として、相互に情報交換を行い、会議に参加
し、ネットワークを積極的に活性化させる。 
 
 ジオパークの活動に関して、その対象となる分野は主に地質・地形等の地学
分野である。貴重な地形や地質等の地質遺産がジオパークの主な保存・活用対
象となる。さらにジオパークの対象は地学分野に限られず、地形や地質等の環
境が大きく影響している考古学や民俗学、生態学等の分野も広く含まれている。
また、活動に関わる組織には公的機関や地方自治体、民間企業等の民間団体、
博物館等があり、ジオパークは地域全体で地質等の資源を保存・活用する取り
組みである。ジオパークによって行われる活動には地質遺産の保護とジオツー
リズム等による活用がある。保存に関しては、貴重な地質等を未来へ残すため
に、法律や保護制度によって地質遺産の破壊を防ぐことが必要となる。またジ
オパークでは地質遺産を保護するだけでなく、地域経済の活性化や郷土学習に
地質遺産を活かすことも求められる。そのためジオサイトへの設定による保存
活動と観光資源としての整備やジオツーリズムによる観光振興、博物館等の拠
点施設や自然観察路の整備、ガイドツアーによる自然学習等が実施される。 
 ジオパークとなるためには、上記の保存と活用に関する活動を行っていなけ
ればならず、また活動を継続する体制が整備されていることが必要となる。日
本においてジオパークとなるためには、日本ジオパークの場合には日本ジオパ
ーク委員会による審査を受ける必要があり、世界ジオパークへ申請する場合に
は日本ジオパーク委員会による審査を受け国内推薦地域となった上でさらに
世界ジオパークネットワークによる審査を受けなければならない。またジオパ
ークは認定後も一定期間ごとに再認定審査を受ける義務がある。日本ジオパー
クの場合は日本ジオパーク委員会によって、世界ジオパークの場合は日本ジオ
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パーク委員会に加え世界ジオパークネットワークによって、それぞれ 4 年ごと
に審査を受ける。再認定審査では、前回の審査時に提示された課題を解決でき
ていない場合や十分な活動が行われていない場合にはジオパーク認定の取り
消し等の措置が取られることとなり、実際に世界ジオパークネットワークから
除名された地域としてはイランのゲシュムジオパーク等がある。そのため、ジ
オパークでは継続して保存・活用に関する活動を行う体制を築く必要がある。
日本のジオパークの中では世界ジオパーク・日本ジオパークともに認定取り消
しとなった地域はまだない。しかし認定審査の時点で課題を抱えている地域で
あっても将来性を考慮して日本ジオパークに認定されるため、恐竜渓谷ふくい
勝山ジオパークや白滝ジオパーク、伊豆大島ジオパーク等複数の地域が課題を
解決できていないとして条件付き再認定となっている。上記の地域における課
題は持続可能な運営計画の欠如等であり、日本のジオパークでは継続した運営
体制の整備が問題となっている。条件付き再認定となった地域は 2 年後に再び
日本ジオパーク委員会による審査を受け、指摘されている課題点を解消できな
ければ認定を取り消される。ジオパークは定期的な審査により活動の質の低下
を防止している。 
 ジオパークに関連した制度としては、ユネスコのガイドライン 25及び自己評
価表では世界遺産や「人間と生物圏(MAB)」等の国際的な保存地域指定や、国
や地方(県)、市町村による自然保護が挙げられている。ジオパークの審査では
上記のような制度によって地域の自然や文化の保全が行われていることが加
点対象となっており、日本でも世界自然遺産である白神山地と隣接する八峰白
神ジオパーク、世界文化遺産である熊野古道を範囲に含む南紀熊野ジオパーク、
山陰海岸国立公園を含む山陰海岸ジオパーク、MAB 計画の一事業であるユネス
コエコパークと一部地域が重複する南アルプスジオパーク等がある。ジオパー
クは世界遺産や国立公園等の制度と同様に、保全を大きな目的としている。相
違点としては、世界遺産や国立公園が対象の完全な保護を目的とし地質標本等
の採取が不可能であるのに対し、ジオパークでは「「持続可能な」やり方」26で
                                                   
25 日本ジオパーク委員会 .各国のジオパークがユネスコの支援を得て世界ジオパ
ーク (GGN)に参加するためのガイドラインと基準 . (2010 年 4 月、2011 年 3 月日
本語訳 ).日本ジオパーク委員会 .2011,p.14 
26 同上 .5p 
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あれば地質標本を採取し地質教育等へ活用することが認められており、また地
域経済の活性化のために保存している地質遺産をジオツアー等に活用するこ
とが求められる。地質遺産の保護だけでなく、「社会・経済・文化の発展と自
然環境保護の相互作用」27を目指す点でジオパークは世界遺産等とは大きく異
なる制度である。 
 
第 2 節 ジオパークの展開 
 本節ではジオパークの世界及び日本における展開を整理する。 
 まずジオパークの展開について見ていく。ジオパークの開始時期に関しては
いくつかの意見が見られる。地域や博物館による個別の取組が始まったのは
1980 年代のことである。岩田修二の研究 28では 1984 年にドイツのアイフェル
火山地域に作られたジオトレイルがジオパークのスタートとされている。日本
においても新潟県糸魚川市に関して、竹内誠らの研究 29の中で 1987 年から「フ
ォッサマグナと地域開発構想」に基づき地質遺産の保存と活用の体制が整備さ
れていたことが述べられている。糸魚川市では 1991 年に地質見学場所を指し
てジオパークという名称を世界で初めて使用しており、また 1994 年にフォッ
サマグナミュージアムが設置されるなど拠点施設の設置や地質見学場所の整
備が行われている。これらのことは、現在のジオパークに繋がる活動が 1980
年代から各地で始まっていたことを示している。地質学会等で地質遺産の保存
やジオツーリズムの議論が行われた開始地点は、 Guy Martini と Nicolas 
Zouros が地質遺産やジオツーリズムに関するセッションが設けた 1996 年の第
30 回万国地質学会議である。以降、ジオパークはユネスコの中で議論されて
いくことになり、その過程は渡辺真人の研究 30等で整理されている。ジオパー
クがユネスコにおいて議論された背景には、1990 年代後半時点では重要度の
                                                   
27 日本ジオパーク委員会 .各国のジオパークがユネスコの支援を得て世界ジオパ
ーク (GGN)に参加するためのガイドラインと基準 . (2010 年 4 月、2011 年 3 月日
本語訳 ).日本ジオパーク委員会 .2011.2p 
28 岩田修二 .「大地の遺産」の集合体としてのジオパークの提唱 .立教大学観光学
部紀要 .2012,no.14,p.5-17 
29 竹内誠 ,竹之内耕 ,中澤努 .糸魚川ジオパークの地質巡り .地質学雑
誌 .2010,vol.116.補遺 ,p.123-142 
30 渡辺真人 .ジオパークの現状と課題 .E-Journal GEO.2014,vol.9,no.1,p.4-12 
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高い地質遺産に関する世界遺産や MAB のような保全条約や制度が存在しなか
ったということがある。311997 年にユネスコ地球科学部門でユネスコジオパー
ク計画が提唱され、ユネスコ内でジオパークの推進について議論が進められる。
議論の結果として、2001 年の執行理事会でジオパークはユネスコの正式プロ
グラムとはしないが、各国の活動を個別に支援することが決定した。ユネスコ
のジオパークの支援としては、2000 年にヨーロッパジオパークネットワーク
の設立を支援し、さらに 2004 年には世界ジオパークネットワークの設立を支
援しており、ジオパークの推進体制を築く大きな手助けとなっている。このよ
うにユネスコは 2000 年代前半からジオパークを支援してきたが、2015 年に入
りユネスコとジオパークの関係は大きく進展した。2015 年 11 月に開催された
ユネスコ総会本会議において、ジオパークは国際地質科学ジオパーク計画とし
て進められることが決定された。今後は正式プログラム化によって日本各地で
ジオパークの設置活動が活性化することが予想される。 
 日本におけるジオパークの展開に関しては、2000 年代前半の動きを岩松暉
がホームページで詳しく述べている 32。日本におけるジオパーク関連の最初の
動きは、2003 年 3 月に「名勝天然記念物但馬御火浦保存管理計画書」である。
この計画書の中でジオパークの可能性が提案されている。2004 年にはジオパ
ークの講演が行われており、またユネスコ国内委員会にジオパークの推進に関
する陳情が出されるなど、ジオパークの普及に向けた活動が始まっている。 
 2005 年以降の日本におけるジオパークの展開は渡辺真人が整理している 33。
渡辺によれば 2005 年に日本地質学会においてジオパーク設立準備委員会が設
けられており、日本におけるジオパーク設置に向けた活動が開始したと言える。
この背景には、「2008 年を国際惑星地球年(IYPE)とし、その前後の 2007 年か
ら 2009 年までを活動期間として地球科学の推進と普及に取り組む」 34と 2005
                                                   
31 日本ジオパーク委員会 .各国のジオパークがユネスコの支援を得て世界ジオパ
ーク (GGN)に参加するためのガイドラインと基準  (2010 年 4 月、2011 年 3 月日
本語訳 ).日本ジオパーク委員会 .2011,2p 
32 岩松暉 .日本におけるジオパーク事始め .岩松暉退官後の雑文 .2008. 
http://www.geocities.jp/f_iwamatsu/retire/geopark_establish.html.(参照
2015-12-18) 
33 渡辺真人 .ジオパークの現状と課題 .E-Journal GEO.2014,vol.9,no.1,p.4-12 
34 同上 .5p 
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年 12 月の国連で宣言された事がある。これ以降、2006 年に地質情報整備活用
機構主催のジオパークに関するシンポジウムが開催されるなど徐々にジオパ
ークの普及が進められている。また、同年に地質情報整備活用機構と産業技術
総合研究所の代表者が第 2 回ジオパーク国際ユネスコ会議に参加しており日
本の地質やジオパークを目指す地域に関して発表を行っている 35。2007 年 12
月にジオパークの設置を検討している 11 地域の代表が集まり、日本ジオパー
ク連絡協議会を発足し、この連絡協議会によってジオパーク推進に関する陳情
が関係省庁へ出されている。日本ジオパーク連絡協議会の活動もあり、 2008
年には日本ジオパーク委員会が設置されている。日本ジオパーク委員会は、日
本におけるジオパークの審査機関であり、また世界ジオパークへの窓口ともな
る存在である。日本ジオパーク委員会には設立時から日本地理学会や日本火山
学会、日本地震学会等が参加している。日本ジオパーク委員会が設置されたこ
とにより、2008 年に 7 地域が日本ジオパーク認定審査を受け認定されている。
さらに認定を受けた 7 地域中 3 地域が世界ジオパークへ推薦され、翌 2009 年
に世界ジオパークに認定されている。また 2008 年に日本ジオパークに認定さ
れた 7 地域によって、ジオパークに関する情報交換の場として 2009 年に日本
ジオパークネットワークが設立されている。このことから、2008 年から 2009
年にかけて本格的にジオパーク推進の体制が出来上がったと言える。2008 年
の日本ジオパーク委員会設置以降、日本では年々ジオパークに関する活動が拡
大している。2015 年 9 月時点で 32 都道府県 137 市町村に 39 のジオパークが
設置されており、また 55 市町村で 16 のジオパーク設置準備が進められている
など、ジオパークへの関心を持つ地域は日本全国に広がっている。今後はジオ
パークがユネスコの正式プログラムとなったことにより、さらに多くの地域が
ジオパークに興味を示すと予想される。 
 
第 3 節 災害とジオパーク 
 この節では災害がジオパークにどのように関係しているのかを見ていく。 
                                                   
35 渡辺真人 .第 2 回ユネスコ国際ジオパーク会議出席報告 -世界に広がるジオパー
ク -.地質ニュース .2007,no.637,p.15-17 
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 まず、世界ジオパークのガイドライン 36を見てみると、保護と保存の項目で、
地球科学に関連する知識の分野として地震学も関連している固体地球科学や
火山学が挙げられている。だが、災害教育や災害遺構の保存等は触れられてい
ない。また世界ジオパークネットワーク申請時に使用される自己評価シートの
中に災害に関する項目はない。このことから、災害は世界ジオパークに必須の
項目とはなっていないといえる。 
 しかし、世界ジオパークと災害は全く関係がないわけではない。世界ジオパ
ークにおける災害の扱いを示したものとしては、2008 年に開催された第 3 回
ジオパーク国際ユネスコ会議で採択されたオスナブリュック宣言と 2012 年に
開催された第 5 回ジオパーク国際ユネスコ会議で採択された島原宣言がある。
オスナブリュック宣言では「地質災害に関して社会と知識を共有するためにジ
オパークが役立つ」という趣旨の一文が盛り込まれ、災害に対するジオパーク
の役割が認識されたことを示している。第 3 回ジオパーク国際ユネスコ会議に
は、日本から洞爺湖有珠山、糸魚川、山陰海岸、島原半島、室戸の 5 地域及び
日本ジオパーク委員会事務局が参加している。そのうち洞爺湖有珠山、島原半
島では活火山地域のジオパークであることが発表され、事務局では日本のジオ
パークに活火山や活断層が深く関わっていることが発表された。災害が深く関
連したジオパークが出来つつあるということが、オスナブリュック宣言に災害
に関連する一文が加えられたことに影響していると思われる。さらに島原宣言
では、災害に対するジオパークの活動に関して具体的な役割が盛り込まれた。
島原宣言は東日本大震災の影響を強く受けている。東日本大震災では、自然の
脅威を体感したのと同時に、「釜石の出来事」に見られたように日ごろからの
災害教育の実施によって被害の軽減が実現できることが世界的にも認識され
た。災害教育の重要性が認識されたことにより、以前から日本のジオパーク等
で取り組まれていた災害教育が全体の果たすべき役割となったのである。島原
宣言では地震・津波、火山、洪水、土砂災害挙げられており、これらの災害が
ジオパークにおいて対象となる。ユネスコの世界ジオパークの活動に関するペ
                                                   
36 日本ジオパーク委員会 .各国のジオパークがユネスコの支援を得て世界ジオパ
ークネットワーク (GGN)に参加するためのガイドラインと基準 (2010 年 4 月、
2011 年 3 月日本語訳 ).2011,p.14 
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ージでは、世界ジオパークによる活動事例の一つとして島原半島ジオパークの
火山教育を挙げており 37、ジオパークの代表的な機能に災害科学や災害教育も
なっていることを示している。 
 日本ジオパークに関して見てみると、ジオパークの普及段階から災害が意識
されている。岩松暉の研究 38から、日本は様々な災害リスクを抱えている災害
大国であり、そのため日本人は災害を知るために地学リテラシーを高める必要
がある。そして地学教育の手段としてジオパークに着目している。日本ジオパ
ーク委員会について見てみると、その設立段階から日本火山学会や日本地震学
会から委員が加わっており、日本におけるジオパーク開始段階から災害科学が
ジオパークに含まれていることを示している。日本ジオパークの審査に用いら
れる自己評価表を調べてみると、2008 年に作成された最初のものにすでに災
害関係ジオサイトの設定、災害教育の実施、安全対策が日本ジオパークにおけ
る評価項目として設定されており、これらの項目は 2013 年まで継続して設定
されている。(図表 1.図 1 参照)日本では世界と異なり災害対策がジオパーク
に関して必須の評価項目となっているが、その背景には日本が変動帯に位置し
ており、日本ジオパーク開始時から活動していたジオパークの多くに火山や地
震といった災害が関係していたことがある。世界ジオパークネットワークはヨ
ーロッパジオパークネットワークが元となっていることから、その審査基準に
は火山や地震といった災害は反映されておらず、日本の地質条件とは合致しな
い部分もある。そのため、日本独自の評価基準として災害・防災に関する評価
項目が設けられている。2008 年に日本ジオパークに認定された 7 地域を見て
みると、火山、地震、台風、大雨による土砂災害や洪水に関するジオサイトや
災害教育等が確認でき、様々な災害が日本ジオパーク誕生時から含まれていた
ことを示している。2015 年 12 月時点では、火山に関するジオサイトを持つジ
オパークが 13 地域、地震や津波に関するジオパークを持つジオパークが 12
地域、水害等に関連したジオサイトをもつジオパークが 9 地域あり、多くのジ
                                                   
37 UNESCO.Global Geoparks“Geoparks and Science” .UNESCO Global 
Geoparks. 
http://www.unesco.org/new/en/natural-sciences/environment/earth-sciences/gl
obal-geoparks/some-questions-about-geoparks/geopark-and/science/(参照
2015-12-22) 
38 岩松暉 .今なぜジオパークか .地質ニュース .2007,no,635,p.8-14 
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オパークに災害が組み込まれていることがわかる。(図表 2.表 1 参照) 
 
 
第 3 章 火山災害関連ジオパーク 
 この章では、島原半島ジオパークと伊豆大島ジオパークを事例とし、火山災
害に関するジオパークでの災害情報の保存と活用の現状を明らかにする。それ
により、ジオパークを火山災害の防災・減災に役立てることができるのか検討
する。 
第 1 節活火山とジオパーク 
第 1 項 活火山とは 
 活火山とは、火山噴火予知連絡会では「概ね過去 1 万年以内に活発な噴気活
動のある火山」39と定義されている。日本には北方領土や海底火山を含め現在
110 の活火山があるとされている。世界にはおよそ 1500 の活火山が存在する
といわれており 40、その多くは環太平洋地帯にありヨーロッパや南北アメリカ
大陸の大西洋側には少ない。日本には世界の 7%の火山が分布しており、世界
有数の火山大国である。110 ある日本の活火山のうち、特に災害発生の危険性
が高い 47 火山に関しては火山噴火予知連絡会によって「火山防災のために監
視・観測体制の充実等が必要な火山」に選定され、気象庁や大学等の研究機関
によって常時観測体制が取られている。危険性の高い火山に関しては観測体制
が強化されてきているが、完全な噴火予知は実現しておらず必ず事前の防災行
動をとれるわけではない。 
日本は多数のプレートの境界面、いわゆる変動帯に位置することから火山活
動が活発である。火山は平時には温泉等の恵みをもたらす貴重な資源である。
しかし、火山災害が発生した場合、溶岩や火山ガス、火砕流の発生等の噴火現
象による災害や、火砕泥流や山体崩壊、火山性地震、海底火山や海等と接する
火山では津波等が発生する。火砕流等による人や家屋への甚大な被害や火山灰
による交通や農作物への被害等、人的・経済的に大きな被害が発生し、さらに
                                                   
39 内閣府 .わが国の火山災害対策“2 日本の火山” .内閣府防災のページ . 
http://www.bousai.go.jp/kazan/taisaku/k102.htm(参照 2015-12-24) 
40 内閣府 .わが国の火山災害対策“1 世界の火山” .内閣府防災のページ . 
http://www.bousai.go.jp/kazan/taisaku/k101.htm(参照 2015-12-24) 
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噴火が落ち着いた後にも長く風評被害が発生し観光業等にとって大きな打撃
となり、斜面に降った火山灰によって土砂災害発生のリスクも高まる。 
2010 年以降に発生した主な火山災害を見てみる。(図表 3.表 2 参照)2011 年
に霧島新燃岳の噴火、2014 年に戦後最大の人的被害となった御嶽山の噴火等
があり、2015 年になってからも口永良部島の噴火に伴う全島避難等が発生し
ている。2010 年以前には、1990 年に火砕流や土石流によって多くの人的被害
が発生した雲仙岳噴火が発生しており、2000 年に有珠山と三宅島で噴火が起
こっている。火山災害は同一地域において 10 年単位で連続して発生すること
は見られないが、しかし日本の各地で発生している。火山災害によって人的被
害が出ることは少ないが、日本では有珠山や三宅島、霧島新燃岳、桜島等に見
られるように火山周辺に生活空間が作られている場合も多く、火山の噴火は家
屋への大きな被害や住民の全島避難を余儀なくさせ、火山周辺の住民生活に大
きな打撃を加えることとなる。住家への被害が発生している一方、有珠山や三
宅島、霧島山新燃岳、口永良部島では死者・行方不明者が少ない。この要因に
は、日頃から災害教育が実施されており、災害発生時に迅速に避難等の防災行
動に移れたということがある。しかし、御嶽山のように事前に噴火が予測され
ていなかった場合には多くの人的被害が発生している。日頃から噴火に対する
避難訓練等が行い火山災害への理解を高めることで、災害発生時に迅速な避難
が可能となり、被害を最小限に抑えることができる。人や家屋等への被害が出
なかったものでは、箱根火山の活性化による観光業への大打撃や、現在も噴火
が継続し沿岸部の崩壊による津波の発生が懸念される小笠原諸島の西之島等
がある。日本は多くの活火山を抱えていることから各地で噴火が発生しており、
例え噴火が発生しなかったとしても、火山活動の活発化は地域経済にとって大
きな被害を出し、また人が生活していない地域で発生した火山活動であっても
被害が発生する可能性がある。しかし、事前に避難訓練等の対策を取っていれ
ば被害を最小限に止めることができる。そのため火山に対する災害教育等は被
害を最小限にとどめるために重要である。 
 
第 2 項 活火山とジオパーク 
火山とジオパークの関係を見てみる。2006 年のユネスコのガイドラインの
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中で、地球科学に関する知識の分野として固体地球科学や火山学が含まれてい
る 41。このことから火山も世界ジオパークの対象分野として認識されているこ
とが明らかである。しかし、災害遺構の保存や災害教育に関してはガイドライ
ンの中に記述がなく、2006 年段階では火山災害に対する世界ジオパークの役
割は定まっていない。世界ジオパークにおける災害に関する役割が認められた
のは、2008 年に開催された第３回ジオパーク国際ユネスコ会議で採択された
「地質災害に関して社会と知識を共有するためにジオパークが役立つ」という
趣旨の一文が盛り込まれているオスナブリュック宣言である。第 3 回ジオパー
ク国際ユネスコ会議には日本から洞爺湖有珠山、糸魚川、山陰海岸、島原半島、
室戸の 5 地域及び日本ジオパーク委員会事務局が参加しており、そのうち洞爺
湖有珠山、島原半島では活火山地域のジオパークであることが、事務局からは
日本のジオパークに活火山や活断層が深く関わっていることが発表された。災
害が深く関連したジオパークが出来つつあるということが、オスナブリュック
宣言に影響していると思われる。世界ジオパークにおいて火山に対する役割が
示されるのは 2012 年のジオパーク国際ユネスコ会議で採択された島原宣言で
ある。島原宣言において、地震・津波、気象災害と並び火山災害に関しても災
害教育等の役割が認められている。世界ジオパークを見てみると、活火山に関
連したジオパークとしては、2004 年の世界ジオパーク初期に認定されたもの
にラーハー湖等を含むドイツのアイフェル火山ジオパークがある。また活火山
ではないが火山によって作られた地質等を含むものではギリシャのレスボス
石化林ジオパークがある。初期から火山はジオパークに含まれており、メイン
テーマとなっている。しかし、これらのジオパークに含まれる火山は大規模な
災害を起こしていないものや現在は活動していない火山であり、火山によって
作られた地形や火山性の岩石はジオパークに含まれているが火山災害はテー
マに含まれていない。活発な火山を含むジオパークとしては、日本から多く出
ており、2008 年に洞爺湖有珠山ジオパークと島原半島ジオパーク、2014 年に
阿蘇ジオパークが認定されている。日本の世界ジオパークは 3 地域とも活動中
                                                   
41 日本ジオパーク委員会 .第 1 回日本ジオパーク委員会配布資料 5.“各国のジオ
パークがユネスコの支援を得て世界ジオパークに参加するためのガイドラインと
基準 (2006 年 9 月 )” .日本ジオパーク委員会 .2008.5p 
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の火山であり、近年にも火山災害を経験していることから、火山災害がジオパ
ークに組み込まれている。日本以外で見てみるとアイスランドから 2011 年に
カトラ火山を含むカトラジオパーク、2012 年にインドネシアから 1926 年に噴
火しているバトゥール山を含むバトゥールジオパーク、2013 年にポルトガル
の火山島をエリアとするアゾレスジオパーク、2014 年にスペイン・カナリア
諸島自治区の火山島をエリアとするエル・イエロジオパーク、2015 年にアイ
スランドから火山を擁するレイキャネース半島をエリアとするレイキャネー
スジオパークが認定されているなど、徐々に活火山関連ジオパークは増えてい
る。日本ジオパークに関して見てみると、日本ジオパーク委員会設立時点で日
本火山学会から委員が選出されており、日本ジオパーク委員会で最初に作られ
た自己評価シートにも災害教育等が含まれていることから、当初から火山災害
も日本ジオパークに含めて考えられていたと思われる。2008 年に日本ジオパ
ークに認定された 7 地域を見てみると、日本初の世界ジオパークである洞爺湖
有珠山、糸魚川、島原半島の 3 地域で火山がジオパークの中に組み込まれてい
る。糸魚川ジオパークでは新潟焼山をジオサイトとして設定しており、洞爺湖
有珠山、島原半島の 2 地域では活火山がジオパークのメインテーマとなってい
る。2009 年以降にも継続して活火山関連ジオパークは誕生しており、その数
は年々増加している。2015 年 12 月までに日本ジオパークに認定された 39 地
域において、活火山は洞爺湖有珠山ジオパークの有珠山、栗駒山麓ジオパーク
の栗駒山、磐梯山ジオパークの磐梯山、糸魚川ジオパークの新潟焼山、白山手
取川ジオパークの白山、箱根ジオパークの箱根山、伊豆半島ジオパークの伊豆
東部火山群、伊豆大島ジオパークの伊豆大島、阿蘇ジオパークの阿蘇山、島原
半島ジオパークの雲仙岳、霧島ジオパークの霧島山、桜島・錦江湾ジオパーク
の桜島、三島村・鬼界カルデラジオパークの薩摩硫黄島の合計 13 あり、すべ
て気象庁による常時監視が行なわれている。13 地域のうち、糸魚川ジオパー
クと白山手取川ジオパーク以外の 11 地域で火山活動はジオパークのテーマに
組み込まれており、活火山は日本のジオパークにとって大きな目玉となってい
る。さらに現在ジオパーク認定を目指している地域の中にも三宅島や十勝岳山
麓等の活火山を抱えた地域があり、今後も火山関連ジオパークは増加していく
と思われる。日本の火山関連ジオパークで行なわれている災害関連活動には、
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島原半島ジオパークの旧大野木場小学校被災校舎等の災害遺構の保存、地震火
山こどもサマースクール等の学校教育や社会教育での災害教育の実施、災害遺
構を巡る災害ジオツアーの実施、洞爺湖有珠山ジオパークにおける火山マイス
ター制度等の人材育成などが多くのジオパークで行われており、島原半島ジオ
パーク等では先端的な火山研究も目玉となっている。 
本研究では、活火山をテーマに含む 11 のジオパークの中から「島原半島ジ
オパーク」と「伊豆大島ジオパーク」の 2 地域を選別し研究対象とする。 
 
第 2 節 島原半島ジオパーク 
第 1 項 島原半島ジオパークの概要 
 島原半島ジオパークは長崎県の島原半島に設置されている。長崎県の島原市、
雲仙市、南島原市の 3 市で構成されており、島原市長が代表を務めている。自
治体以外の構成団体としては国土交通省や環境省、林野庁、九州大学、そして
島原半島内の観光協会やガイド団体等がある。2008 年に日本ジオパークに申
請・認定された日本最初のジオパークの 1 つである。また 2008 年に世界ジオ
パークへの国内推薦地域となり、2009 年に洞爺湖有珠山ジオパーク、糸魚川
ジオパークとともに日本で最初の世界ジオパークに認定された地域でもある。
島原半島ジオパークのテーマは「島原半島の成立ち」「人々と火山の噴火」「災
害と復興」「自然の恵み」の 4 つであり 42、ジオサイトは「島原半島のなりた
ち」「人々と火山の噴火」「災害の予防と復興」「自然の恵み」「歴史・民話」「資
料館」に基づき設定されている 43。島原半島ジオパークでは火山がテーマの中
心であり、噴火の生活への影響や防災は活動の柱となっている。主なジオサイ
トを見てみると、岩石に関連するものとして島原半島内で最も古い岩石の一つ
である早崎玄武岩を観察できる早崎半島海岸部や古期雲仙火山の噴出物を観
察できる龍石海岸がある。地形に関連したものとしては、火砕流による台地を
見ることのできる原城跡、明瞭な断層地形を見ることのできる千々石断層など
                                                   
42 長崎県 .島原半島ジオパーク“島原半島の主なジオサイト” .長崎県 . 
https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/kurashi-kankyo/shizenkankyo-doshokub
utsu/geopark-shizenkankyo-doshokubutsu/geopark/(参照 2015-12-26) 
43 島原半島ジオパーク .島原半島ジオパークについて .島原半島ジオパーク . 
http://www.unzen-geopark.jp/about(参照 2015-12-26) 
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がある。火山災害に関するものとしては、1792 年の噴火に伴う火山性地震に
よる山体崩壊を起こした眉山や眉山の山体崩壊によってできた白土湖、 1991
年の雲仙岳噴火によってできた平成新山や上木場火砕流被災遺構等がある。 
 島原半島ジオパークに関連する災害は雲仙岳の噴火である。雲仙岳は有史以
降 1663 年、1792 年、1990 年から 1996 年にかけての 3 回、噴火を経験してい
る 44。1792 年の噴火は「島原大変肥後迷惑」と呼ばれており、山体崩壊や有明
湾の津波によって島原半島と天草等で約 15,000 名の死者を出す大災害となっ
た。また平成に入ってからは 1990 年に水蒸気噴火が発生し、1991 年から 1996
年にかけてのマグマ噴火か続いた。1991 年以降のマグマ噴火では大量の溶岩
が噴出し平成新山が形成され、頻繁に火砕流が発生し多くの被害を出した。ま
た火山噴出物と雨により土石流による被害も発生している。大きな被害を出し
地形まで大きく変えてしまったこれらの噴火に関して、島原半島ジオパークで
はジオサイトや拠点施設が整備されている。 
 島原半島におけるジオパークの経緯については石川宏之が整理している 45。
島原半島ジオパークの元となっているのは、1990 年に発生した噴火からの復
興計画、「平成新山フィールドミュージアム構想」、そして国際共同研究である
雲仙科学掘削プロジェクトである。噴火発生後、長崎県は火山を活用した地域
振興などについて全国から意見やアイデアを募集し、1993 年に「雲仙岳災害・
島原半島復興振興計画」を策定した。また同年に長崎県や島原市、深江町、小
浜町、観光協会の代表者によって火山観光資源化調査検討委員会が設立されて
おり、また 1995 年に雲仙岳周辺市町や商工会議所、観光協会、地元企業の連
携によって「島原半島火山観光化推進協議会」が設立され、噴火からの復興と
して火山の観光資源化や施設の整備や広報について等が検討されている。 
 「平成新山フィールドミュージアム構想」は雲仙岳周辺の景観や災害遺構、
火山関係施設を野外博物館と捉えネットワーク化する構想であり、観光振興策
として長崎県によって取り組まれた。2003 年に国や長崎県、雲仙岳周辺市町、
                                                   
44 気象庁 .雲仙岳“有史以降の火山活動” . 
http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/fukuoka/504_Unzendake/504_history.
html(参照 2015-12-25) 
45 石川宏之 .火山災害復興におけるジオパークのプランニングとマネジメント‐
島原半島ジオパークと洞爺湖有珠山ジオパークを事例として‐ .静岡大学生涯学
習教育研究 .2014,no.16,p.27-37 
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民間団体の代表者や学識経験者等によって平成新山フィールドミュージアム
構想推進会議が設けられた。推進会議によりフィールドミュージアムの実施計
画が策定され、火山学習資源の保全や活用、フィールド内のネットワークの整
備などが 2005 年までに進められた。 
 雲仙科学掘削プロジェクトは 1999年から 2004年にかけて産業技術総合研究
所や東京大学、九州大学等が中心となり進められた火山研究である。雲仙岳の
火道内部にある岩石を採取し、雲仙火山の噴火等の活動を解明し、将来の噴火
予知に活かすことを目的としたプロジェクトであり、日本国内の研究機関だけ
ではなくアラスカ大学や国際火山学地球内部化学協会も協力している。このプ
ロジェクトの祝賀会において産業技術総合研究所がジオパークを紹介したこ
とが島原半島でのジオパークのきっかけとなり、以降九州大学や経済産業省等
がジオパークの情報収集を行い、長崎県や島原市を巻き込みジオパークの設置
に動いていくこととなる。 
 これらのことから、島原半島では 1990 年の噴火以降、1990 年代前半から火
山資源を活用した観光振興や災害遺構等の災害学習資源の保存、火山研究がそ
れぞれ計画・実施されており、その延長としてジオパークに取り組まれている
ことがわかる。 
第 2 項 ジオパーク認定審査 
 日本ジオパーク認定審査時点での災害情報の保存と活用を見てみる。調査に
は第 2 回と第 3 回の日本ジオパーク委員会議事録および配布資料を用いる。第
2 回日本ジオパーク委員会で島原半島ジオパークは世界ジオパーク国内推薦
地域認定に向けたプレゼンテーションを行っており、第 3 回ジオパーク委員会
で日本ジオパーク委員会による現地審査と認定審議が行われている。島原半島
ジオパークの認定審査において使用された自己評価表は 2008 年のものであり、
災害関連項目は教育と特記事項に設定されている。教育の項目では「地学教
育・環境教育・防災教育の中心となる何らかの施設・組織・団体があるか」と
「地元の学校の生徒、地域の人々に向けて地学教育・環境教育・防災教育を行
うなど、地元ガイドの養成プログラムがあるか」の 2 つが設定されており、特
記事項には災害対策やその他の防災教育が含まれる。プレゼンテーションの内
容を見てみると、島原半島の特徴を「活断層・活火山を伴う変動帯の代表であ
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る」46としており、島原半島ジオパークの中心に活火山が位置している。災害
情報の保存に関する活動では、活火山関連ジオサイトの設定が行われており、
災害語り部もジオパークに組み込まれている。災害情報の活用としては「災害
を学ぶ講座」を開催しており、住民向け災害教育の実施が見られる。また人材
育成として災害語り部の育成が行われており、噴火の風化防止に向けた活動が
行われている。災害研究についてもプレゼンテーションで触れられており、上
述のジオパークの前身活動である雲仙科学掘削プロジェクトや Cities on 
Volcanoes(火山都市国際会議)が挙げられている。質疑の内容を見てみると、
災害情報の保存に関しては火山堆積物の保存と活用のバランスに関して質問
があり、ジオパークではすべてが保存対象とはならないことがわかる。質疑に
対する回答では、一部のジオサイトでは来訪者が火山堆積物を削り観察できる
ように整備を行うとしている。また、災害語り部に関しても質問があり、事業
の継続に取り組むと回答している。さらに、噴火からの植生回復に関するエコ
ツアーや土地のかさ上げ事業等の災害からの復興のジオパークへの組み込み
も質疑から確認できる。島原半島ジオパークのプレゼテーション及び質疑の内
容から、活火山はジオパークの中心として位置付けられており、火山関連ジオ
サイトの設定や防災教育の実施、火山研究等の活動がジオパークの目玉として
扱われている。日本ジオパーク委員会の視点を質疑から見てみると、災害遺構
の保存と教育等への活用のバランスが問われている。火山災害の痕跡の保存活
動も重視されるが、すべての災害遺構を完全に残すのではなく、災害教育等に
活用することもジオパークでは必要となる。 
 次に日本ジオパーク委員会による現地調査 47及び認定審議 48を見てみる。現
地審査時の島原市長による説明では、災害記念館や九州大学教官等が参加した
幹事会を頻繁に開催していることや、災害記念館の学芸員増員、災害遺構を含
むガイド付きツアーの実施に関して説明されている。ジオパークに取り組むに
あたって、文化施設の充実や災害遺構を活用した修学旅行等での学習が期待さ
                                                   
46 日本ジオパーク委員会 .第 2 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク委
員会 .2008.4p 
47 日本ジオパーク委員会 .第 3 回日本ジオパーク委員会配布資料 2-5“島原半島地
域現地視察報告” .日本ジオパーク委員会 .2008 
48 日本ジオパーク委員会 .第 3 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク委
員会 .2008 
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れる。現地審査の際の見学では千々石断層や清水の棚田、武家屋敷等を回って
おり、活火山に関連した見学場所には平成新山の観察場所である仁田峠や平成
の噴火の災害遺構である旧大野木場小学校被災校舎、砂防みらい館、災害記念
館、平成新山ネイチャーセンター等の活火山関連地点がある。見学に対する委
員会の意見では、平成新山の観察場所である仁田峠の説明看板の改善を指摘し
ている。このことから、ジオパークでは災害を観察できる地点に解説看板等の
設置を行い、学習環境を整備する必要がある。日本ジオパーク委員会からは植
生復元や砂防工事に関しても指摘されている。島原半島ジオパークでは、平成
新山山麓に種を蒔き人工的に植生を復元させる活動が行われているが、これに
対して日本ジオパーク委員会は自然への干渉を行わないことを求めている。ま
た砂防計画に関しても規模が必要以上に大きいのではないかと委員会が指摘
しており、砂防工事による火砕流遺構の破壊も問題点として指摘されているこ
とから、復興や防災施設の整備をどこまで行うかは課題となっている。ジオパ
ークは地質遺産等の保存が大きな目的であり、防災のための過剰な工事や人工
的な環境改変はジオパークの目的と反する。ジオパークの推進は、復興による
災害遺構の破壊を防ぐ効果が期待出来る。現地審査後の講評では、委員から火
砕流に関する災害教育が重要であると述べられており、また災害復興も目玉と
して扱われている。また委員は 1792 年に発生した「島原大変肥後迷惑」を将
来の災害に備えるための教科書であると重視しており、研究や情報の充実を求
めている。災害情報の保存に関しては、砂防工事の規模が過大であると指摘し
ている。この点に関しては島原半島ジオパーク側も災害遺構の保存に動くとし
ている。 
 第 3 回日本ジオパーク委員会で行われた認定審査では、1991 年からの噴火
に関する遺構がジオサイトに設定されていることや、施設が充実していること
が挙げられている。またガイド等の人材育成の面では進展が見られると評価さ
れている。課題点はジオサイトの説明不足を挙げている。また島原半島ジオパ
ークの火山との共生というテーマから、島原大変を前面に出すべきだとしてい
る。 
 プレゼンテーション、現地審査、委員会での審議から、災害情報の保存に関
しては多くの活火山関連ジオサイトの設定が行われている一方、砂防工事等の
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過大な実施からの災害遺構の保存が過大となっており、対応が求められている。
ジオパークにおける災害遺構の保存では必ずしも完全な保存が必要とされて
いるのではなく、必要な砂防工事は認められており教育目的の採取等も行える
ように計画されている。ジオパークでは保存を目的としており災害遺構も保存
対象となっているが、同時に活用も求められ持続可能であれば地質標本の採取
も可能である。島原半島では災害遺構の保存とその教育への活用のバランスが
求められている。災害記憶の保存としては災害語り部の養成が行われており、
また認定後もガイド養成の一環として続けるとされていることから、継続した
保存行われているといえる。災害情報の活用に関しては、拠点施設の学芸員の
増員やボランティアの育成等の災害教育等の体制の整備が行われている。また、
災害遺構を含むジオツアー等の火山教育の実施が見られる。災害ジオツアーは
修学旅行生等の来訪者に対しても行われており、火山災害の被害を学ぶプログ
ラムとなっている。だが、認定審査時点で主な保存・活用の対象とされている
のは 1991 年から 1995 年にかけて発生した噴火であり、島原大変肥後迷惑等の
過去の災害の扱いに関しては認定審査時点では課題となっており、ジオパーク
への取り込みが求められている。 
第 3 項 ジオパーク認定後(図表 4 表 3 参照) 
 島原半島ジオパークの日本ジオパーク認定後の活動を見ていく。研究には、
2009 年 1 月から 2014 年 12 月までの広報しまばら、広報うんぜん、広報みな
みしまばらを用い、災害情報の保存としてメモリアル事業の実施等、災害情報
の活用としてジオツアー等による災害教育の実施、災害知識を持ったガイドの
養成等を調査する。 
 災害情報の保存に関する活動を見てみる。認定審査時点では災害語り部の養
成が行われており、災害記憶を語り継ぐ活動が行われている。災害語り部を引
き継いでいるジオパークガイドの養成は認定後も継続されていることが確認
できる。島原半島ジオパークの認定ガイド講座は模擬ツアーの実施状況から毎
年行われていることがわかり、またジオパークを構成する 3 市全てで実施され
ていることから、ジオパークの元で災害を語り継ぐ人材が育っているといえる。
災害メモリアル事業に関しては、1991 年に発生した火砕流のメモリアル事業
である「いのりの日・いのりの灯火」が 3 市すべてで毎年 6 月に開催されてい
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る。火砕流の追悼式典が開催され、また同時に災害語り部による講演会が小学
校や中学校で開催され、火砕流の恐ろしさを知らない世代へ火山災害の記憶を
受け継いでいる。いのりの日に行われる講演会では災害記憶の風化に関する講
演も行われており、火砕流の記憶が時の経過によって風化してしまうことを問
題意識として持っていることがわかる。また、島原大変肥後迷惑のメモリアル
事業である眉山遭難者慰霊祭が島原市の眉山治山祈念公苑で毎年開催されて
いる。島原市の生涯学習講座でも島原大変肥後迷惑に関する講座が開講されて
おり、山体崩壊と津波によって大きな被害を出した島原大変肥後迷惑は現在で
も地域で受け継がれている。2012 年には諫早湾大水害 55 周年・長崎大水害 30
周年と合わせて雲仙・普賢岳噴火災害 20 周年のメモリアル事業が開催されて
おり、講演会とパネル展示が行われている。これらのことから、島原半島ジオ
パークの地域内では災害情報の保存として継続したメモリアル事業が行われ
ており、その中で災害記憶の伝承のための講演会等が実施されていることがわ
かる。また、島原半島ジオパークのテーマの 1 つに歴史・民話があるが、火山
災害に関する伝承も含まれている。2010 年 5月の広報しまばらを見てみると、
島原半島ジオパークで扱われている民話の中に、島原大変肥後迷惑を引き起こ
した 1792 年の噴火が描かれた「竜女おすわ」が含まれている。島原半島内に
は過去の噴火を知ることのできる民話が残されており、ジオパークの中に含ま
れている。 
 災害情報の活用に関しては、認定審査の中で災害教育や災害遺構をコースに
含むジオツアーの実施が見られ、また災害研究も見られる。島原半島ジオパー
クでは認定前から活発な活動が見られる。島原半島における災害教育では語り
部による講演会等も行われており、育成した人材を活用した災害教育体制がで
きている。地域住民向けジオツアーは年に複数回実施されており、活発に行わ
れているといえる。火山災害関連ジオツアーには 1991 年から 1996 年にかけて
の噴火に関するものと島原大変肥後迷惑に関するもの、そして砂防に関するも
のがある。1991 年から 1995 年の噴火に関するコースでは、雲仙岳や平成新山
等の火山自体や旧大野木場小学校被災校舎や土石流被災家屋保存公園が含ま
れており、残された災害遺構がジオツアーに生かされていることがわかる。日
本ジオパーク認定審査では島原大変肥後迷惑に関する情報の充実が求められ
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ているが、認定後の活動では島原大変肥後迷惑も災害教育に含められている。
島原半島における火山災害関連ジオツアーは複数のコースが用意されており、
災害教育の環境が整えられているといえる。砂防に関してもジオツアーの中に
組み込まれており、砂防現場の見学会などが見られる。その他には、島原半島
ジオパークでは 2014年 11月に阿蘇ジオパークへのジオツアーが実施されてい
る。九州には島原半島ジオパークを含めて 4 つの活火山関連ジオパークが設置
されており、その間でつながりがあることがわかる。 
 島原半島ジオパークでは 2012 年に第 5 回ジオパーク国際ユネスコ会議が開
催されている。そのプレイベントとしてキッチン火山実験教室等の災害教育の
実施や災害遺構を含むジオツアーが見られる。また、国際会議の中で開催され
た市民フォーラムには防災関係者も参加しており、島原半島地域の火山防災を
話し合う場となっている。また分科会でも「ジオパークと防災」が開催されて
おり、ジオパークにおける防災教育等の機能が議論されている。第 5 回ジオパ
ーク国際ユネスコ会議は災害教育等が盛り込まれた島原宣言が採択されたこ
とからも災害とジオパークの関係を大きく進展させた会議である。 
 島原半島ジオパークでは災害メモリアル事業やガイドの育成等の災害情報
の保存活動とジオツアーや市民講座での災害教育等の災害情報の活用がとも
に 2008 年から継続的に行われている。認定審査時点で課題とされていた島原
大変肥後迷惑に関してはジオツアーのコースが用意され、市民講座でも扱われ
ており、災害教育の素材としての活用が見られる。このことから、ジオパーク
に取り組むことで過去から現在までの広い年代の災害情報の保存と活用が行
われるといえる。また、ジオパーク国際ユネスコ会議に関しては、プレイベン
トから火山実験教室やジオツアー等の災害教育が行われており、会議でも防災
を含むフォーラムや分科会開催される等、災害が意識されている内容となって
いる。島原半島ジオパークは日本を代表するジオパークとなっており、国際会
議の会場となることで主なテーマである災害との共生を世界へ発信し、世界ジ
オパークへ影響を与えているといえる。 
 
第 3 節 伊豆大島ジオパーク 
第 1 項 伊豆大島ジオパークの概要 
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 伊豆半島ジオパークは東京都の伊豆大島に設置されたジオパークである。構
成自治体は東京都大島町のみであり、大島町長が代表を務めている。自治体以
外の構成団体には気象庁伊豆大島火山防災連絡事務所や大島観光協会、大島ネ
イチャーガイドクラブ等のガイド団体、そして伊豆大島のホテルや旅客業者等
がある。伊豆大島ジオパークの日本ジオパーク認定は 2010 年であり、世界ジ
オパークにはなっていない。また 2014 年の再審査の際に継続的な運営計画が
作成されていないという理由から条件付き再認定となっており、2016 年に再
び審査を受ける必要がある。テーマは「地球のしくみや、噴火の中で生き抜く
動植物のたくましい姿を、ワクワクしながら楽しめる大地の公園・ジオパーク」
であり、火山が中心としたジオパークである。ジオサイトは「三原山と周辺の
ジオサイト」と「海岸沿いと周辺のジオサイト」の 2 種に分かれ、合計 65 ヶ
所設定されている 49。多くは火口湖やスコリア丘等の火山性地形や火山堆積物
であるが、一部にオオシマザクラ等の伊豆大島特有の植物も含まれている。主
なジオサイトは、岩石類に関するものとして伊豆大島で最も古い火山の名残で
ある筆島があり、火山の火道にあった角礫岩の残骸を見ることができる。地形
に関するものでは、溶岩の堆積によってできる円錐状の塚であるホルニトや、
火山灰等の火山噴出物と強風、火山ガス等の影響で作られた裏砂漠等がある。
ジオサイトの大半が火山や噴火に関連したものであり、複式成層火山である三
原山やこれまでの噴火でできた火口等がある。 
 伊豆大島ジオパークに関連した災害は噴火であり、マグマ等の火山噴出物に
よる被害や火山堆積物による土砂災害がある。伊豆大島がこれまでに経験して
きた噴火は多く、確定されてはいないものの 680 年の噴火に関して日本書紀に
記述が見られ、伊豆七島明細記や熱海名代代々手控等に噴火の記録が残されて
いる 50。近年の主な噴火としては 1912 年、1950 年、1986 年に中規模噴火が発
生しており、小規模噴火も発生している。1950 年の中規模噴火では火口周辺
の地形を一変させる噴火が発生しており、1957 年から 1958 年にかけての噴火
は小規模ではあったが爆発により火口周辺の観光客に死者 1 名、重軽傷者 53
                                                   
49 伊豆大島ジオパーク推進委員会 .伊豆大島ジオサイトガイド .2011 
50 気象庁 .伊豆大島“有史以降の火山活動” . 気象庁
http://www.data.jma.go.jp/svd/vois/data/tokyo/317_Izu-Oshima/317_history.ht
ml(参照 2015-12-25) 
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名が出ている。1986 年の中規模噴火では山頂火口以外に複数の割れ目火口か
ら噴火が発生し、全島避難が実施されている。近年の中規模噴火の間隔は 38
年と 36 年であり、噴火の間隔が短い活発な火山である。また、伊豆大島では
2013 年の台風 26 号によって死者・行方不明者 39 名を出した大規模な土砂災
害が発生している。この土砂災害は、溶岩の上に堆積していた火山灰を主体と
する表層土が崩壊したことによって発生しており 51、火山の噴火による地質・
地形で作られている伊豆大島では土砂災害への注意も必要である。 
 伊豆大島ジオパークのきっかけとなったのは、2009 年 11 月に島原半島ジオ
パークのある島原市で開催された火山セミナーin Unzen 2009 である 52。この
セミナーは火山防災や島原半島ジオパークの取り組みをテーマとして開催さ
れた。このセミナーによって伊豆大島ではジオパークが認識され、翌年 2010
年には日本ジオパークに申請・認定されている。このことから、設立当初から
火山防災を主題としており、非常に短期間で準備されたジオパークであること
がわかる。ジオパーク認定以前を見てみると、1955 年に伊豆七島国定公園に
指定され、1964 年に富士箱根伊豆国立公園の一部となっている。これらの活
動により伊豆大島では自然が守られてきた。伊豆大島の火山防災に関して内閣
府の資料 53を参照すると、1986 年の噴火を受けて当時の国土庁防災局が「火山
噴火災害危険区域予測図作成指針」の策定に着手し、伊豆大島でもハザードマ
ップが作成されている等、火山防災の体制が整えられている。火山教育として
は 2001 年には「2001 地震火山・世界こどもサミット」が開催され、火山や津
波に関して現地学習が行なわれている。災害遺構を活用した災害学習が行われ
ていることが確認できるが、一方で日本ジオパーク認定直後には火口や裏砂漠
等の火山活動に関するジオサイトの緑化が問題となっており 54、災害情報の保
存に問題が発生していた。伊豆大島ジオパークの拠点施設である火山博物館が
                                                   
51 国土交通省 .平成 25 年台風第 26 号伊豆大島の土砂災害の概要 .2013. 
http://www.mlit.go.jp/river/sabo/h25_typhoon26/izuooshimagaiyou131112.pdf.
(参照 2015-12-29) 
52 第 9 回日本ジオパーク委員会議事録 .2010.6p 
53 内閣府 .火山防災に関する参考資料“伊豆大島” .火山エキスパート制
度 .2011.10p. http://www.bousai.go.jp/kazan/expert/pdf/091117siryo.pdf.(参照
2012-12-29) 
54 同上 .1p 
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設置されたのは 1990 年であり、噴火発生後に設置されている。このように 1986
年噴火以降、現在のジオパークのベースとなる活動が見られ、また災害以降の
保存等の問題も生じていたことから、問題を解決し火山防災教育の推進という
目的とも合致するジオパークに注目し、設置を進めたものと思われる。 
第 2 項 ジオパーク認定審査 
 伊豆大島ジオパークの日本ジオパーク認定審査時点での活動を見てみる。調
査には第 8 回と第 9 回の日本ジオパーク委員会議事録および配布資料 55を用い
る。伊豆大島ジオパークは第 8 回日本ジオパーク委員会でプレゼンテーション
を行っている。災害情報の保存に関しては、火山関連ジオサイトの設定や拠点
施設としての火山博物館が挙げられている 56。ジオサイトの整備に関しても触
れられており、説明看板等の整備は認定後に計画されている。一方で災害情報
の活用はプレゼンテーションの中では触れられていない。質疑応答では、災害
情報の保存に関しては特に指摘されている項目はない。一方で災害教育に関し
てはガイドブック等の教材の作成に関して質問されており、申請後に作成され
ると回答している。また火山博物館の専門家の雇用に関する質問もあり、伊豆
大島ジオパークでは専門家の雇用ではなくボランティアの育成行うとしてい
る。伊豆大島ジオパークはジオパークの認知から申請までの期間が短いことか
ら体制の整備が不十分な部分があり、災害情報の保存や災害教育に関しても申
請後に整備するとしている部分が多い。 
 現地審査を見てみると、災害情報の保存に関しては、火口や火山弾等の噴火
を理解出来るジオサイトが多数ある点が評価されている。一方で説明看板は古
いことなどから、今後の整備が必要となっている。また、国立公園として保護
されている地域でもあるので、ジオサイトに設定している地質遺産の保存と活
用のバランスが課題として挙げられている。災害情報の活用に関しては、災害
教育・研究の項目で活発な火山研究が取り上げられている。火山研究が活発で
あることから、研究者の災害教育への協力が求められている。また防災・安全
の項目において、伊豆大島ジオパークの運営に参加している気象庁職員による
                                                   
55 日本ジオパーク委員会 .第 9 回日本ジオパーク委員会配布資料 4-2“日本ジオパ
ーク申請地域現地審査報告書” .日本ジオパーク委員会 .2010,4-5p 
56 日本ジオパーク委員会 .第 8 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク委
員会 .2010.3p 
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防災教育・研究への支援が行なわれていることが確認出できる。だが、ジオパ
ーク申請時点では学校教育でのジオサイトを用いた学習に関してはあまり行
われていない。課題として島民のジオパークへの関心が低い点があり、地元住
民向けジオツアー等の住民教育の機会の充実が求められている。災害ジオツー
リズムに関しては、ふれあい観光ガイドという団体は 2000 年から活動してお
り、三原山山頂等でガイドが活動している。その他にもガイド団体が複数あり、
火山に関しても説明が可能である。災害情報の活用に関しては、火山研究への
活用は活発であり火山ガイドツアーは複数のガイド団体があり観光客向けに
行われている一方、学校教育での災害教育体制の充実等は課題となっている。 
 第 9 回日本ジオパーク委員会での審議では、災害情報の保存に関して説明看
板の少なさや専門的すぎる内容が課題として挙げられている。ジオサイトの整
備は課題である。災害情報の活用に関しては、火山ガイドの認定についてプロ
ガイド養成講座が実施されており、質の高い人材育成が行なわれている。災害
教育に関しては、火山灰切断面の再活用の検討が求められており、火山関連ジ
オサイトの活用方法が課題となっている。また子ども向けの教育が弱いことや
地元住民の関心が低い点も課題として挙げられており、伊豆大島ジオパークと
しては今後取り組みたいとしている。 
 これらのことから、伊豆大島ジオパークでは火山に関する豊富な資源があり、
申請時点でジオサイトとしての保護や研究への活用が行なわれている。人材の
面では専門の学芸員の増員は計画されていないが、ボランティアやプロガイド
の育成は進めるとされており、ジオパークの中で人材育成が進められていると
いえる。一方でジオサイトの整備や災害教育に関しては課題があり、認定以降
に取り組むべき問題が多くある。災害教育には研究者等の協力が求められてお
り、自治体と研究機関の協力が必要である。短期間で用意されたジオパークで
あるため、日本ジオパーク認定審査を受けた時点では、災害情報の活用の部分
に課題が多く見られる。 
第 3 項 ジオパーク認定後（図表 5.表 4 参照） 
 伊豆大島ジオパークの日本ジオパーク認定以降の活動を見ていく。調査には
2011 年 1 月から 2014 年 12 月までの広報おおしまを用いる。 
 伊豆大島ジオパークの認定審査では、災害情報の保存として 1986 年噴火の
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火口等のジオサイトとしての保存や人材育成が行われており、火山博物館は拠
点施設となっている。ガイドの活動はジオパーク認定前から行われており、ジ
オツアー等を通して災害の記憶が受け継がれている。 
 ジオパーク認定後は、災害情報の保存として、災害体験談の伝承が見られる。
2013 年 3 月に開催されたでは地学史学会と伊豆大島ジオパーク研究会による
シンポジウム「火山前線に生きる-伊豆大島の噴火史、地域史、そして科学史」
では噴火体験談の講演会が行われている。また、人材育成も認定後開催されて
いる。全 13 回の講義で構成されているガイド養成講座の中には全島避難体験
談に関する講義も含まれていることから、ガイドの知識として 1986 年噴火が
含まれており、災害の記憶を語り継ぐ人材が育てられているといえる。全島避
難の記憶を保存する事業としては、1986 年噴火の全島避難が決定した 11 月 21
日が「大島町防災の日」に指定されており毎年防災訓練が実施されているが、
防災訓練の内容は火山災害に限定されたものではない。土砂災害の 1 周年慰霊
祭は 2014 年に開催されており、広報おおしまでも特集記事が組まれる等、そ
の被害を忘れないための取り組みが見られる。 
 災害情報の活用としては、火口等のジオツアーでの活用が見られる。噴火の
痕跡は伊豆大島が火山の島であるということを示す教材としてジオパークの
中で活用されている。ジオツアーの対象には小学生や中学生も含まれており、
認定審査時点で課題とされていた子供向け教育は行われるようになっている。
ジオツアーは年に複数回開催されており、また 2011 年 6 月の記事から毎週末
に通年でバーチャルジオツアーが行われていることが確認できる。このことか
ら、積極的に火山関連ジオサイトが活用されているといえる。また伊豆大島内
のイベントに合わせた展示活動も見られる。毎年 1 月に開催されている観光イ
ベント「伊豆大島椿まつり」の中でジオパーク展が開催されており、三原山山
頂でジオサイトの紹介や防災に関するパネル展示が行われている。展示活動に
よって噴火の痕跡が島の各所に残っていることを地域住民や観光客に示すこ
とができる。伊豆大島ジオパークでは火山防災に関する学習会や講演会が行わ
れており、また土砂災害発生後は土砂災害に関する講演会や講座が増加してい
る。2014 年 7 月には火山噴火と土砂災害の関係も扱われている。噴火による
溶岩流等の直接的な被害だけでなく、2013 年の土砂災害以降は火山噴火によ
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って作られた地質・地形による災害も危険性が認知されるようになっている。
このことから、災害の経験が地域の災害リスクを再認識するきっかけとなって
おり、災害情報の活用を活発化させているといえる。また、2013 年から伊豆
大島ジオパーク研究会の活動が確認でき、この研究会の活動として火山災害や
地震災害をテーマとした公開講座等が見られる。また、伊豆大島ジオパーク研
究会と地学史学会が合同で開催したシンポジウム「火山前線に生きる-伊豆大
島の噴火史、地域史、そして科学史」がある。公開講座やシンポジウムには気
象庁伊豆大島火山防災連絡事務所等から講師が参加しており、認定審査時に指
摘されていた災害教育体制の整備が進められているといえる。また、伊豆半島
ジオパーク研究会では公開講座の参加者に対して災害意識や知りたい情報の
調査を行っている。この調査によれば発生頻度の高い気象災害よりも火山災害
への関心が高く、地域特性に関する情報を知りたいという結果が得られている。
また伊豆大島ジオパークでは、人材育成の中で洞爺湖有珠山ジオパークや磐梯
山ジオパークが参考にされている。 
 これらのことから、伊豆大島ジオパークの災害情報の保存活動としては、ガ
イドの養成講座やシンポジウムに 1986 年噴火の体験談が含まれており、噴火
の記憶が受け継がれているといえる。噴火災害に関しては発生日が防災の日と
して設定されており、2013 年の土砂災害は慰霊祭等が行われており災害の記
憶を保存する動きが見られる。災害情報の活用に関しては、噴火関連ジオサイ
トを活用したジオツアーの実施が見られ、通年での継続した活動が行われてい
ることから、積極的な活用が行われており、また活動が継続していると言える。
災害教育に関しては火山災害に関する講演会や講座が行われており、認定審査
時に指摘されていた災害教育体制の整備は認定後進められている。火山関連災
害教育の内容は、噴火に関するものと火山と土砂災害の関係に関するものがあ
り、2013 年の土砂災害以降は噴火による直接的な被害だけでなく、火山によ
って作られる地質や地形が引き起こす間接的な災害も扱われるように意識が
変化している。このことから、被災体験によって災害リスクが地域住民に再認
識され、災害情報の活用を活発化させるということがいえる。また、伊豆大島
ジオパークでは洞爺湖有珠山ジオパークや磐梯山ジオパークを参考とするガ
イド講座が行われている。このことから、火山関連ジオパークの中でつながり
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があり、災害情報の活用に各ジオパークの経験が生かされているといえる。 
 ただし、伊豆大島ジオパークには課題も存在する。2014 年に行われた日本
ジオパーク再認定審査において、日本ジオパーク委員会から「活動の継続性を
担保し、総合的視点で推進するための計画整備、組織体制が不十分である。」
57と指摘されており、条件付きの再認定となっている。  
 
第 4 節 ジオパークによる火山災害情報の保存と活用 
 日本のジオパークでは活動開始時点から火山が意識されており、災害の記憶
や記録の保存と災害教育等への活用に活かされている。 
 日本ジオパーク委員会には設立時から日本火山学会が参加している。 2008
年に開催された第 3 回ジオパーク国際ユネスコ会議では、日本ジオパーク委員
会事務局の発表において日本の地質の特徴の 1 つに火山が挙げられている。こ
のことから、日本のジオパークの対象として当初から火山が含まれている。日
本ジオパーク委員会において最初に作られたジオパーク申請地域自己評価シ
ートにはすでに防災が含まれており、火山防災も当初から委員会は意識してい
たと思われる。 
 日本ジオパーク申請地域でも、日本から最初に認定された世界ジオパークで
ある洞爺湖有珠山ジオパークと島原半島ジオパーク等、日本のジオパーク開始
時点から中心的テーマとして火山は扱われている。また、現在日本国内に設置
されている 39 地域のうち、活火山を地域内に含むジオパークは 13 あり、その
うち 11 地域で活火山が中心となっている。活火山関連地域のジオパーク活動
のきっかけを見てみると、島原半島ジオパークは噴火災害からの復興と火山研
究がジオパークの下地になっている。伊豆半島ジオパークは火山防災に関する
フォーラムへの参加がジオパークを始めるきっかけとなっている。洞爺湖有珠
山ジオパークや阿蘇ジオパーク等でも火山災害からの復興や火山災害教育が
ジオパークに取り組むきっかけとなっており、ジオパークは火山災害に関する
災害教育の場として整備・活用されている。 
 島原半島ジオパークと伊豆大島ジオパークの活動による災害情報の保存を
                                                   
57 日本ジオパーク委員会 .日本ジオパーク再認定審査結果報告 .日本ジオパーク委
員会 .2014 http://jgc.geopark.jp/files/20141222.pdf(参照 2016-1-13). 
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見てみると、両ジオパークで多くの火山関連ジオサイトが設定され災害情報が
保存されている。島原半島ジオパークでは平成新山等の噴火によって作られた
地形や旧大野木場小学校被災校舎等の災害遺構がジオサイトになっている。ま
た、過去の大規模火山災害である島原大変肥後迷惑を起こした眉山もジオサイ
トとなっており、また島原大変肥後迷惑が描かれた民話もジオパークの中に含
まれており、直近の火山災害以外も保存・活用の対象となっている。また、島
原半島ジオパークでは災害の痕跡の保存と防災のバランスが課題として日本
ジオパーク委員会から指摘されている。島原半島ジオパークの地域内では噴火
に伴った土砂災害が発生しており、その対策として砂防工事が行われているが、
その工事によって噴火の痕跡が破壊される可能性があることが問題点として
指摘されており、噴火の痕跡の保存が求められている。防災のために必要な工
事と災害遺構の保存の両立が島原半島ジオパークでは求められており、この問
題は自然災害に関連したすべての地域に当てはまる問題である。防災のための
工事と災害の痕跡の保存の両立がジオパークでは行われることを示している。
伊豆大島ジオパークでは 1986 年の噴火で出現した火口等がジオサイトとなっ
ている。また 1986 年以前にも繰り返されてきた噴火に関する火山噴出物や地
形があり、噴火を観察できる場所が豊富に残されている。また伊豆大島ジオパ
ークでは、日本ジオパークとなった 2010 年に火山活動に関するジオサイトの
緑化が問題となっており、対応が議論されている 58。ジオパークへの取り組み
は災害の痕跡が時間の経過とともになくなってしまうことを認識させ、保存の
方法を地域に考えさせるきっかけとなっている。また、ガイドの養成の中にも
災害情報の保存が見られる。島原半島ジオパークでは平成の噴火に関する災害
語り部の養成がジオパークガイドへ引き継がれている。伊豆大島ジオパークで
はガイド養成講座の中に 1986 年噴火の避難体験談が含まれており、ガイドの
役割の中に災害体験の伝承も含まれている。島原半島ジオパークの地域内では
島原大変肥後迷惑及び平成の噴火のメモリアル事業が行われている。平成噴火
のメモリアル事業の中では災害体験談の講演会や写真展の開催が見られる。こ
のように、ジオパークの中では目に見える地形や建物等の災害遺構としても、
                                                   
58 内閣府 .火山防災に関する参考資料“伊豆大島”.火山エキスパート制度 .2011.1p 
http://www.bousai.go.jp/kazan/expert/pdf/091117siryo.pdf(参照 2012-12-29) 
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人々の記憶としても、火山災害情報の保存・伝承が行われている。 
 火山災害情報の活用に関しては、島原半島ジオパークと伊豆大島ジオパーク
で共通して行われている活動にはジオツアーがある。保存されている災害遺構
等をコースに含むジオツアーが開催されており、ジオツアーではガイドも活動
している。島原半島ジオパークでは、平成の噴火に関するコースや島原大変肥
後迷惑に関するコース、砂防に関するコースが開催されている。年に複数回ジ
オツアーは開催されていることから、ジオサイトを保存するだけでなく活用し
ているといえる。また、島原半島ジオパークでは 2014 年に阿蘇ジオパークへ
のツアーが組まれており、他の活火山関連ジオパークとのつながりが見られる。
伊豆大島ジオパークでは火口等をコースに含むジオツアーが行われており、ジ
オサイトは災害教育に活かされている。伊豆大島ジオパークでは 2014 年 2 月
に洞爺湖有珠山ジオパークと磐梯山ジオパークのバーチャルジオツアーがガ
イド講座の中で行われていることが確認でき、ガイドの方法等で活火山関連ジ
オパーク内につながりがあるといえる。また、公開講座等での災害教育も見ら
れる。島原半島ジオパークでは 2012 年に第 5 回ジオパーク国際ユネスコ会議
が開催されており、そのプレイベントや会議内でキッチン火山実験教室や市民
フォーラム等が開催されている。伊豆大島ジオパークでは伊豆大島ジオパーク
研究会と地学史学会が合同で開催したシンポジウム「火山前線に生きる-伊豆
大島の噴火史、地域史、そして科学史」や公開講座が開催されており、火山教
育が行われている。活火山関連ジオパークでは火山災害を学ぶ機会が用意され
ており、地域住民への災害教育に役立てることができている。また、伊豆大島
ジオパークでは、平成 25 年台風 26 号被害から土砂災害に対する災害教育が活
発化している。このことから、被災体験は地域住民に災害リスクを再認識させ
るきっかけとなっており、災害教育等の災害情報の活用を活性化させるといえ
る。 
 以上のことから、活火山関連ジオパークでは災害遺構等の噴火災害の痕跡が
ジオサイトに多数設定されており、また砂防工事や時間の経過による痕跡の喪
失からの保存を考えるきっかけとなっている。また、災害を語り継ぐガイド等
の人材も育てられており、人の記憶としてもジオパークは火山災害を保存して
いる。そして、保存するだけでなくジオサイトを活用したガイドツアー等が行
  
38 
 
われている。火山災害関連ジオパークでの保存・活用の対象は 200 年以上前の
災害から現在発生し復興が行われている災害まで幅広い年代にわたっている。
これらのことから、活火山関連ジオパークでは噴火災害情報の保存と活用にジ
オパークが機能しているといえる。 
 日本は世界でも有数の活火山集中地域である。そのため、噴火による被害が
度々発生しており、また火山によって作られた地質を原因の一つとして大規模
な土砂災害も発生している。火山は噴火によっても大きな影響を与え、また噴
火がない時期であっても災害の発生源になることがあり、その対策が必要であ
る。火山災害は繰り返し火山周辺地域を襲うため、過去の火山災害を学ぶこと
は将来に予想される火山災害に対する理解を深め、防災・減災につながる。し
かし火山災害の発生には多くの場合十年以上の長い空白期間が存在し、何もし
なければ次回の噴火が発生するまでには噴火の痕跡の損壊や人の移動によっ
て以前の噴火災害の記憶や記録が風化してしまう危険性がある。実際に伊豆大
島では時間の経過とともに火口等の噴火に関連する場所で緑化が進行し問題
となっており、島原半島地域では砂防工事によって火砕流の痕跡が破壊される
可能性があった。火山災害を受け継いでいくには保存のための取り組みが必要
である。火山災害関連ジオパークでは災害遺構の保存や災害を語り継ぐ人材の
養成による災害情報の保存が行われており、ジオツアー等によって活用もされ
ていることから、火山災害経験の風化を抑制し、日本の火山防災に有効である
といえる。 
 
 
第 4 章 地震災害関連ジオパーク 
 この章では、地震災害に関するジオパークの活動を明らかにし、ジオパーク
によって地震災害情報を次の世代に受け継ぎ、災害教育等の活用によって地域
の防災力向上に役立てることができるのか検討する。 
第 1 節 地震災害とジオパーク 
第 1 項 地震災害とは 
 日本は地震大国である。小規模な地震は毎日発生しており、数年に一度は大
規模な地震に襲われる。また日本は周囲を海に囲まれた海洋国家でもあり、津
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波に襲われることも多い。地震の発生要因は、主に地球表面を覆うプレートの
運動による歪みにある。地震は「プレートが衝突し沈み込みをおこす地域に集
中して発生」59するため、日本や南米のチリ等のプレートの境界に位置する太
平洋沿岸地域で多く発生する。日本の周辺ではユーラシアプレート、太平洋プ
レート、北米プレート、フィリピン海プレートの 4 枚のプレートが接している
ことから地震発生の危険性が高く、世界でも有数の地震多発地域となっている。
1994 年から 2003 年の間に世界で発生したマグニチュード 6 以上の 960 の地震
の内、およそ 2 割にあたる 220 が日本で発生していることから 60、世界的な地
震多発地域といえる。地震に関して石橋克彦は「地下深部の岩石が急激に破壊
して「地震波」を発生する出来事」 61とまとめている。プレートとプレートが
ぶつかり合い下に潜り込む境界周辺やプレート上の壊れやすい部分に歪みが
発生し、耐えきれなくなった際に歪みの周辺で破壊が発生し振動が発生する。
これが地震である。地震によって発生する被害には、大きな揺れによる家屋等
の倒壊や地盤の隆起や沈下といった地殻変動、液状化現象等があり、また沿岸
部では津波、山間部では山崩れ等の土砂災害の発生要因ともなる。強い揺れに
より転倒や落下物の下敷きになることがあり、また家屋の倒壊等に巻き込まれ
ることもある。家屋や道路等の損壊から大規模な停電や火災等が発生すること
もあり、被災地では生活へ大きな被害が発生する。2011 年に発生した東日本
大震災の際にも北海道から神奈川県にかけての広い範囲で火災が発生し 62、ま
た東京電力福島第一原子力発電所の事故は周辺地域に放射能汚染を引き起こ
すなどして未だに収束していない 63。原子力災害は周辺住民の避難や立ち入り
禁止等、住民生活に大きな影響を加え、広い範囲で風評被害などの問題が発生
した。また東日本大震災では津波によって甚大な被害が発生し、人々に津波の
恐ろしさを知らしめた。多くの人的被害が発生し、漁業設備の損壊や家屋の流
                                                   
59 内閣府 .我が国で発生する地震“世界の地震分布” .内閣府防災のページ .1p. 
http://www.bousai.go.jp/jishin/pdf/hassei-jishin.pdf(参照 2015-12-28) 
60 内閣府 .我が国で発生する地震“日本の地震分布” .内閣府防災のページ .2p. 
http://www.bousai.go.jp/jishin/pdf/hassei-jishin.pdf(参照 2015-12-28) 
61 石橋克彦 .大地動乱の時代‐地震学者は警告する‐“第 3 章  大地震の正体と原
因  1 現代の地震観” .岩波書店 .1994.85p 
62 消防庁 .東日本大震災記録集“3.3 物的被害の状況” .消防庁 .2013.86-99p 
63 消防庁 .東日本大震災記録集“3.7 原子力発電所事故関連の被害” .消防
庁 .2013.185-188p 
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出等で経済的にも大きな打撃となった。津波は主に地震によって引き起こされ
る災害であるが、地震が遠隔地で発生した場合にも沿岸部を襲う場合がある。
事例としては 1960 年チリ地震津波があり、環太平洋地域に広く津波が発生し、
日本にも到達し東北地方沿岸に多くの被害が発生している。チリでの地震によ
る津波は 2010 年にも東北地方を襲っている。このことから、津波は地球の裏
側からでもやってくる災害であり、揺れがなくとも注意しなければならない。
また東北地方太平洋沿岸部は繰り返し津波に襲われていることもあり、常に注
意が必要である。日本は常に高い地震のリスクを抱えていることから日々地震
研究が進められているが、現在でも発生前に地震を予知することは難しい。過
去の災害記録等から大規模地震の発生周期をおおよその範囲で把握すること
はできるが、確実な予測は不可能でありいつ発生するかはわからない。事前の
避難勧告等が難しいことから、日頃の備えが被害を防ぐために重要である。 
 2010年以降に日本で発生した地震災害を見てみると(図表 3.表 2参照)、2010
年のチリ地震に伴う津波や 2011 年に発生した東日本大震災、2013 年の淡路島
周辺における地震や 2014 年の長野県北部の地震があり、各地で地震災害が発
生している。地震災害は同一地域で連続して発生することは稀であるが、新潟
県や東北地方沿岸部では繰り返し地震が発生している。新潟県中越地方周辺は
歪み集中帯の一部であることから過去にも多くの中規模から大規模な地震が
発生しており 64、東北地方太平洋沖には北米プレートと太平洋プレートの境界
があることが要因としてある。北海道南西沖地震や東日本大震災のような沿岸
部で発生した地震では津波が発生しており、多数の人的被害や住家被害が出て
おり、漁業等の地域経済への大きな打撃となっている。表には含まれていない
が 1983 年の日本海中部地震では秋田県等の日本海沿岸部に津波被害が発生し
ており、近い将来の発生が確実視されている南海トラフ地震では太平洋側の広
い範囲で津波が予想されている。このことから、周囲を海に囲まれている日本
ではすべての沿岸部で津波への注意が必要である。新潟中越地震や岩手・宮城
内陸地震、能登半島地震では土砂災害が発生している。土砂災害は家屋の損壊
や道路の封鎖といった生活への影響を出し、また河道閉塞等によって土石流等
                                                   
64 新潟県 .新潟県中越沖地震“第 1 章  柏崎・刈羽地方を襲った震度 6 強の地震  第
1 節  地震の概要” .新潟県 .2009.1p 
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の危険性を高める。急斜面の周囲では地震による土砂災害発生の危険が高く、
規模の大きな地震の場合注意が必要である。三宅島噴火及び新島・神津島近海
地震は火山活動に伴って地震が活発になった事例である。日本には多くの活火
山があり、その活動に伴って地震が活発化することもある。時には雲仙岳の「島
原大変肥後迷惑」のように火山性地震が山の崩壊や津波に繋がることもあり注
意する必要がある。日本において特に大きな被害が発生した地震災害としては
阪神・淡路大震災と東日本大震災等が挙げられる。阪神・淡路大震災は淡路島
北部を震源として 1995 年に発生した直下型地震であり、神戸市等で震度 7 を
記録した。被災地が大都市であったこともあり死者・行方不明者 6,437 名、負
傷者 43,792 名と甚大な被害が発生し、1995 年当時戦後最大の被害となった。
阪神・淡路大震災はその大きな被害もあり、災害対策基本法の大幅な改正や緊
急対応の充実等の国・地方自治体における防災のターニングポイントとなった
災害である 65。東日本大震災は東北地方三陸沖を震源に 2011 年に発生した海
溝型地震であり、宮城県北部で震度 7 を観測したほか、岩手県から千葉県、群
馬県までの広い範囲で震度 6 弱以上を観測した。東日本大震災はマグニチュー
ド 9.0 という世界的にも最大規模の地震であり、この強さは 1900 年以降に発
生した地震の中では 1960 年チリ地震や 1964 年アラスカ湾地震、2004 年スマ
トラ島沖地震に次いで 4 番目に大きい。広い範囲で強い揺れが発生したことや
大規模な津波が発生したことから、死者・行方不明者 21,839 名、負傷者 6,219
名という阪神・淡路大震災をしのぐ戦後最大の自然災害となった。東日本大震
災は「釜石の出来事」等から津波避難の在り方などの災害対策の重要性を示し
た一方、東京電力福島第一原子力発電所の事故等が地震に伴い発生し、日本の
災害対策の新たな問題を露わにした災害でもある。今後日本で予想される大規
模な地震災害には南海トラフ地震や首都直下地震がある 66。南海トラフ地震は
駿河湾から日向灘にかけての南海トラフ沿いで発生するとされる地震であり、
東海地震、東南海地震、南海地震の 3 地震が含まれている。3 つの地震が連動
                                                   
65 内閣府 .平成 17 年版防災白書“7-2 阪神淡路大震災の経験と対応”.内閣府 .2005. 
http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/h17/BOUSAI_2005/html/honmon/h
m120702.htm.(参照 2015-12-28) 
66 内閣府 .平成 27 年版防災白書“第 2 章  発生が危惧される災害種別ごとの対策
取組状況  第 1 節  地震・津波対策” .内閣府 .2015.85-98p 
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して発生した場合、最大で関東から九州にかけての非常に広い範囲で強い揺れ
や津波が発生し、死者は最大 323,000 人、建物の全壊及び焼失は最大 2,386,000
棟、経済被害は被災地で 169.5 兆円、全国で 50.8 兆円もの大規模な被害が予
想されている 67。南海トラフで過去に発生した地震を見てみると 1605 年の慶
長地震と 1707 年の宝永地震は上述の 3 地震が連動して発生しており、1854 年
の安政東海地震及び安政南海地震は発生に 32 時間の誤差がある。直近の大規
模地震は 1944 年の東南海地震と 1946 年の南海地震であり、発生に 2 年の誤差
があったうえ、東海地震は発生していない。南海トラフでの巨大地震の発生周
期は慶長地震から宝永地震の間が 102 年、宝永地震から安政東海地震の間が
147 年、安政東海地震から直近の東南海地震までの間が 90 年となっておりお
よそ 90 年から 150 年の周期で発生している。最後の南海地震から 2015 年で
70 年が経過しており、また東海地震は 161 年が経っていることから、いつ巨
大地震が発生してもおかしくない状態である。そのため関東の太平洋沿岸部か
ら九州南部の広い範囲で南海トラフ地震対策が急がれている。首都直下地震は
マグニチュード 7、最大震度 6 強程度を想定した地震であり、相模トラフ沿い
のプレート境界で発生するマグニチュード 8 クラスの海溝型大規模地震に付
随して発生する地震として想定されている。関東大震災クラスの地震は 200
年から 400 年の間隔で発生してきたが、過去の事例では発生のおよそ 100 年前
からマグニチュード 7 程度の地震が茨城県南部から伊豆半島北部で発生して
いる 68。現在は 1922 年の関東大震災からおよそ 100 年が経過しており、発生
周期が短い場合マグニチュード 7 程度の地震の可能性が高くなっている。都心
部が地震に襲われた場合、建物の倒壊や火災による死者数は 23,000 人、経済
的被害は約 95 兆円と予測されている。 
 上記のように日本はこれまで繰り返し大規模な地震災害に見舞われており、
近い将来にも大規模地震の脅威が迫っている危険な地域である。 
第 2 項 地震災害とジオパーク 
                                                   
67 内閣府 .平成 27 年版防災白書“第 2 章  発生が危惧される災害種別ごとの対策
取組状況  第 1 節  地震・津波対策  1-1 南海トラフ地震対策について” .内閣
府 .2015.85-92p 
68 内閣府 .平成 27 年版防災白書“第 2 章  発生が危惧される災害種別ごとの対策
取組状況  第 1 節  地震・津波対策  1-2 首都直下地震対策について” .内閣
府 .2015.93p 
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 地震災害とジオパークの関係を見てみると、2006 年のユネスコのガイドラ
インの保護と保存の項目において、地球科学に関する知識として地震学や火山
学を内包する固体地球科学が含まれており 69、地震学をジオパークに含める余
地はある。しかし、地震災害に関するジオサイトの設定や災害教育は触れられ
ていないことから、地震災害に対するジオパークの明確な役割は定められてい
ない。世界ジオパークにおいて地震災害に対する役割が示されるのは 2012 年
のジオパーク国際ユネスコ会議で採択された島原宣言である。島原宣言は東日
本大震災の影響を強く受けており、地震・津波等の災害に対するジオパークの
役割として被災体験の災害教育等への活用を認めている。 
 島原宣言によって国際的にもジオパークの役割として地震防災が認められ
たが、世界ジオパークの中で地震災害をテーマに含む地域は少ない。2010 年
に認定されたカナダ東部のストーンハンマージオパークでは、観察できる地質
として地震も挙げているが、変動帯に位置しないこともあり地震防災は含まれ
ていない。日本の世界ジオパークでは 2009 年に認定された山陰海岸ジオパー
クと 2010 年に認定された室戸ジオパークに地震災害が含まれている。山陰海
岸ジオパークでは地質学的特徴の中に 1927 年に発生した北丹後地震の断層で
ある郷村断層が含まれており、その他に 1925 年に発生した北但馬地震に関連
したジオサイトとして城崎温泉が設定されており復興の歴史を学べ、1943 年
発生の鳥取地震に関連したジオサイトとして鹿野断層を 2014 年から設定して
いる。室戸ジオパークでは「変動帯に生きる」がテーマの一つとなっており、
南海トラフ地震が対象災害となっている。ジオサイトとしては中山海成段丘や
室戸岬の御厨人窟・神明窟等の過去の南海トラフ地震で発生した地殻変動が多
く設定されており、東京大学地震研究所等の地震研究に関するジオサイトも設
定されている。これらから地震防災は世界ジオパークの中では日本以外で現在
のところ活動は確認できず、島原宣言以降も増加は見られない。活火山に関し
ては年々増加しており、世界の関心に差があるといえる。日本ジオパークに関
して見てみると、日本ジオパーク委員会には 2008 年の設立時点で日本地震学
                                                   
69 日本ジオパーク委員会 .第 1 回日本ジオパーク委員会配布資料 5.“各国のジオ
パークがユネスコの支援を得て世界ジオパークに参加するためのガイドラインと
基準 (2006 年 9 月 )” .日本ジオパーク委員会 .2008.5p 
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会が参加しており、当初から地震もジオパークに含んで考えられている。2008
年に日本ジオパークに認定された 7 地域を見てみると、山陰海岸ジオパーク、
室戸ジオパーク、南アルプスジオパーク、火山性地震に関して島原半島ジオパ
ークがある。2009 年以降に認定された日本ジオパークでは、2011 年に認定さ
れた男鹿半島・大潟ジオパークと茨城県北ジオパーク、2012 年に認定された
八峰白神ジオパークと伊豆半島ジオパーク、2013 年に認定された三陸ジオパ
ーク、2014 年に認定された南紀熊野ジオパーク、2015 年に認定された栗駒山
麓ジオパークがある。2009 年、2010 年には地震関連ジオパークの申請・認定
は見られないが、2011 年以降は毎年地震災害を含むジオパークが誕生してい
る。この背景には東日本大震災によって地震への意識が高まったためと思われ
る。各ジオパークに関連した地震災害を見ていく。島原半島ジオパークは上述
の通り火山性地震であり、その他のジオパークとは対象となる地震の種類が異
なる。山陰海岸ジオパークの地形・地質学的特徴として「日本海沿岸で生じる
第四紀地殻変動を示す活断層・海岸段丘」 70が含まれている。京都府から鳥取
県東部を範囲とする山陰海岸ジオパークに関連している地震災害は、1925 年
北但馬地震と 1927 年北丹後地震、1943 年鳥取地震である。1925 年北但馬地震
は火災などにより豊岡市の城崎温泉等で死者 421 名を出した震災である 71。地
震火災による大きな被害が発生した地震である。ジオサイトとなっている城崎
温泉では、火伏せ壁等の災害の教訓を生かしたまちづくりを見ることができる。
北但馬地震の 2 年後に発生した北丹後地震は丹後半島を震源として発生した
地震であり、家屋の倒壊や火災によって死者 2925 名を出した震災である。北
丹後地震の痕跡である郷村断層は日本で初めて「活断層」という用語が用いら
れた重要な地質遺産であり、ジオサイトに設定されている。鳥取地震は鳥取市
を中心に大きな被害をもたらした地震であり、この地震で出現した鹿野断層が
2014 年からジオサイトに設定されている。室戸ジオパーク及び南紀熊野ジオ
パークの対象となっている災害は南海トラフ地震である。室戸地域は過去にも
                                                   
70 山陰海岸ジオパーク“山陰海岸ジオパークとは” . 山陰海岸ジオパーク . 
http://sanin-geo.jp/modules/geopark/index.php/info/index001.html.(参照
2015-12-29) 
71 文部科学省地震調査研究推進本部 .兵庫県の地震活動の特徴 . 文部科学省 . 
http://www.jishin.go.jp/main/yosokuchizu/kinki/p28_hyogo.htm.(参照
2015-12-29) 
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南海地震を経験しており、地震の地殻変動を見ることのできるジオサイトが多
数設定されている。南紀熊野ジオパークは紀伊半島の南端をエリアとするジオ
パークであり、過去の南海トラフ地震でも津波による大きな被害が出ている。
そのため、ジオサイトとして昭和南海地震の記念碑等が設定されている。長野
県の南アルプスジオパークには 714 年と 1718 年の大地震が含まれており、特
に 714 年の地震の痕跡である遠山埋没林は代表的なジオサイトとなっている。
秋田県に設置されている男鹿半島・大潟ジオパーク及び八峰白神ジオパークは
1983 年の日本海中部地震が含まれている。両ジオパークともに津波の慰霊碑
が設置されている。茨城県北部の太平洋沿岸部をエリアに含む茨城県北ジオパ
ークと青森県南部から宮城県北部をエリアとする三陸ジオパークでは 2011 年
の東日本大震災がジオパークに含まれている。茨城県北ジオパークでは五浦海
岸の六角堂が東日本大震災で流出し再建されたことから復興のモニュメント
とされており、三陸海岸ジオパークでは田老の防潮堤やたろう観光ホテル、普
代水門等の震災遺構が多くジオサイトとして設定されている。伊豆半島全域を
エリアとする伊豆半島ジオパークには 1930 年北伊豆地震、1974 年伊豆半島沖
地震、そして南海トラフ地震も関連している。北伊豆地震に関しては伊豆の国
市にある地震動の擦痕を刻んだ魚雷がジオサイトとなっており、伊豆半島沖地
震に関しては石廊崎断層がジオサイトとなっている。南海トラフ地震に関して
は沼津市の大型水門「びゅうお」がある。2015 年に認定された栗駒山麓ジオ
パークは宮城県北西部の栗原市全域をエリアとしており、2008 年岩手・宮城
内陸地震が対象となっている。地震に関連したジオサイトとして荒砥沢地すべ
りや花山地区地すべり地帯が設定されている。日本の地震災害関連ジオパーク
10 地域のうち、茨城県北ジオパークと八峰白神ジオパーク以外の 8 地域で地
震がテーマに含まれている。日本のジオパークにおける地震災害関連活動を見
てみると、災害情報の保存としては、各地域で災害遺構等の地震災害の痕跡を
示すジオサイトが設定されており、山陰海岸ジオパークでは震災メモリアル事
業がジオパークの活動に含まれている 72。また三陸ジオパークでは災害語り部
                                                   
72 日本ジオパーク委員会 .第 19 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク
委員会 .2013.3p 
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の活動が見られる 73。災害情報の活用に関しては、室戸ジオパークで地震に耐
えてきた建物等を利用したガイドツアーを通した防災教育が実施されており
74、三陸ジオパークでは学校での防災教育 75や災害遺構のガイドツアー 76が行な
われている。三陸海岸ジオパークでは災害語り部や防災ガイドの育成が行われ
ており 77、地震防災のための人材育成がジオパークによって進められていると
いえる。 
 本研究では複数の地震災害に関するジオサイトを設定している山陰海岸ジ
オパークと東日本大震災の被災地である三陸ジオパークを研究対象に設定す
る。 
 
第 2 節 山陰海岸ジオパーク 
第 1 項 山陰海岸ジオパークの概要 
 山陰海岸ジオパークは山陰海岸国立公園を中心としており、京都府京丹後市
の経ヶ岬から鳥取県鳥取市の白兎海岸まで、東西 110km、南北,30km にわたる
広い範囲を持ったジオパークである。構成自治体は京都府京丹後市、兵庫県豊
岡市、香美町、新温泉町、鳥取県鳥取市、岩美町の 3 府県 6 市町であり、豊岡
市長が代表を務めている。自治体以外の構成団体には商工会議所や観光協会、
旅館組合等がある。山陰海岸ジオパークの日本ジオパーク認定年は 2008 年で
あり、日本最初のジオパークの 1 つである。世界ジオパーク国内推薦地域とな
ったのは 2009 年であり、2010 年に世界ジオパークに認定されている。テーマ
は「日本海形成に伴う多様な地形・地質・風土と人々の暮らし」である。日本
が大陸の一部であった頃から現在までの幅広い年代の地質や地形が見られ、ま
た地質遺産以外にも多様な自然を背景とした人々の歴史や文化がジオパーク
に含まれている。山陰海岸ジオパークの地形・地質学的特徴は「日本海形成に
                                                   
73 日本ジオパーク委員会 .第 17 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク
委員会 .2013.7p 
74 日本ジオパーク委員会 .第 9 回日本ジオパーク委員会配布資料 4-1“世界ジオパ
ークネットワーク申請候補地域現地審査報告書”.日本ジオパーク委員会 .2010.2p 
75 日本ジオパーク委員会 .第 18 回日本ジオパーク委員会配布資料 9“三陸現地審
査報告書” .日本ジオパーク委員会 .2013.3p 
76 日本ジオパーク委員会 .第 17 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク
委員会 .2013.7p 
77 同上  
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関わる様々な岩石や地層」「日本海沿岸の変化に富んだ海岸地形」「日本海形成
後も引き続いた火山活動」「第四紀における地磁気逆転期の発見サイト」「火山
活動の影響を受けた豊富な温泉資源」「日本海沿岸で生じる第四紀地殻変動を
示す活断層・海岸段丘」の 6 つであり、第四紀地殻変動を示す活断層が 1927
年北丹後地震で出現した郷村断層や 1943 年鳥取地震で出現した鹿野断層であ
る。地震災害の痕跡が山陰海岸ジオパークの代表的地質の 1 つとなっている。
また、日本ジオパーク委員会は山陰海岸ジオパークのテーマに関して、「人間
の歴史の中で日本海と山陰海岸を位置付けて説明する。災害もここに入る。」78
としており、山陰海岸の人々の暮らしの部分に災害も含まれている。山陰海岸
ジオパークの主なジオサイトには、延長 7km の砂州によって潟湖を形成してい
る京丹後市の小天橋、世界で初めて第四紀の地球磁場の逆転が発見された豊岡
市の玄武洞、国指定天然記念物・名勝に指定されている岩美町の浦富海岸、観
光地として有名な鳥取市の鳥取砂丘等があり、様々な地質を見ることができる。 
 山陰海岸ジオパークでは広いエリアの中でいくつもの地震災害が発生して
いる。ジオサイトが設定されている地震災害は、1925 年北但馬地震、1927 年
北丹後地震、1943 年鳥取地震である。1925 年北但馬地震は豊岡市の城崎温泉
等で死者 421 名を出した震災であり、火災による大きな被害が発生した地震災
害である。この災害からの復興では防火が意識され、現在でも火伏せ壁等が残
されており、城崎温泉の町並みは地震復興に関するジオサイトに設定されてい
る。北但馬地震の 2 年後に発生した北丹後地震は丹後半島を震源として発生し
た地震であり、家屋の倒壊や火災によって死者 2925 名を出した震災である。
北丹後地震の痕跡である郷村断層は日本で初めて「活断層」という用語が用い
られた重要な地質遺産であり、その重要性から国指定天然記念物となっている。
鳥取地震は鳥取県東部を震源とした最大震度 6 の大地震であり家屋の倒壊や
火災により死者 1,083 名など鳥取市に壊滅的な被害をもたらした地震であり、
この地震で出現した鹿野断層は国指定天然記念物に指定されている。京丹後市
の郷村断層や鳥取市の鹿野断層は、地震による地殻変動を示すジオサイトとし
て 2013 年から設定されている。鹿野断層が当初のエリアに含まれていない理
                                                   
78 日本ジオパーク委員会 .第 3 回日本ジオパーク委員会配布資料 2-3“山陰海岸地
域現地視察報告” .日本ジオパーク委員会 .2008.2p 
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由は、2008 年の申請時点ではジオパーク推進組織構築の問題から山陰海岸国
立公園の範囲に基づいてジオパークの範囲を決定したためである。山陰海岸ジ
オパークのエリア内では、東日本大震災や南海トラフ地震のような広範囲に甚
大な被害を出す海溝型地震は発生しないが、豊岡市や鳥取市は地盤が弱く遠隔
地で起きた地震でも強い揺れが発生する可能性がある 79。また 3 つの地震すべ
てから時間が経過しており、災害記憶の風化も懸念される。 
 山陰海岸ジオパークの沿革について見てみる。山陰海岸ジオパークの展開に
関しては、石川宏之の研究 80にまとめられている。山陰海岸地域は 1955 年に
国定公園に指定され、1963 年に国立公園になっている。この動きが山陰海岸
地域の環境保護活動の始まりである。山陰海岸地域の環境保護は国立公園によ
って叶ったが、鳥取砂丘や玄武洞等の一部地域以外では利活用が進まなかった。
山陰海岸国立公園の活用に向けた活動としては、2001 年に兵庫県但馬県民局
主催の但馬夢テーブル委員会において「山陰海岸を世界の公園にする会」が発
足し、山陰海岸を世界自然遺産にしようという活動が開始した。当初は世界遺
産を目指していた山陰海岸国立公園は、2003 年の時点で環境省と林野庁の世
界遺産候補地にノミネートされたが、今後 10 年以内に推薦する可能性のある
地域からは外された。これにより山陰海岸国立公園が世界自然遺産になるには
長い年月がかかることとなり、世界遺産からの方針変更をすることとなる。山
陰海岸地域にジオパークを紹介したのは、当時の神戸大学教授であり、ユネス
コのプロジェクトである地質科学国際研究計画の日本国内委員会代表幹事を
務めていた波田重煕である。波田は 2003 年にユネスコ本部で開催された地質
科学国際研究計画理事会に出席し、ここでジオパークに関する資料を入手して
いる。波田は 2004 年に兵庫県浜坂町の「名勝天然記念物但馬御火浦保存管理
                                                   
79 文部科学省地震調査研究推進本部 .京都府の地震活動の特徴 .文部科学省 . 
http://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_kinki/(参照 2016-1-2)及び  
文部科学省地震調査研究推進本部 .兵庫県の地震活動の特徴 . 文部科学
省 .http://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_kinki/p28_hyogo/(参照
2016-1-2)及び  
文部科学省地震調査研究推進本部 .鳥取県の地震活動の特徴 .文部科学省 . 
http://www.jishin.go.jp/regional_seismicity/rs_chugoku-shikoku/p31_tottori/(
参照 2016-1-2) 
80 石川宏之 .観光まちづくりの経緯と持続可能な地域開発の連携体制 :山陰海岸ジ
オパーク推進協議会を事例として .静岡大学生涯学習教育研
究 .2015,no.17,p.25-40 
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計画策定報告書」の中で、山陰海岸国立公園でジオパークに取り組むことを提
案している。地域振興を目的として兵庫県と鳥取県の県境 8 町で結成された因
但県境自治体会議において、2005 年にはジオパーク構想の調査研究が提起さ
れており、2006 年には広域連合でジオパークに取り組むことが決定された。
2006 年以降ジオパーク認定に向けた活動が進められ、2007 年に山陰海岸ジオ
パーク推進協議会を設立、2008 年に日本ジオパーク認定、2010 年に世界ジオ
パークとなっている。山陰海岸ジオパークでは観光資源としての魅力向上等の、
地域活性化のための一方策として世界遺産やジオパークが着目されてきた。島
原半島ジオパークや伊豆大島とは異なり大規模な災害を近年体験してはおら
ず、そのためジオパークのきっかけの中に災害は含まれていない。 
第 2 項 ジオパーク認定審査 
 日本ジオパーク委員会でのプレゼンテーションと現地審査、認定審議を見て
みる。分析には日本ジオパークに認定された第 2 回日本ジオパーク委員会議事
録及び第３回日本ジオパーク委員会議事録・配布資料 81、世界ジオパーク国内
推薦地域となった第 5回日本ジオパーク委員会議事録及び第 6回日本ジオパー
ク委員会議事録・配布資料を用いる。 
 山陰海岸ジオパークは第 2 回日本ジオパーク委員会でプレゼンテーション
を行っている。山陰海岸ジオパークは 2008 年に世界ジオパーク国内推薦地域
に申請しているが落選しており、日本ジオパークには認定されている。プレゼ
ンテーションの中では地形・地質の特徴やジオパーク活動の柱、保存のための
条例等に触れられているが、地震災害には触れられていない。プレゼンテーシ
ョンの内容に含まれていないことから、日本ジオパーク申請時点の山陰海岸ジ
オパークでは、地震災害の意識は低いといえる。質疑の内容を見てみると、「地
震・水害などの防災教育・復興史は地域ごとに事例・取り組みがある。」 82と
あり、災害教育等が山陰海岸ジオパークに含まれているかは委員会の着目点と
なっている。これらから、山陰海岸ジオパークに関しては申請者側に比べて委
員会側の災害意識が強いといえる。 
                                                   
81 日本ジオパーク委員会 .第 3 回日本ジオパーク委員会配布資料 2-3“山陰海岸地
域現地視察報告” .日本ジオパーク委員会 .2008.2p 
82 日本ジオパーク委員会 .第 2 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク委
員会 .2008.6p 
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 現地審査の内容を見てみると、見学地の中には郷村断層が含まれており、山
陰海岸ジオパークの主要なジオサイトとして地震関連ジオサイトも含まれて
いることを示している。見学後、委員からは郷村断層の案内板が不十分であり、
断層がどうずれているのかわかりにくいと指摘されており、災害関連ジオサイ
トの整備には課題がある。見学後に行われた意見交換会では、委員から日本海
の形成に加え「もう一つのテーマは地形と活断層であろう。また、城崎の災害
復興は目玉になるはずだ。」 83と意見が出ており、地震が主要なテーマの一つ
であると日本ジオパーク委員会は認識している。 
 第 3 回日本ジオパーク委員会で行われた認定審議では、「香住海岸(湖成層
の上に動物足跡)、北丹後地震復興の歴史なども、もっと売り込んでもよい。」
84と日本ジオパーク委員会から意見が出ており、日本ジオパーク委員会は地震
災害を大きく扱うことを求めている。また、質疑では「看板等にわかりにくい
ところがある(郷村断層)」という指摘がされており、ジオサイトの整備は課題
となっている。 
 これらのことから、日本ジオパーク認定時点での山陰海岸ジオパークでは、
地震災害情報の保存として災害関連ジオサイトの設定が見られるが、案内板等
の整備には課題がある。語り部等の活動は確認できず、災害復興史の扱いを大
きくすることが求められている。災害情報の活用に関しては、防災教育の事例
があるとされているが、詳細な内容はプレゼンテーションや現地審査で述べら
れていない。災害関連ジオサイトを含むジオツアーの実施等も確認できない。
地震災害への意識は、プレゼンテーションで触れられていないことから申請者
側では薄く、対して日本ジオパーク委員会は質疑や現地審査で地震災害に関し
て指摘等をしていることから申請者側に比べて地震災害への意識が強いとい
える。 
第 3 項 ジオパーク認定後(図表 6.表 5 参照) 
 日本ジオパーク認定後の活動を見ていく。山陰海岸ジオパークは 2009 年に
世界ジオパーク国内推薦地域審査に再申請している。第５回日本ジオパーク委
                                                   
83 日本ジオパーク委員会 .第 3 回日本ジオパーク委員会配布資料 2-3“山陰海岸地
域現地視察報告” .日本ジオパーク委員会 .2008.2p 
84 日本ジオパーク委員会 .第 3 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク委
員会 .2008.4p 
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員会においてプレゼンテーションを行い、現地審査を受け、第６回日本ジオパ
ーク委員会の審議によって国内推薦地域となり、2010 年に世界ジオパークに
認定された。 
 第 5 回日本ジオパーク委員会でのプレゼンテーションの内容を見てみると、
山陰海岸ジオパークのテーマやジオサイトを設定している 13 のエリアの説明、
ガイド養成講座、ガイドブック等が触れられている。防災教育等の災害関連活
動は見られない。質疑の内容を見てみると、委員会から「この地域は内陸直下
型地震が多い。郷村断層など、現地サイトの説明をきちんとしてほしい。」85と
意見を述べ地震災害関連ジオサイトの整備を求めており、山陰海岸ジオパーク
は 2008 年の指摘を受けて案内板の整備を行ったと回答している。 
 現地審査の内容を見てみると、ジオサイトの保全の項目で「ジオと人間の営
みとの関係に関する地経学的・第四紀学的なストーリーが不足している。」と
指摘されており、第四紀の地震による地殻変動である郷村断層の扱い方も課題
に入っている。防災・安全の項目で、城崎温泉の北丹後地震からの復興は街と
してアピールされていることが挙げられており、地震災害も山陰海岸ジオパー
クのストーリーの中に組み込まれている。防災教育に関しては、防災・安全の
項目で郷村断層を使った防災教育の実施が見られる。ジオツアーに関しては単
発的なものが行われているのみで、定期的なガイドツアー等は玄武洞等の一部
でしか行われておらず、災害関連ジオツアーの実施は確認できない。いくつか
のテーマに即したモデルコースの提示は今後の課題とされており、山陰海岸ジ
オパークのジオツアーは 2009 年以降に整備が進められることとなる。人材育
成に関しては現地審査の中では確認できない。第 6 回日本ジオパーク委員会で
の審議を見てみると、ジオサイトと保全の項目で城崎温泉の観光と防災を意識
した取り組みが評価されている。一方で、人間とジオとの営みについて第四紀
変動と絡めたストーリーが必要であると指摘しており、地震のストーリーへの
組み込みは課題となっている。ジオツアーに関しては個々のジオサイトでの取
り組みが評価されている一方、組織的なツアー体制は課題となっている。山陰
海岸ジオパークは 2008 年の審査での指摘を受け、災害情報の保存としては地
                                                   
85 日本ジオパーク委員会 .第 5 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク委
員会 .2009.4p 
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震災害関連ジオサイトである郷村断層の整備や城崎温泉の復興史が目玉の 1
つとしてジオパークに組み込まれる等の動きが見られる。災害情報の活用に関
しては郷村断層で防災教育の実施が行われている。一方、ジオツアーは今後の
課題となっており整備が求められている。 
 2008 年と 2009 年の審査内容を比較すると、依然として地震に関してはプレ
ゼンテーションの中に含まれておらず、山陰海岸ジオパークとしては目玉とし
てはいない。2009 年のプレゼンテーションに対する質疑を見てみると、委員
会は直下型地震の多い地域であると指摘しており、地震関連ジオサイトの説明
の充実を求めている。このことから、日本ジオパーク委員会は 2008 年から続
いて地震災害を山陰海岸ジオパークの重要な要素であると考えているといえ
る。現地審査では、依然として地震災害のストーリーへの組み込みは課題とし
て指摘されている。だが、城崎温泉に関しては地震からの復興がジオパークの
要素として整備されてきており、郷村断層では防災教育が行われている。2008
年の審査を受けて、地震災害からの復興や災害教育が山陰海岸ジオパークの中
で目玉の一つに変化してきている。 
 山陰海岸ジオパーク構成自治体の広報誌を見てみる。調査には災害関連ジオ
サイトが置かれている京丹後市の広報きょうたんご、豊岡市の広報とよおか、
鳥取市のとっとり市報を用いる。広報きょうたんご及び広報とよおかは 2010
年 1 月から 2014 年 12 月までを、とっとり市報は 2014 年 1 月から 12 月を調査
期間とする。 
 災害情報の保存に関しては、京丹後市では 2011 年に北丹後地震の発生から
復興までのプロセスを記録した京丹後市史資料編・丹後震災救護史料集が刊行
されている。また 2013 年には図説京丹後市の歴史が発刊されており、この図
書の第 3 章に来た丹後地震が含まれている。京丹後市の歴史の中で北丹後地震
は大きな災害であり、現在も記録が残されている。2011 年に行われたジオキ
ャラバン in 京丹後では震災記念展が開催されている。震災記念展はジオパー
ク認定前から継続して行われているメモリアル事業であり、展示と同時に地震
実験教室等も開催されている。京丹後市では現在もメモリアル事業や図書によ
って北丹後地震が受け継がれている。豊岡市を見てみると、ジオサイトが設定
されている北但馬地震だけでなく、阪神淡路大震災に関してもメモリアル事業
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が行われている。毎年 1 月に「1・17 ひょうごメモリアルウォーク」が豊岡市
でも開催されており、阪神・淡路大震災を忘れないためのメモリアル事業が豊
岡市にも関係している。2011 年 5 月には東日本大震災を受けて広報とよおか
上に地震対策ページが設けられているが、その中で過去の豊岡市の地震災害事
例として北但馬地震が挙げられている。現在も豊岡市の地震災害は北但馬地震
であることを示している。2012 年 5 月には北但馬地震のメモリアル事業が開
催されており、地震災害に関する講演会や写真の展示が行われている。 2013
年にも北但馬地震のメモリアル事業「地震に備える」が開催されており、地震
安全行動訓練が行われている。また 2012 年 4 月お知らせ版の記事から、豊岡
市で開催されているジオパークガイド養成講座には「大地と生きる「城崎温泉」」
という講義が含まれている。このことから、災害知識を持ったガイドの育成が
行われていることがわかる。鳥取市に関して見てみると、災害教訓を忘れない
ための防災訓練が行われており、鳥取地震の被害を忘れないための取り組みが
見られる。 
 災害情報の活用として、京丹後市では郷村断層や丹後震災記念館ジオツアー
への組み込みが見られる。地震教育に関しては 2010 年に京丹後市の小学生が
行ったジオに関する研究発表では事前学習として郷村断層の見学が行われて
いる。2011 年 9 月に京丹後市で地震・津波に関する講演会が開催されている。
この講演会は東日本大震災を受けて開催されたものであり、震災後、京丹後市
でも地震に対する意識が強まっていることを示している。2012 年には山陰海
岸ジオパークの拠点施設の 1 つである琴引浜鳴き砂文化館で地震教育プログ
ラムが実施されている。さらに、2014 年には小学校の「大地の学習」プログ
ラムの中で郷村断層についての現地学習が実施されている。研究としては、
2013 年に開催されたジオパークに関するフォーラムにおいて郷村断層に関す
る研究も報告されており、ジオサイトが研究に活用されていることを示してい
る。これらのことから、北丹後地震の中心的被災地である京丹後市では、ジオ
ツアーや学校教育等に地震関連ジオサイトが活用されており、研究にも利用さ
れているといえる。豊岡市を見てみると、ジオツアーの中に城崎温泉が組み込
まれている。2014 年の北但馬地震メモリアル事業では地震災害に関する講演
会が行われており、地域住民への災害教育が行われている。また研究面では豊
  
54 
 
岡市では 2013 年 9 月に「自然の恵みと災害」をテーマとした山陰海岸ジオパ
ーク国際学術会議「城崎会議」が開催されている。この国際会議ではジオパー
クと災害に関する講演や討論が行われており、城崎温泉の北但馬地震からの復
興も発表されている。鳥取市に関して見てみると、鹿野断層を組み込んだジオ
ツアーが見られる。鳥取地震は山陰海岸ジオパークのジオツアーの中に組み込
まれていることがわかる。 
 これらのことから、山陰海岸ジオパークでは、災害関連ジオサイトを設置し
ている各地域でそれぞれに保存・活用が行われている。日本ジオパーク認定時
から山陰海岸ジオパークに含まれている京丹後市の郷村断層と豊岡市の城崎
温泉では、それぞれ関連地震のメモリアル事業が現在まで継続して行われてお
り、災害情報が地域の中で保存されている。また、地震災害に関する教育プロ
グラムや講演会が行われており、特に東日本大震災以降地震教育が活発になっ
ている。東日本大震災は地震災害関連ジオパークに対して大きな影響を与えて
いるといえる。ジオツアーに関しては、鳥取市の鹿野断層も含めて全ての地震
関連ジオサイトがコースに組み込まれ活用されている。また、郷村断層や城崎
温泉ではジオパークに関するフォーラムや国際会議が開催されており、その中
に災害も含まれて扱われている。郷村断層や城崎温泉は重要な資源となってお
り、日本ジオパーク認定審査時に比べ山陰海岸ジオパークの中で地震災害の存
在は大きくなっている。災害知識を持ったガイドの養成に関しては、豊岡市で
は行われているが、京丹後市と鳥取市では確認できない。人材育成に関しては
取り組みに地域差があるといえる。 
 
第 3 節 三陸ジオパーク 
第 1 項 三陸ジオパークの概要 
 三陸ジオパークは青森県南部から宮城県北部の太平洋沿岸部、三陸海岸に設
置されたジオパークであり、南北 220km、東西 80km もの広大なエリアを持つ
日本最大のジオパークである。構成自治体は青森県八戸市、先階町、岩手県洋
野町、久慈市、野田村、普代村、田野畑村、岩泉町、宮古市、山田町、大槌町、
釜石市、大船渡市、住田町、陸前高田市、宮城県気仙沼市の 3 県 16 市町村で
あり、宮古市長が代表を務めている。自治体以外の構成団体には環境省の出先
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機関である宮古自然保護官事務所や三陸国道事務所、釜石港湾事務所等があり、
環境省が管轄する三陸復興国立公園とも連携している。三陸ジオパークは東日
本大震災被災後の 2013 年に日本ジオパークに認定されており、世界ジオパー
クにはまだなっていない。三陸ジオパークのテーマは「五億年前から時を刻み、
今を生きる」であり、「付加帯と火山運動の名残を今に残す、北三陸」「美しい
海岸と地形が織りなす癒しの空間、中三陸」「太古の地層と鉱物資源そして震
災の記憶を後世へ、南三陸」と各地域にサブテーマが設定されており、古い地
質や化石、三陸の文化等が幅広く含まれている。地震・津波は南三陸の主なテ
ーマの 1 つであり、また南三陸以外の地域でも東日本大震災の災害遺構が多く
ジオサイトに設定されている。三陸ジオパークの主なジオサイトには国指定名
勝である種差海岸や落差約 200m の大断崖が連なる北山崎・鵜ノ巣断崖、国指
定天然年記念物になっている鍾乳洞である龍泉洞・安家洞、三陸を代表する景
勝地である浄土ヶ浜等があり、東日本大震災の災害遺構である田老の防潮堤や
高田松原も代表的なジオサイトである 86。 
 明治以降に三陸を襲った主な地震・津波災害には、1896 年の明治三陸地震
津波、1933 年昭和三陸地震津波、1960 年チリ地震津波、2011 年東日本大震災
がある。明治三陸地震津波は三陸沖で発生した地震に伴う大規模な津波災害で
あり、青森県、岩手県、宮城県の三陸沿岸で死者約 22,000 名の甚大な被害を
出した 87。昭和三陸地震津波は、陸地で感じる揺れは小さかったものの大規模
な津波が発生し大きな被害を出しており、巨大地震でなくとも日本近海で地震
が発生した場合には津波への注意が必要であることを示した災害である。明治
三陸地震津波から 37 年後に発生した昭和三陸地震津波は津波や火災により死
者 3,064 名の被害が発生した大規模な地震・津波災害であり、その大きな被害
から日本の津波予報のきっかけとなった。地震による揺れの小さかった明治三
陸地震津波とは異なり、地震発生前に大きな揺れが発生しており、地震や津波
の発生状況は場合により大きく異なることを示している。明治と昭和の三陸地
                                                   
86 日本ジオパークネットワーク .三陸ジオパーク“紹介・おすすめジオサイト” . 
http://www.geopark.jp/geopark/sanriku/index.html.(参照 2016-1-3) 
87 中央防災会議『災害教訓の継承に関する専門調査会』 .災害史に学ぶ  海溝型地
震編 .2011.11-18p 
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震津波に関しては被災地域の各所に石碑等の記録が残っており 88、大船渡市の
明治三陸地震津波慰霊碑や昭和三陸地震津波の教訓を刻んだ記念碑はジオパ
ークに組み込まれている。チリ地震津波は上記の 2 つの地震・津波災害と異な
り、遠隔地で発生した地震によって発生した津波による災害である。南米チリ
で発生した大地震によって発生した津波が太平洋を渡り、北海道から沖縄まで
の太平洋沿岸地域に到達し、北海道、青森県、岩手県、宮城県、三重県、和歌
山県で死者 119 名の被害を出した。2011 年には戦後最大の被害となった東日
本大震災が発生している。三陸ジオパークの中にはその大きな被害を物語る多
くの災害遺構が残されており、また災害語り部によるガイドツアー等も行われ
ている。 
 三陸ジオパークの地震災害関連ジオサイトには、北三陸エリアに東北最大級
の防潮堤・水門であり東日本大震災の津波からも村の中心部を守った普代村の
太田名部防潮堤と普代水門、中三陸エリアに東日本大震災の災害遺構である宮
古市田老の「たろう観光ホテル」、南三陸エリアに津波記念碑等が残る大船渡
湾や津波体験館がある気仙沼市の唐桑半島があり、三陸ジオパーク全体に東日
本大震災等の地震災害関連ジオサイトが設定されている。 
 三陸ジオパークの沿革を見ていく。三陸でのジオパーク構想が持ち上がった
のは 2010 年のことである 89。2010 年から岩手県内で「いわて三陸ジオパーク
構想」が検討されており、同年「いわて三陸ジオパーク研究会」が 4 度にわた
り開催されジオパークに関する議論が重ねられ、大船渡市での「三陸ジオパー
ク・フォーラム」等を経て構想が具体化されていった。2011 年 2 月に「いわ
て三陸ジオパーク推進協議会(仮称)」が設立され、ジオパーク設立に向けて動
こうという矢先に東日本大震災が発生し、いわて三陸ジオパーク構想は一時休
止する。その後、東日本大震災からの復興や災害の保存を目的として 2012 年
11 月に三陸ジオパーク推進協議会に名称変更し活動を再開し、2013 年に日本
ジオパークに認定された。三陸ジオパークはその設立にも地震災害が大きく関
                                                   
88 国土交通省東北地方整備局 .津波被害・津波石碑情報アーカイブ“津波石碑一
覧シート” . 国土交通省東北地方整備局 . 
http://www.thr.mlit.go.jp/road/sekihijouhou/archive/map-ichiran/ichiran.pdf(
参照 2016-1-3) 
89 永広昌之 ,伊藤仁 ,大石雅之 .いわて三陸ジオパーク構想と東日本大震災 .日本地
質学会学術大会講演要旨 .2011,p.151 
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わっているジオパークである。 
第 2 項 ジオパーク認定審査 
 三陸ジオパークにおける災害情報の保存と活用を、日本ジオパーク委員会議
事録及び配布資料から見てみる。分析には、三陸ジオパークがプレゼンテーシ
ョンを行った第 17 回日本ジオパーク委員会議事録と現地審査の報告と認定審
議が行われた第 18 回日本ジオパーク委員会議事録・配付資料を用いる。 
 プレゼンテーションの内容を見てみると、三陸ジオパーク構想のテーマは
「悠久の大地と。海と共に生きる〜震災の記憶を後世に伝え学ぶ地域へ〜」で
あり、ジオパークの根幹部分に地震災害が組み込まれている。災害情報の保存
に関しては災害遺構を案内する語り部の活動があり、このことから災害遺構の
保存や語り部による災害記憶の保存が行なわれていることがわかる。また、大
船渡ガイドの会が「災害以降風化させては行けないという思い。今だからこそ
GP にする意味がある。被災地に触れる場所として三陸海岸がある。」と述べて
おり、災害の風化を守るためのものとして地元にジオパークが認識されている。
災害情報の活用に関しては、浄土ヶ浜のサッパ船観光で津波学習が含まれてお
り、防災学習の実施が見られる。質疑に関して見てみる。災害情報の保存に関
して、災害遺構の保存には地元住民の賛否があるのではないかという質問が日
本ジオパーク委員会からあり、申請者側は保存の気運がある地域に対してはジ
オパークが後押しをするとしている。このことから、三陸ジオパークは災害遺
構の保存を後押しする存在であるといえる。また日本ジオパーク委員会は、三
陸ジオパークの経験を他のジオパークと共有することを求めており、災害遺構
の保存等の活動のモデルとして期待している。災害教育等の活用に関しては質
疑の中で触れられていない。 
 現地審査の内容を見てみる 90。見学地の中には津波教育を行っているサッパ
船や唐桑半島ビジターセンター津波体験館、東日本大震災の災害遺構である田
老防潮堤、たろう観光ホテル等が含まれており、地震災害の遺構等は三陸ジオ
パークの主要なジオサイトになっている。災害情報の保存に関しては、ジオサ
イトと保全の項目記述が見られる。東日本大震災で被災した建物や津波石、明
                                                   
90 日本ジオパーク委員会 .第 18 回日本ジオパーク委員会配付資料 9“三陸現地審
査報告書” .日本ジオパーク委員会 .2013.4p 
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治以降の地震災害を物語る津波記念碑等のジオサイトが多数あると述べられ
ており、ジオパークの中で災害情報の保存が行なわれている。また、教育・研
究活動の項目で災害語り部の活動が挙げられており、語り部による災害記憶の
保存が行われていることがわかる。災害情報の活用に関しては、教育・研究活
動の項目で学校・地域での津波避難訓練等の防災教育の実施が見られる。津波
災害が頻発する地域であることから各所で防災教育が盛んに行われており、そ
れらの活動がジオパークに組み込まれている。また人材育成に関して、防災語
り部や防災ガイドが見られ、災害記憶の伝承や防災教育を担う人材の育成が行
われている。 
 第 18 回日本ジオパーク委員会での審議の内容を見ると、災害情報の保存に
関しては、明治以降の地震や災害遺構が三陸ジオパークの特徴とされている。
災害情報の活用に関してはガイドの活動がある。東日本大震災の被害が少ない
地域では少ない理由をガイドが説明でき、災害知識を持ったガイドが要請され
ていることを示している。質疑では、日本ジオパーク委員会から東日本大震災
の災害遺構を残すべきという意見が出ており、日本ジオパーク委員会は積極的
な災害遺構の保存を求めている。災害教育や人材育成に関しては質疑で指摘さ
れている点はない。 
 三陸ジオパークは東日本大震災の被災地に作られたジオパークであるため、
プレゼンテーション段階から東日本大震災の災害遺構の保存や災害語り部の
活動に触れられている。三陸ジオパークは東日本大震災の保存を目的として推
進されており、東日本大震災に関連したジオサイトの保存や災害語り部の養成
が行われている。また、災害遺構をコースに含んだガイドツアー等も行われて
いる。三陸ジオパークは認定審査の時点で災害情報の保存と活用がジオパーク
の主な活動として行われている。 
第 3 項 ジオパーク認定後(図表 7.表 6 参照) 
 三陸ジオパーク構成自治体の広報誌から日本ジオパーク認定後の活動を見
ていく。三陸ジオパークでは地域全体に東日本大震災の災害遺構が設定されて
いることから、構成自治体すべての広報誌を調査対象とした。広報はちのへ、
広報はしかみ、広報かまいし、広報いわいずみ、広報けせんぬま、広報くじ、
広報みやこ、広報やまだ、広報すみた、広報おおふなと、広報大鎚、広報たの
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はた、広報ふだい、広報のだ、広報ひろの広報りくぜんたかたを用い、調査期
間は全て 2014 年 1 月から 12 月までとする。 
 災害情報の保存に関して見てみると、各地域で東日本大震災の追悼行事が行
われている。また、広野町や普代村では明治・昭和の三陸地震津波の慰霊祭が
開催されている。3 月に追悼式典が行われている他、八戸市等で地震津波写真
展が開催されている。八戸市では 11 月に 1960 年チリ地震津波・東日本大震災
関連写真を扱った「津波防災の日」写真展が開催されており、繰り返される津
波被害の記憶の伝承が行われている。また、久慈市や宮古市等で震災モニュメ
ントの設置が行われている。田野畑村では災害遺構の保存に関して住民から意
見を募集しており、東日本大震災の重要な資料として災害遺構の保存が計画さ
れている。八戸市や宮古市等では東日本大震災記録誌も刊行されている。階上
町や久慈市では震災アーカイブに関連した震災資料や体験談の収集が見られ
る。地震災害の語り部に関しては、山田町で観光客向け震災語り部ガイドが募
集されている。 
 災害情報の活用に関しては、「3.11 防災フォーラム」の開催があり、津波に
関する講演会等が実施されている。ジオパーク全体が東日本大震災で大きな被
害を受けた三陸ジオパークでは各地で地震防災に関する講演会や公開講座が
開講されている。また災害語り部や被災地ガイドによるジオツアー等の実施が
見られる。田野畑村では震災ガイドの活動として千葉県からの修学旅行生や深
谷市の小学生への対応が見られ、地域外に対する災害学習も行われている。岩
泉町の小本の津波被災地ガイドや気仙沼市の震災語り部ツアーが見られる。被
災地ガイドが活動しており、地震災害の経験の伝承が行われている。また田野
畑村では防災訓練の中で津波体験者による講話が行われている。また、三陸地
域では復興の一環として「みちのく潮風トレイル」が整備されており、その活
用法としてジオパークによるエコツーリズムや災害教育が挙げられている。 
 三陸ジオパークは東日本大震災からの復興の途上にあるため、2014 年時点
でも震災語り部の募集やモニュメントの設置、災害遺構の保存が各所で行われ
ている。震災記録集や震災アーカイブが作られており、様々な方法で東日本大
震災の記録の保存が試みられている。また、東日本大震災の被害に関する写真
展が各地で開催されており、八戸市では 1960 年チリ地震津波も振り返られて
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いる。東日本大震災を受け、三陸の各地では防災学習会や講演会が多数開催さ
れている。その中には災害語り部による講話等の活動も見られ、災害記憶の伝
承が図られている。災害語り部によるガイドツアーは気仙沼市や岩泉町等三陸
ジオパークの各地で行われている。田野畑村では修学旅行で訪問した千葉県市
川市の中学生や、交流事業で訪問した埼玉県深谷市の小学生に対して災害ジオ
ツアーが行われており、地域住民だけでなく外部の人間に対しても災害教育が
行われている。三陸ジオパークの地域内では災害遺構の保存やガイドの養成等
が各地で行われており、また保存された情報が災害ジオツアー等の教育活動に
活用されている。 
 これらのことから、三陸ジオパークの地域内では東日本大震災のメモリアル
事業が行われており、また災害写真展等により改めて繰り返される地震・津波
災害の伝承が行われていることがわかる。また、各地で災害遺構ジオツアーが
行われており、地域外からの訪問も見られ、三陸海岸地域内だけでなく外部地
域に対する災害教育にも活用されている。 
 
第 4 節 ジオパークによる地震災害情報の保存と活用 
 地震災害は、日本ジオパーク委員会設置時点で日本地震学会から委員が参加
しており、2008 年に開催され第 3 回ジオパーク国際ユネスコ会議では日本ジ
オパーク委員会事務局の発表において日本の地質の特徴として活断層が挙げ
られている。このことから、日本のジオパークの対象として当初から地震が含
まれていたといえる。日本ジオパーク委員会において最初に作られたジオパー
ク申請地域自己評価シートにはすでに防災が含まれており、地震防災も当初か
ら委員会は意識していたと思われる。 
 日本ジオパーク申請地域を見てみると、地震災害に関連したジオサイトを持
つジオパークは、2008 年にプレートの運動による地震として山陰海岸ジオパ
ーク、室戸ジオパーク、南アルプスジオパークの 3 地域が、火山性地震に関し
て島原半島ジオパークが設置されている。また、2009 年以降に設置された地
震災害関連ジオパークは 7 地域あり、すべて 2011 年以降に申請・認定されて
いる。これは東日本大震災の影響で日本の各地で地震災害に対する意識が高ま
ったため、多くのジオパークに地震災害が含まれたためと思われる。地震災害
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関連ジオパークの設立経緯を見てみると、調査対象とした山陰海岸ジオパーク
では地震防災や災害研究、災害遺構の保存の必要性等の地震災害に関連した理
由は見られない。複数の地震災害が地域内で発生しており、また近隣地域で阪
神・淡路大震災が発生しているが、地震防災はジオパークに取り組むきっかけ
とはなっていない。第 2 回日本ジオパーク委員会で行われたプレゼンテーショ
ンの内容にも地震災害は含まれておらず、山陰海岸ジオパークの活動開始時点
では地震災害は重視されていない。対して三陸ジオパークは東日本大震災の被
災地であり、ジオパークの目的として災害復興や災害情報の保存がある。地震
災害関連ジオパークのすべてで、ジオパーク設置時点から主な目的に地震災害
が含まれているわけではないが、地震災害情報の保存や災害教育を主目的とす
るジオパークも設置されている。 
 山陰海岸ジオパークと三陸ジオパークの活動を見てみると、災害情報の保存
として、共通してジオサイトの設定や災害メモリアル事業の実施が見られる。
山陰海岸ジオパークでは北丹後地震に関連する郷村断層、北但馬地震に関連す
る城崎温泉がジオパーク設置時点でジオサイトとして設定されており、また
2013 年から鳥取地震に関連する鹿野断層が置かれている。山陰海岸ジオパー
クに関連する地震災害のうち、北丹後地震及び北但馬地震に関しては災害メモ
リアル事業が行われており、写真展や講演会等が開催され地震災害の記憶が伝
承されている。三陸ジオパークではたろう観光ホテル等の災害遺構がジオサイ
トとして設定されており、また復興の進行とともにさらにモニュメント等が設
置されている。東日本大震災のメモリアル事業が行なわれており、津波体験に
関する講演会や写真展が開催されている。また、東日本大震災のメモリアル事
業に合わせて、1960 年チリ地震津波に関しても振り返られており、繰り返し
津波に襲われてきた地域であることが確認されている。また、災害知識を持っ
たガイドの養成も共通して見られる。山陰海岸ジオパークでは城崎温泉地域の
ガイド養成講座に地震関連講義があり、三陸ジオパークでは山田町で災害ガイ
ドの募集があり、気仙沼市や野田村等で災害ガイドの活動が見られる。だが、
山陰海岸ジオパークの郷村断層のある京丹後市ではガイド養成講座の中に北
丹後地震に関する講義は含まれておらず、鹿野断層のある鳥取市ではガイドの
養成は見られない。地震に関連したすべてのジオサイトで地域の災害知識を持
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ったガイドが育成されているわけではない。 
 災害情報の活用としては、山陰海岸ジオパークと三陸ジオパークで共通して
ジオツアーや講演会、実験教室等の災害教育が行なわれている。山陰海岸ジオ
パークでは郷村断層、城崎温泉ともに 2009 年からジオツアーのコースに含ま
れている。また、京丹後市では 2011 年と 2012 年に開催されたジオキャラバン
や 2011 年以降の北丹後地震のメモリアル事業で講演会や地震実験教室が開催
されており、豊岡市では 2013 年に「自然の恵みと災害」をテーマとした城崎
会議が開催されている。2011 年以降講演会や実験教室が行われていることか
ら、東日本大震災の影響を受けて山陰海岸ジオパークの中でも地震災害教育が
活発化していると思われる。また、京丹後市では学校教育でも郷村断層見学が
行われている。三陸ジオパークでも各地で災害遺構を見学するジオツアーが行
われており、災害ガイドが活躍している。また、三陸ジオパークでは地域外か
ら訪問した小・中学生に対して災害ジオツアーが行われており、災害教育の対
象は地域内に限定されていない。地震災害に関する防災講演会も各地で開催さ
れており、これらの活動内容から、三陸ジオパークでは認定後もジオサイト等
を用いた災害教育等が行われているといえる。 
 これらのことから、ジオパークにおける地震防災への意識に関しては、現在
地震災害に関する防災教育等を行っておりテーマに含んでいるジオパークで
あっても、認定審査時点では災害情報の保存や防災を主な目的にしていない地
域があることが、日本ジオパーク委員会の議事録の調査から明らかとなった。
日本ジオパーク委員会の中では当初から地震災害への防災もジオパークの活
動として捉えられていることから、ジオパーク推進地域と日本ジオパーク委員
会の間で地震災害に対する意識の違いがあったといえる。日本のジオパークに
おける地震防災への意識を変える転換点となったのは 2011 年の東日本大震災
である。山陰海岸ジオパークではプレゼンテーションの中に地震災害は含まれ
ておらず、地震に関する講演会等が増加するのは 2011 年以降であることから、
東日本大震災の発生により地震災害への意識が高まり、地震と防災教育が結び
つけられていったものと思われる。山陰海岸ジオパークでは、日本ジオパーク
認定後に北丹後地震や北但馬地震のメモリアル事業の実施やガイドの養成、郷
村断層等を含むジオツアーの実施が見られ、継続して地震災害情報の保存と活
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用が行われている。また、山陰海岸ジオパークでは城崎会議等、ジオパークに
よる防災をテーマとしたシンポジウムの開催も見られる。ただし、ガイド養成
講座の内容に地域差があり、豊岡市以外では地震災害は含まれていない。また、
地震実験教室等が確認できるのは 2011 年以降であり、当初の山陰海岸ジオパ
ークの中では地震災害に対する防災の意識は低く、東日本大震災の発生により
地震防災意識が高まったといえる。三陸ジオパークは東日本大震災の保存を目
的としていることから、各地で災害遺構の保存や災害ガイドの養成等が行われ
ており、日本ジオパーク認定後も継続して災害ジオツアー等のガイドの活動が
見られる。これらのことから、地震災害に関してはジオサイトやガイドの養成、
災害メモリアル事業によって災害情報の保存が行われており、また災害ジオツ
アーや講演会、地震実験教室等で災害教育への活用が見られ、地震防災に役立
てられているといえる。 
 地震・津波は東日本大震災にも見られるように壊滅的な被害を発生させる災
害であり、また今後も南海トラフ地震等の大災害が予想されているため、防災
や減災は日本が緊急で取り組まなければならない問題である。地震や津波は同
じ地域で繰り返し発生するという特徴がある。実際に三陸地域では何度も地
震・津波が発生しており、南海トラフ地震は過去にも周期的に発生している。
そのため、過去の地震を学ぶことは、地震防災において重要である。ジオパー
クでは断層や災害遺構といった地震の痕跡の保存されており、また災害語り部
等の活動によって災害を語り継ぐことも行われている。特に東日本大震災以降、
ジオパークによる地震・津波教育が活性化している。地震の痕跡を刻むモノと
人々の災害記憶を合わせて残し、ガイドツアー等で活用するジオパークは、そ
の活動により地域の地震防災力を高めることができる。また、観光振興等も目
的とするジオパークでは地域外からの訪問も期待でき、地域外の人間に対して
も災害教育の場を提供することができる。実際に三陸ジオパークではジオパー
ク外からの訪問者への災害教育が実施されている。地震災害関連ジオパークの
整備・推進は、被災地の住民に限らず様々な地域の人々に対して広く地震防災
教育を提供し災害知識を充実させることにつながり、よってジオパークは日本
の地震防災の向上に有効であるといえる。 
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第 5 章 気象災害関連ジオパーク 
 この章では、気象災害に関するジオパークの災害情報の保存と活用の現状を
明らかにし、ジオパークによって地震災害情報を次の世代に受け継ぎ、災害教
育等の活用によって地域の防災力向上に役立てることができるのか検討する。 
第 1 節 気象災害とジオパーク 
第 1 項 気象災害とは 
 日本の抱える災害リスクの 1 つに気象災害がある。日本は「アジアモンスー
ン地帯に位置している。台風の通路になり、梅雨前線が停滞しやすい。冬には
シベリア寒気団が日本海を渡ってたっぷり水分をもらい、豪雪をもたらす。」
という気候的特徴を持っており、季節ごとの気候の特徴を踏まえてリスクを管
理する必要がある。日本の抱えるリスクには台風や前線の活動による風害や大
雨害、大雪害等があり、大雨や大雪は洪水や土砂災害等を引き起こす。気象災
害とは、気象庁によれば「大雨、強風、雷などの気象現象によって生じる災害。」
91と定義されており、気象現象を原因とする点で地震や火山等の地殻運動によ
る災害とは大きく異なる。しかし洪水や土砂災害には、変動帯に位置する日本
の地形や地質が関係している。日本の地形は「この 200 万年以降日本列島の中
央部は 2,000m も隆起し、険しい山岳地帯を形成した。」 92ものであり、変動帯
の活発な地殻変動により本州中央部に急峻な山々が形成されている。日本の山
は険しいために崩れやすく、大雨や融雪によって土砂災害が発生しやすい。実
際に南アルプスジオパークでは南アルプス林道や大西公園で斜面の崩壊を観
察できる。また日本列島は細長く、そのため河川の多くは急流である。大雨や
融雪によって一気に増水し、下流に洪水等の被害を発生させる。近年では地球
温暖化や異常気象の影響で、気象災害のリスクが高まっている。中央防災会議
は「近年、大雨の発生頻度が我が国では増加傾向にあることや、地球温暖化に
よる大雨の頻度の増加や海面水位の上昇など、防災面から懸念される予測が出
されている。」と気象災害の危険性を指摘しており、対策を練る必要がある。
大雨の増加は山間部で土砂災害の危険性を高め、河川流域では洪水のリスクを
                                                   
91 気象庁 .気象災害 .気象災害に関する用語 . 
http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/yougo_hp/saigai.html.(参照
2015-12-31) 
92 岩松暉 .今なぜジオパークか .地質ニュース .2007,no.635,p.12 
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高める。またゲリラ豪雨等のごく短時間に集中して降る豪雨は、近年大きな問
題となっている新たな気象災害である。突然発生することから予測が難しく、
都市部でも地下鉄駅への浸水等の被害が発生していることから、対策が必要で
ある。 
 近年の日本で発生した主な気象災害を見てみる。(図表 3 表 2 参照)気象災害
は火山災害や地震に比べると発生スパンが短く、毎年人的被害を出している。
毎年 7 月から 10 月にかけて台風等の気象災害が発生しており、多くの死者・
負傷者が出ている。また 1 つの台風や前線の活動で、北海道から九州までの広
い範囲に土砂災害等を発生させる点も火山や地震とは異なる。気象災害は数多
く発生しているが、その中でも特に大きな被害となったのは、2013 年 10 月に
発生した伊豆大島の土砂災害と 2014 年 8 月に発生した広島市の土砂災害であ
る。伊豆大島の土砂災害は 2013 年台風 26 号の豪雨が原因となって発生した。
10 月 15 日から 16 日にかけての短い時間に集中した豪雨により、溶岩の上に
薄く積もった火山灰を主体とした表層土が大雨をきっかけに大規模な崩壊を
起こした土砂災害であり 93、全壊家屋 46 戸、死者・行方不明者 39 名を出す大
規模な土砂災害となった。伊豆大島の土砂災害の要因は主に短時間に集中した
豪雨であるが、伊豆大島の急斜面の多い地形や噴火に関連した地質が大きく影
響している。伊豆大島は年平均降水量が 2,800mm に及ぶ多雨地域であり 94、過
去に何度も台風により土砂災害が発生している 95。そのため、伊豆大島では今
後も土砂災害への注意が必要である。伊豆大島では大金沢等に砂防施設が設置
され 2013 年の土砂災害でも効果を発揮しているが、しかし防ぎきれない部分
によって多数の死者が出てしまった 96。広島市の土砂災害は 2014 年 8 月豪雨
によって 8 月 19 日から 20 日にかけて発生し、全壊家屋 179 戸、死者 76 名と
いう大規模な土砂災害となった。2014 年 8 月豪雨は、7 月 31 日から 8 月 11
日にかけて台風 11号及び 12号が相次いで日本列島に接近したことや前線の停
滞等によって、沖縄県から北海道にかけての非常に広い範囲で大雨・暴風被害
                                                   
93 伊豆大島土砂災害対策検討委員会 .伊豆大島土砂災害対策検討委員会報告 .東京
都建設局 2014.10p 
94 伊豆大島土砂災害対策検討委員会 .伊豆大島土砂災害対策検討委員会報告 .東京
都建設局 2014.6p 
95 同上 .7p 
96 同上 .34p 
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を出した気象災害である。広島市以外でも高知県や兵庫県、北海道等、日本の
各地で土砂災害や河川の氾濫が発生し、広島市以外でも死者 8 名が出ている。
広島市は 8 月 20 日の午前１時から 4 時の間に降雨が集中しており 97、ごく短
時間に集中した豪雨によって斜面が崩壊した。広島市でも伊豆大島同様に一部
で砂防堰堤が整備されており、2014 年の土砂災害でも効果を発揮している 98。
しかし砂防施設のない部分でも土砂災害が発生し大きな被害を出しており、防
災設備があったとしても注意しなければならないことを示している。全ての危
険箇所に対策がなされているわけではなく、避難等の防災行動を取れるように
知識をつけておくことが、被害の軽減のためには必要である。最近発生した気
象災害には平成 27 年 9 月関東・東北豪雨がある。この気象災害は台風 18 号や
この台風から変わった低気圧が原因である。関東地方と東北地方で記録的な大
雨となり、宮城県や栃木県、茨城県等で洪水や土砂災害が発生し、8 名の死者
が出たほか、農業やライフラインへ甚大な被害が出た。常総市では発生から 3
ヶ月程が経過した 12 月中旬には復興が進み、市内の泥などは洗浄されている
が、生活の再建にはまだ時間が必要である。今後懸念される気象災害リスクと
しては、地球温暖化の進行による大型台風等の増加がある。気象災害は沖縄か
ら北海道まで、日本のどこでも発生する危険性があり、大雨の増加は日本全体
のリスク上昇となる。特定の地域に限らず、日本全体で土砂災害や洪水に対す
る対策を取る必要がある。 
 
第 2 項 気象災害とジオパーク 
 気象災害とジオパークの関係を見てみると、ユネスコのガイドライン 99の中
には氷河地質学等の気象現象が関係する分野が含まれているが、気象災害に関
しては触れられていない。気象災害とジオパークの関係を規定したのは、第 5
回ジオパーク国際ユネスコ会議で採択された島原宣言である。島原宣言では、
                                                   
97 国土交通省砂防部 .平成 26 年 8 月豪雨による広島県で発生した土砂災害への対
応状況 .国土交通省砂防部 .2014.2p 
98 国土交通省砂防部 .平成 26 年 8 月豪雨による広島県で発生した土砂災害への対
応状況 .国土交通省砂防部 .2014.15p 
99 第 1 回日本ジオパーク委員会配布資料 5.“各国のジオパークがユネスコの支援
を得て世界ジオパークに参加するためのガイドラインと基準 (2006 年 9 月 )” . 
2008.5p 
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2)自然災害におけるジオパークの役割において、地震・津波や火山災害と並び
洪水や土砂災害も災害の事例として挙げており、ジオパークによる災害教育の
対象として気象災害によって引き起こされる様々な災害も含まれている。しか
し、世界ジオパークを見てみると、気象災害を含む世界ジオパークは 2015 年
時点では日本以外には設置されていない。気候による地質や地形の形成を含む
ジオパークとしては中国に砂漠を含む阿拉善砂漠ジオパークや克什克騰ジオ
パーク等があり、氷河地形等が含まれているものにフィンランドのロクアジオ
パークやドイツのテラヴィータジオパークがある。しかし、洪水や土砂災害と
いった気象災害を主な要因とする災害は扱われていない。一方で日本のジオパ
ークを見てみると、2008 年に認定された 7 地域の中で、糸魚川ジオパークで
地滑りや雪崩、山陰海岸ジオパークで洪水、室戸ジオパークで台風、南アルプ
スジオパークで大雨による土砂災害に関するジオサイトが設定されており、活
動初期からジオパークの中に気象現象を原因とする災害が含まれている。2009
年以降の日本ジオパークを見てみると、2009 年に認定された隠岐ジオパーク、
2011 年に認定された白山手取川ジオパーク、秩父ジオパーク、2012 年に認定
された伊豆半島ジオパーク、2014 年に認定された南紀熊野ジオパークと苗場
山麓ジオパークに気象災害関連ジオサイト等が設定されており、火山や地震と
比べると数は少ないが徐々に気象災害を含むジオパークは増加している。各ジ
オパークに関連した災害を見てみる。糸魚川ジオパークに関連している気象災
害は土砂災害と雪害である。糸魚川ジオパークのエリア内では 1947 年に融雪
を主な原因とする柵口地すべりが発生しており、1986 年には死者 13 名を出し
た柵口雪崩が発生している。そのため、上記の災害の被災地である権現岳ジオ
サイトでは地滑り地形や雪崩防護柵、慰霊碑等のジオサイトが設定されている。
山陰海岸ジオパークは円山川の水害が関連している。円山川は近年では 2004
年台風 23 号の大雨により氾濫している川であり、それ以前にも何度も洪水に
見舞われている。第 2 回日本ジオパーク委員会での質疑において、「地震、水
害などの防災教育・復興史は地域ごとに事例・取り組みがある。」 100とあり、
水害の防災教育や復興史もジオパークに組み込まれている。室戸ジオパークに
                                                   
100 日本ジオパーク委員会 .第 2 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク
委員会 .2008.6p 
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関連している気象災害は台風である。室戸市は過去何度も台風の被害を経験し
てきた地域であり、ジオサイトの 1 つである吉良川の町並みなどに台風を意識
したまちづくりを見ることができる。南アルプスジオパークでは大西公園等の
土砂災害に関連したジオサイトが設定されている。隠岐ジオパークでは土砂災
害・水害関連ジオサイトとして油井川の土石流復旧工事跡が設定されている。
このジオサイトは 2007 年の大雨に関連したジオサイトであり、日本ジオパー
ク委員会はジオサイトを用いた防災教育に期待している 101。白山手取川ジオパ
ークは水の循環をテーマとしたジオパークであり、白山の土砂災害や手取川の
水害をテーマの一部に含んでいる。白山は崩れやすく大雨や融雪により度々土
砂崩れを起こしており、手取川も過去何度も洪水を起こしてきた暴れ川である。
百万貫岩や白山砂防科学館等の水害・土砂災害関連ジオサイトが設定されてお
り、災害の伝承や災害教育に生かされている。秩父ジオパークには荒川の水害
史に関するジオサイトである寛保の洪水位磨崖標が設定されており、また寺沢
川の多自然型砂防等の砂防施設も見ることができる。伊豆半島ジオパークは
様々な災害への防災をテーマに含むジオパークであり、気象災害もその中に含
まれている。伊豆半島ジオパークに関連している災害は 1958 年の狩野川台風
をはじめとした狩野川の水害である。伊豆の国市等の狩野川台風被災地に災害
遺構等のジオサイトが設定されており、また狩野川の慰霊祭である「かわかん
じょう」もジオパークに組み込まれている。南紀熊野ジオパークはサブテーマ
として防災が設定されており、その中に南海地震等の海溝型巨大地震とともに
豪雨による土砂災害や洪水が含まれている。関連する気象災害には明治に発生
した十津川大水害と平成の紀伊半島大水害がある。南紀熊野ジオパークでは富
田川の堤防に関する人柱の伝承が含まれており、治水事業である川替えの跡や
洪水対策の潜水橋がジオサイトとなっている。気象災害に関するジオサイトや
防災教育が設定されている日本のジオパークは 9 地域あるが、この中でジオパ
ークのテーマに洪水や土砂災害が含まれている地域は白山手取川ジオパーク
と伊豆半島ジオパーク、南紀熊野ジオパークの 3 地域である。白山手取川ジオ
パークは「山-川-海そして雪、いのちを育む「水の旅」」をテーマとしており、
                                                   
101 日本ジオパーク委員会 .第 6 回日本ジオパーク委員会配布資料 3-2“日本ジオ
パーク申請地域現地審査報告書” .日本ジオパーク委員会 .2009.7p 
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Step1 から 5 までサブテーマが設定されている。Step1 は約 3 億年前から現在
に至る時代の変化を刻んだ地層、岩体であり、Step2 は日本海から白山、白山
から手取川を経て日本海へ戻る「水の循環/水の旅」である。Step3 は「水の
旅」の力によって生まれた谷や扇状地等の地形であり、Step4 は水資源を利用
した歴史、文化、産業、Step5 は洪水等の脅威とそれをいなす人々の知恵、水
との共存である。伊豆半島ジオパークは「南から来た火山の贈りもの」をテー
マとしており、その下に「本州に衝突した南洋の火山島」「海底火山群として
のルーツ」「陸化後に並び立つ大型火山群」「生きている伊豆の大地」「変動
する大地とともに生きてきた人々の知恵と文化」の 5 つをサブテーマとして設
定している。サブテーマの「変動する大地とともに生きてきた人々の知恵と文
化」では温泉や豊富な湧き水の活用や地震、火山、水害等への防災活動が含ま
れている。南紀熊野ジオパークは「プレートが出会って生まれた 3 つの大地」
をテーマとしており、サブテーマとして「大地の成り立ち」「自然」「文化歴
史」「防災」「食」「温泉」「体験メニュー」が設定されている。防災の中に
南海地震等の海溝型巨大地震とともに豪雨による土砂災害や洪水が含まれて
いる。苗場山麓ジオパークでは雪がテーマの 1 つとなっており、雪害がジオパ
ークの対象となっている。 
 日本のジオパークにおける気象災害関連活動を見てみる。災害情報の保存に
関しては各地でジオサイトが設定されているほか、伊豆半島ジオパークでは狩
野川の慰霊行事がジオパークに組み込まれており、白山手取川ジオパークでは
古老の話をジオパークに組み込んでいる 102。災害情報の活用に関しては、山陰
海岸ジオパーク等で防災教育が行われており、伊豆半島ジオパークでは狩野川
流域の災害等を学べるガイドツアーが行なわれている 103。 
 気象災害関連ジオパークの研究対象には、テーマの中に気象現象を主なテー
マとする白山手取川ジオパークと気象災害に対する防災をサブテーマに含む
伊豆半島ジオパークの 2 地域を設定する。 
 
                                                   
102 日本ジオパーク委員会 .第 11 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク
委員会 .2011.6p 
103 伊豆半島ジオガイド協会 .ジオツアー紹介“中伊豆” . 
https://sites.google.com/site/izugeoguide/contact -us/naka-izu.(参照 2016-1-2) 
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第 2 節 白山手取川ジオパーク 
第 1 項 白山手取川ジオパークの概要 
 白山手取川ジオパークは石川県白山市をエリアとするジオパークである。構
成自治体は白山市のみであり、代表も白山市長が務めている。自治体以外の構
成団体には国土交通省金沢河川国道事務所や環境省白山自然保護官事務所、林
野庁石川森林管理署といった白山や手取川の管理に関するものや、白山手取川
ジオパークのテーマの 1 つである気象に関連した気象庁金沢地方気象台、金沢
大学等の研究機関、ボランティアガイド連絡協議会や一般企業等がある。白山
手取川ジオパークは 2011 年に日本ジオパークに認定され、2013 年から世界ジ
オパークへの加盟を目指し国内推薦地域に申請しているが、ジオツアー提供体
制が発展途上である等の理由から 2015 年時点で推薦は見送られている。白山
手取川ジオパークのテーマは「山-川-海そして雪いのちを育む水の旅」である。
Step1 から 5 まで 5 つのサブテーマが設定されており、Step1 は約 3 億年前か
ら現在に至る時代の変化を刻んだ地層、岩体であり、Step2 は日本海から白山、
白山から手取川を経て日本海へ戻る「水の循環/水の旅」である。Step3 は「水
の旅」の力によって生まれた谷や扇状地等の地形であり、Step4 は水資源を利
用した歴史、文化、産業、Step5 は洪水等の脅威とそれをいなす人々の知恵、
水との共存である。白山手取川ジオパークのサブテーマには白山の土砂災害や
手取川の水害が含まれている。主なジオサイトには、日本三名山の 1 つである
活火山の白山、恐竜や動植物化石が算出する桑島化石壁、白山の活動による温
泉が噴出する岩間噴泉群、手取川の流れが作った手取峡谷などがあり、白山砂
防に関する甚之助谷砂防堰堤群や手取川大洪水の凄まじさを物語る巨礫であ
る百万貫の岩等の水害・土砂災害関連ジオサイトもある 104。 
 白山手取川ジオパークに関連する気象災害は、度々発生している手取川の洪
水や白山の土石流である。手取川は過去何度も氾濫・洪水を起こしており、家
屋や道路に大きな被害を出し多くの命を奪ってきた。特にジオサイトの 1 つで
ある百万貫の岩を運んできた 1934 年の洪水は大規模なものである。融雪や梅
雨前線の豪雨が重なり大規模な水害や別当大崩れ等の土砂災害が発生し、豪雨
                                                   
104 日本ジオパークネットワーク .白山手取川ジオパーク“紹介・おすすめジオサ
イト” . http://www.geopark.jp/geopark/hakusan/index.html.(参照 2016-1-3) 
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家屋流出 172 戸、死者・行方不明者 112 名の被害を出している。1934 年の洪
水は現在でもメモリアル事業が行われており、その大きな被害が伝承されてい
る。白山は多くの土砂崩れが発生する山である。平成に入ってからも 1999 年
に別当谷や甚之助谷で土砂災害が発生しており、2004 年にも別当谷で土砂災
害が発生している。2006 年にも別当谷が崩壊を起こしており、白山の砂防は
現在でも続く問題である。白山の砂防に関するジオサイトには別当大崩れや甚
之助谷砂防堰堤群等がある。 
 白山手取川ジオパークの背景を見てみる。白山手取川ジオパークの中心であ
る白山は、1962 年から国立公園に指定されており、ジオパーク以前から保全
されてきた。またユネスコの「人間と生物圏計画」に基づく生物圏保存地域に
も指定されており、日本有数の豊かな自然を持った地域として保全活動が行わ
れている。白山手取川ジオパーク推進協議会が設立され本格的にジオパーク認
定に向けた活動が開始したのは 2010 年 11 月であり、推進協議会設立以前は
個々の団体がそれぞれガイドツアー等の活動を行っていた。拠点施設の 1 つで
ある白山砂防科学館は 2001 年に設置されてから講演会や砂防現場見学会を何
度も行っており、2002 年の開館 1 周年記念フォーラムでは現日本ジオパーク
委員会顧問の伊藤和明氏による基調講演「自然とつきあう」が開催されており
105、また同年に小・中学生向け砂防現場見学会も実施されている 106。ジオパー
ク認定前から災害教育等が行われており、それら個々の活動が白山手取川ジオ
パーク推進協議会によってまとめられジオパーク活動の一環となっていると
思われる。 
第 2 項 ジオパーク認定審査 
 白山手取川ジオパークのプレゼンテーション及び現地審査、認定審議の内容
を見てみる。分析には、プレゼンテーションが行われた第 11 回日本ジオパー
ク委員会議事録と現地審査・認定審議が行われた第 12 回日本ジオパーク委員
会議事録及び配布資料 107を用いる。プレゼンテーションの中で古くからの水害
対策に触れられており、白山手取川ジオパークの見どころの 1 つとして水害が
                                                   
105 白山砂防科学館 .白山砂防通信 .白山砂防科学館 2002,vol.2.4p 
106 白山砂防科学館 .白山砂防通信 .白山砂防科学館 2002,vol.3,4p 
107 日本ジオパーク委員会 .第 12 回日本ジオパーク委員会配布資料 4-2“日本ジオ
パーク申請地域” .日本ジオパーク委員会 .2011.26-27p 
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含まれている。質疑の内容を見てみると、日本ジオパーク委員会は白山手取川
ジオパーク内での 1934 年の洪水や白山の土砂災害の説明を求めており、申請
者側は 1934 年の洪水に関するジオサイトとして百万貫の岩を設定しており、
洪水や砂防に関して学べる国土交通省白山砂防資料館が拠点施設の 1 つとな
っていると回答している。また古老からの話もジオパークの中に取り入れられ
ている。 
 現地審査を見てみると、見学地の中に白山中飯場の砂防現場や白山砂防科学
館、百万貫の岩があり、水害や砂防に関するジオサイトが主な見所に含まれて
いる。災害情報の保存に関しては、防災・安全の項目で昭和初期の砂防堰堤群
が取り上げられており、過去から続く防災活動が保存されている。災害情報の
活用に関しては、ジオサイトと保全の項目で拠点施設として白山砂防科学館の
設置があり、防災・安全の項目で白山砂防科学館は土砂災害の一般への啓発・
普及を目的としていると述べられている。災害教育や災害ジオツアーの実施は
取り上げられていない。 
 日本ジオパーク委員会での認定審議では、洪水関連ジオサイトである百万貫
の岩に説明看板等が整備されていない点が指摘されている。災害関連ジオサイ
トの設定は行われているが、整備にはまだ改善の余地がある。日本ジオパーク
委員会は土砂災害や洪水に対する地域の防災意識は高いと評価している。質疑
の内容を見てみると、災害情報の保存に関しては、百万貫の岩の祭りは人と災
害の結びつきの良い例であるとしており、災害メモリアル事業が評価されてい
る。しかし、百万貫の岩の祭りに関する説明板がないことは課題となっている。
また災害情報の活用に関しては日本ジオパーク委員会から手取層の崩れやす
い地質が土砂災害の要因としてあると述べており、土砂災害に関して地質を意
識することを求めている。水の旅がテーマではあるがジオパークの主な対象は
地質や地形であり、気象災害によって引き起こされる災害で会っても地質等を
無視することはできない。 
 白山手取川ジオパークでは水害の歴史がプレゼンテーションの中に含まれ
ていることから、中心的なテーマに気象災害が含まれているといえる。現地審
査の内容から水害や土砂災害に関するジオサイトが設定されており、保存・活
用が図られている。日本ジオパーク委員会はプレゼンテーションに対する質疑
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から土砂災害や水害の説明の充実を求めている。現地審査及び第 12 回日本ジ
オパーク委員会での審議でも土砂災害や水害は評価項目に含まれており、土砂
災害や水害といった気象災害によって発生する災害の保存と活用もジオパー
クに含まれていることを示している。 
第 3 項 ジオパーク認定後(図表 8 表 7 参照) 
 白山手取川ジオパークの日本ジオパーク認定後の活動を見ていく。調査には
白山市の広報誌、広報はくさんを用いる。調査期間は 2012 年 1 月から 2014
年 12 月とする。 
 災害情報の保存に関して見てみると、2012 年 7 月に白山砂防 100 年の特集
が組まれている。2012 年にはメモリアル事業として「白山砂防 100 周年の集
い」が開催されており、100 年の節目に砂防の意識を高める試みが見られる。
また、ジオサイトを紹介している連載において、2014 年に土石流や洪水の伝
承や土砂災害・洪水関連ジオサイトの紹介が集中して行われており、手取川の
水害に関するパネル展示等が行われている。これは 2014 年が 1934 年の手取川
水害から 80 年の節目に当たるためである。2014 年には水害から 80 年のメモ
リアル事業として洪水の凄まじさを物語るジオサイトである百万貫の岩の整
備が実施されており、メモリアル事業が関連ジオサイトの整備の後押しとなる
ことを示している。 
 災害情報の活用に関しては、2012 年の砂防工事メモリアル事業である白山
砂防 100 周年の集いにおいて、白山の治山に関する講演会や砂防現場見学会が
行われており、砂防工事 100 年の節目に災害教育が実施されている。砂防現場
の見学はガイドツアーの中にも組み込まれており、2012 年・2013 年にそれぞ
れツアーが実施されている。特に砂防工事 100 周年である 2012 年は 3 回確認
でき、砂防に関する意識が高まっていたことを示している。2014 年には 1934
年の手取川洪水を学ぶジオツアーが実施されている。このツアーは 8 月から
11 月にかけての土日に複数回開催されている。ジオパークの公開講座におい
て地球温暖化関連講義が開講されており、気象の問題に関してジオパークの中
で住民教育が行われている。 
 白山手取川ジオパークでは 2012 年に砂防工事の、2014 年に水害の節目の年
を迎えており、そのためメモリアル事業が実施されている。その中でジオツア
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ーや特集記事、展示活動等が行われており、災害への意識を高めている。この
ことから、白山手取川ジオパークでは災害発生や防災事業の節目の年に関連ジ
オサイトの整備やジオツアー等が活発に行われていることがわかる。ジオパー
クで行われている公開講座の中には気象災害を増加させるとされる地球温暖
化が含まれており、気象災害に関する災害教育が行われているといえる。 
 これらのことから、認定後も白山手取川ジオパークでは災害情報の保存及び
活用が継続されており、砂防工事 100 周年や手取川水害 80 年の節目にメモリ
アル事業が開催され、ジオサイトの整備やジオツアーの実施により水害や土砂
災害の記憶が受け継がれているといえる。 
 
第 3 節 伊豆半島ジオパーク 
第 1 項 伊豆半島ジオパークの概要 
 伊豆半島ジオパークは伊豆半島を範囲としたジオパークである。構成自治体
は静岡県沼津市、熱海市、三島市、伊東市、下田市、伊豆市、伊豆の国市、東
伊豆町、河津町、南伊豆町、松崎町、西伊豆町、函南町、長泉町、清水町の
15 市町である。自治体以外の構成団体には各市の観光協会や商工会、一般企
業があり、顧問として静岡大学防災総合センターや環境省関東地方環境事務所
箱根自然環境事務所、国土交通省沼津河川国道事務所、林野庁伊豆森林管理署、
静岡地方気象台が付いている。顧問団体の中には防災に関する機関があり、狩
野川に関連した国土交通省沼津河川国道事務所も含まれている。伊豆半島ジオ
パークの日本ジオパーク認定は 2012 年である。また、2014 年に世界ジオパー
ク国内推薦地域に認定され、2015 年に世界ジオパークネットワークによる審
査が実施されたが、「地質遺産の国際的価値、イルカ追い込み漁の問題に関し
て、判断するに至らなかった。」 108ことから世界ジオパーク認定は保留されて
いる。伊豆半島ジオパークのテーマは「南から来た火山の贈りもの」であり、
火山性の地形や地質が中心である。サブテーマは「本州に衝突した南洋の火山
島」「海底火山群としてのルーツ」「陸化後に並び立つ大型火山群「生きている
                                                   
108 伊豆半島ジオパーク推進協議会 .伊豆半島ジオパーク世界加盟に関する中間報
告 .2015. 
http://izugeopark.org/wp-content/uploads/2015/11/039_20151119_sekaikamei_
tyukan_houkoku.pdf(参照 2016-1-4) 
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伊豆の大地」「変動する大地とともに生きてきた人々の知恵と文化」であり、
「変動する大地とともに生きてきた人々の知恵と文化」の中に温泉の活用や地
震防災とともに狩野川の水害も含まれている。主なジオサイトには伊豆最大級
の海食洞である龍宮洞や国指定天然記念物の堂ヶ島天窓洞、マグマの通り道が
地殻変動により地表に現れた烏帽子山、火山の根である城山や葛城山、海底火
山の噴出物でできた石廊崎、伊豆半島の本州衝突後の火山活動を見ることがで
きる大瀬崎、伊豆東部火山群最大のスコリア丘である大室山等の火山活動関連
ジオサイトや、1930 年北伊豆地震の断層である丹那断層が挙げられている 109。
狩野川の水害に関するジオサイトは含まれていない。 
 伊豆半島ジオパークに関連する気象災害は 1958 年の狩野川台風である。狩
野川台風とは 1958 年 9月に伊豆半島東岸を北上し大雨を降らせた台風 22号の
ことであり、狩野川の洪水被害が特に大きかったことから気象庁により狩野川
台風と命名された。狩野川台風の被害は伊豆半島に集中し、狩野川や伊東大川
で大規模な洪水が発生したほか、各所で土砂災害も発生し、死者・行方不明者
は 1,269 名にのぼった。狩野川台風の被害はすでに着工されていた狩野川放水
路の計画を変更させるほどであった。狩野川台風に関連したジオサイトには伊
豆の国市の狩野川資料館やポケットパーク等の拠点施設や災害遺構である三
代目大仁橋の橋台等があり、また狩野川氾濫犠牲者の慰霊祭である「かわかん
じょう」もジオパークの見どころになっている。治水に関するジオサイトには
狩野川放水路があり、拠点施設の 1 つである狩野川資料館ではかの川の治水の
歴史を学ぶことができる。 
 伊豆半島ジオパークの背景を見てみる。伊豆半島ジオパークの沿革は伊豆半
島ジオパーク基本計画 110にまとめられている。伊豆半島ジオパークの前身とな
る活動には、「地震火山こどもサマースクール」や講演会、「伊東自然・歴史案
内人養成講座」等がある。地震火山こどもサマースクールは日本地震学会と日
本火山学会、日本地質学会によって開催されている子ども向けの災害教育イベ
                                                   
109 日本ジオパークネットワーク .伊豆半島ジオパーク“ジオパークの紹介・おす
すめジオサイト” . http://www.geopark.jp/geopark/izu-hantou/index.html(参照
2016-1-4) 
110 伊豆半島ジオパーク .伊豆半島ジオパーク基本計画 .伊豆半島ジオパーク .2014. 
http://izugeopark.org/wp-content/uploads/2015/06/masterplan2014_jpn.pdf(参
照 2016-1-4) 
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ントで、その第 1 回が 1999 年に函南町で開催されている。市民向けの講演会
は 2000 年から始まった NPO 法人まちこん伊東などによって伊豆半島の各地で
開催されている。「伊東自然・歴史案内人講座」は伊東氏主催で 2005 年から開
催されており、伊豆半島ジオパークにおけるガイド養成の原型となった。また、
2007 年から静岡大学防災総合センターの小山真人によるジオパークのガイド
ブック的性格を持つ「伊豆の大地の物語」が伊豆新聞に連載されている。これ
らの自治体・市民団体・研究者それぞれの活動があり、ジオパークに繋がって
いったのである。伊豆半島ジオパークの推進体制が築かれたのは、2010 年 2
月の伊豆半島 6 市 6 町首長会議でのことである。現在の伊豆半島ジオパーク構
成自治体 15 市町のうち、沼津市、長泉町、清水町の 3 市町以外の 12 市町の首
長が参加したこの会議で、伊豆半島ジオパーク構想の推進が合意され設置に向
けた活動が進められていく。その後、2011 年 3 月に上記 12 市町に沼津市や静
岡県、観光協会等の各種団体、交通事業者等を加え、伊豆半島ジオパーク推進
協議会が設立される。そして 2012 年に日本ジオパークに認定され、2013 年に
は清水町と長泉町が加わり現在の姿となっている。伊豆半島ジオパークは前身
の活動から災害教育が行われており、災害との向き合い方を根幹に置いたジオ
パークである。 
第 2 項 ジオパーク認定審査 
 伊豆半島ジオパークのプレゼンテーション、現地審査、認定審査の内容を見
ていく。分析にはプレゼンテーションに関する第 14 回日本ジオパーク委員会
議事録及び配付資料、現地審査及び認定審議が行われた第 15 回日本ジオパー
ク委員会議事録及び配布資料を用いる。 
 プレゼンテーション 111では、推進協議会主催の講座やジオツアーが活発に実
施されていることに触れられており、火山実験教室等の災害教育の実施が確認
出来る。しかし、狩野川台風等の気象災害に関しては記述が見られない。質疑
の中にも気象災害も見られない。日本ジオパーク委員会は伊豆半島を災害のデ
                                                   
111 石井千春.「南から来た火山の贈りもの」伊豆半島ジオパーク構想と取組み.
日本地球惑星科学連合大会 2012“日本のジオパーク”.千葉,2012-5-20/21.日本
地球惑星科学連合.2012. 
http://www2.jpgu.org/meeting/2012/session/PDF/O-04/O04-09.pdf(参照
2016-1-13) 
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パートと表現しており、災害遺構の保存や活用を求めている。しかし、質疑の
中で問われている災害は地震のみであり、石廊埼断層の保存や持越高山の地震
被害、津波防災等が挙げられている。申請者の回答にも気象災害は含まれてい
ない。 
 現地審査の内容を見てみると、見学地は熱海市の錦ヶ浦、伊東市の大室山や
城ヶ崎海岸、三島市の三島神社等であり、水害関連ジオサイトは含まれていな
い。災害情報の保存に関して、ジオサイトと保全の項目において、地震や津波
の遺構はジオサイトとして設定されているとあるが、気象災害に関しては触れ
られていない。災害情報の活用に関しては、ジオサイトと保全の項目において、
地震・津波関連ジオサイトが防災教育へ活用されているとある。また教育・研
究の項目において、高校生を対象とした防災教育プログラムの実施が触れられ
ており、学校教育での防災教育が行われていることがわかる。地域の持続可能
な発展とジオツーリズムの項目では、子供への防災教育を進めているとある。
対象となる災害の記述は見られない。防災・安全の項目では伊豆半島の経験し
てきた災害として地震や津波と並び斜面災害が挙げられており、災害へのソフ
ト・ハード対策がジオパーク活動の柱の 1 つとされている。現地審査の中では
伊豆半島の災害として気象災害によって発生する斜面災害も含まれているが、
関連ジオサイトの設定等は評価の中に含まれていない。 
 認定審議の内容を見てみると、日本ジオパーク委員会から火山に偏りすぎて
いると指摘が出ており、地形や植生、鉱山の歴史をジオパークに含めることを
求めている。火山以外の内容の充実が課題となっているが、水害に関しては指
摘されていない。災害が多いため防災意識は高いとあり、防災教育等は効果が
出ている。 
 これらのことから、伊豆半島ジオパークのプレゼンテーションや認定審査の
中では水害はほとんど取り上げられておらず、地震や津波に比べると気象災害
への意識は薄い。伊豆半島ジオパークの内容に関しては、認定審査時に火山に
偏りすぎていると指摘されており、この段階では火山以外の整備は進んでいな
かったものと思われる。日本ジオパーク委員会は伊豆半島に関連する災害とし
て気象災害も含めているが、ジオサイトとしての保存や防災教育といった具体
的な取り組みには言及しておらず、地震や津波に比べると気象災害の扱いは小
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さい。これは 2011 年の東日本大震災が日本ジオパーク委員会の災害意識に大
きく影響しており、地震災害をジオパークの中で強く意識するようになってい
るためと思われる。そのため、過去に地震や津波が発生している地域では優先
的に地震防災の取り組みが求められており、反対に気象災害の重要性は下がっ
ていると考えられる。 
第 3 項 ジオパーク認定後(図表 9.表 8 参照) 
 自治体広報誌から日本ジオパーク認定後の活動を見ていく。調査対象は狩野
川台風で大きな被害が発生した伊豆市、伊豆の国市、函南町とし、広報いずの
くに、広報いず、広報かんなみとした。調査期間は日本ジオパーク認定翌年の
2013 年 1 月から 2014 年 12 月までとする。 
 災害情報の保存に関して見てみると、伊豆の国市では狩野川の水害遭難者慰
霊祭「かわかんじょう」が毎年 8 月に実施されている。また、狩野川資料館に
おいてガイドボランティアが募集されている。狩野川資料館のガイドボランテ
ィアは狩野川台風を経験された方であり、水害の実体験を交えた展示解説等を
実施している 112。しかし、伊豆市と函南町では狩野川台風のメモリアル事業は
行われていない。 
 災害情報の活用に関しては、伊豆市では「伊豆っ子防災学習会」が開催され、
砂防現場の見学会等が行われている。一方、伊豆の国市では狩野川放水路をコ
ースに含むジオツアーが行われている。水害を想定した防災訓練の実施も確認
できるが、公開講座等での防災教育は確認できない。函南町では大雨による水
害や土砂災害を想定した防災訓練は行われているが、公開講座等での災害教育
は見られない。函南町には北伊豆地震に関連した丹那断層がジオサイトとして
設定されジオツアーが実施されており、地震による丹那トンネル工事の崩落事
故に関しては慰霊行事が行われている等、地震への関心は高い。 
 伊豆市、伊豆の国市、函南町は、現在でも気象災害を想定した防災訓練が行
われており、地域の災害リスクとして大雨による水害や土砂災害が認識されて
いる。伊豆市では子ども向け防災教室の実施が見られ、砂防工事現場の見学等
                                                   
112 狩野川資料館 .ガイドボランティアのご案内 . 
http://www.cbr.mlit.go.jp/numazu/shiryoukan/GuideVolunteer/index_GuideVo
lunteer.html#volunteer(参照 2016-1-8) 
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が行われている。このことから伊豆市では大雨による土砂災害がリスクとして
認識されており、対策が取られていることがわかる。伊豆の国市では狩野川の
水害の歴史が伝統行事として受け継がれており、また狩野川台風の災害遺構や
防災施設をコースに含むジオツアーが実施されている。伊豆の国市は伊豆市と
異なり水害が主な対象となっている。函南町では気象災害を想定したハザード
マップの整備や防災訓練が行われているが、気象災害に関する公開講座等は確
認できない。これらのことから、伊豆半島ジオパークの地域内では気象災害の
扱いに地域差があるといえる。同じ狩野川流域であっても気象現象によって発
生する災害は異なり、それぞれの自治体で対応されている。 
 
第 4 節 ジオパークによる気象災害情報の保存と活用 
 日本のジオパークでの気象災害の扱いを見てみると、2008 年の日本ジオパ
ーク認定審査で既に気象災害に関する記述が見られる。山陰海岸ジオパークの
プレゼンテーションに対する質疑 113において水害の防災教育や復興史の取組
があることが挙げられており、ジオパーク申請地域がジオパークに含める内容
として水害を捉えていることを示している。南アルプスジオパークの現地審査
114では集中豪雨によって崩落した斜面を保存している大西公園等の土砂災害
関連ジオサイトの見学が行われており、現地審査を行った委員から「土砂災
害・崩壊があちこちにたくさんある。いつどんな風にくずれたか伝えられると
良い。山はくずれる、それが日本列島である、ということがわかる。」 115と意
見が出されている。これらのことから、日本のジオパークには当初から気象災
害が含まれていたといえる。だが、プレゼンテーションの中では水害や土砂災
害は触れられておらず、2008 年のジオパーク認定地域では気象災害を重要な
テーマとしては認識していなかったと思われる。研究対象とした白山手取川ジ
オパークと伊豆半島ジオパークを見てみると、白山手取川ジオパークではプレ
ゼンテーションで水害に触れられていることから、気象災害が主要なテーマの
                                                   
113 日本ジオパーク委員会 .第 2 回日本ジオパーク委員会議事録 .日本ジオパーク
委員会 2008.6p 
114 日本ジオパーク委員会 .第 4 回日本ジオパーク委員会配布資料 2 “南アルプス
ジオパーク中央構造線エリア現地調査報告” .日本ジオパーク委員会 .2008.p.6-13 
115 日本ジオパーク委員会 .第 4 回日本ジオパーク委員会配布資料 2 “南アルプス
ジオパーク中央構造線エリア現地調査報告” .日本ジオパーク委員会 .2008.7p 
  
80 
 
1 つになっているといえる。対して伊豆半島ジオパークではプレゼンテーショ
ンに気象災害は含まれておらず、気象災害の重要度は低い。これらのことから、
気象災害を主要なテーマに含むジオパークもあるが、大規模な気象災害を経験
していても主要なテーマに含まない地域もあり、気象災害の扱いには差がある。 
 白山手取川ジオパーク及び伊豆半島ジオパークの気象災害情報の保存に関
して見てみると、共通して気象災害に関連したジオサイトの設定が見られる。
白山手取川ジオパークでは水害に関連した百万貫の岩や土砂災害の防災に関
する砂防堰堤群がジオサイトとなっており、伊豆半島ジオパークには 1958 年
の狩野川台風で被災した旧大仁橋や狩野川の水害対策として作られた狩野川
放水路等の水害関連ジオサイトが設置されている。また、水害や土砂災害に関
するメモリアル事業の実施も共通して見られる。白山手取川ジオパークでは砂
防工事 100 周年や手取川水害 80 周年の記念事業が開催され、その中で写真展
やジオツアー、ジオサイトの整備等の活動が行われている。このことから、白
山手取川ジオパークでは水害の記憶や土砂災害の予防の歴史が受け継がれて
いるといえる。伊豆半島ジオパークの地域内では、伊豆の国市において狩野川
で繰り返されてきた水害の慰霊祭である「かわかんじょう」が毎年開催されて
おり、狩野川の水害の歴史が受け継がれている。しかし伊豆の国市と同じく狩
野川台風の被害が発生している伊豆市及び函南町では大雨を想定した防災訓
練の実施が見られることから地域の抱える災害リスクとして気象災害が認識
されているが、メモリアル事業は見られない。 
 白山手取川ジオパーク及び伊豆半島ジオパークでの災害情報の活用に関し
ては、共通してジオツアーの実施が見られる。白山手取川ジオパークでは砂防
工事現場を見学するジオツアーが確認でき、白山における土砂災害に関して学
ぶ機会となっている。伊豆半島ジオパークでは旧大仁橋等をコースに含むジオ
ツアーが実施されており、1958 年の狩野川台風の災害遺構が活用されている。
しかし、伊豆の国市以外では狩野川の水害に関するジオサイトを含むジオツア
ーは確認できない。講座等による災害教育に関しては、白山手取川ジオパーク
では砂防工事 100 年のメモリアル事業の中で講演会が開催されており、またジ
オパーク公開講座である「水の旅学」の中で地球温暖化が扱われている。伊豆
半島ジオパークでは、伊豆市で土砂災害の小学生向け防災教室である「伊豆っ
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子防災学習会」活動が見られる。だが伊豆の国市や函南町では講座の実施等は
確認できない。 
 これらのことから、気象災害関連ジオパークではジオサイトの設定や災害メ
モリアル事業等による災害情報の保存とジオツアーや講演会、公開講座による
災害教育の実施が見られる。特に白山手取川ジオパークでは水害及び砂防工事
の節目の年にメモリアル事業に合わせたジオサイトの整備や写真展の開催、ジ
オツアーの実施等が見られ、また広報誌において関連するジオサイトの紹介が
集中しており、災害や防災工事の節目の年にはジオパークによる災害情報の保
存と活用が活発に行われていることを示している。だが、伊豆半島ジオパーク
からは、気象災害関連ジオサイトが置かれている伊豆の国市以外ではジオツア
ーは確認できず、気象災害のリスクが存在するすべての地域でジオパークが活
用されているのではない。 
 2012 年の第 5 回ジオパーク国際ユネスコ会議で採択された島原宣言では、
火山災害や地震災害と並び洪水や土砂災害といった気象災害によって発生す
る災害もジオパークの対象災害となっている。そのため、ジオパークで気象災
害情報の保存や活用を進め防災に活かすことは、島原宣言の方針とも合致する
ことである。大雨等の気象災害による土砂災害や水害は日本で毎年発生してい
ることから、火山災害や地震災害に比べ発生頻度の高い災害であり、日本では
最も警戒が必要な災害リスクであるといえる。そのため気象災害に対する災害
教育は日本では必須であり、地域の地質や地形を学ぶことのできるジオパーク
によって気象災害情報の保存と活用を行い、地域に気象災害のリスクが存在す
ることを示すことは、土砂崩れや水害の防災・減災につながる。本研究では、
気象災害に関してジオサイトの設置されている自治体以外では、気象災害関連
ジオサイトを用いたジオツアーは確認できなかった。気象災害関連ジオパーク
は、地域内の気象災害に対する防災力の向上には役立てられているが、地域外
による活用は見られず、この点は気象災害関連ジオパークの課題である。土砂
災害や水害は日本全国で発生の可能性があることから、気象災害関連ジオサイ
トが設置されている自治体以外でも活用される体制が整えられることが、気象
災害に対する防災にジオパークを活かすために必要である。 
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第 6 章 ジオパークによる災害情報の保存と活用 
 本研究では、日本のジオパークにおける火山災害・地震災害・気象災害に関
する情報の保存と活用を明らかにし、ジオパークを防災や減災へ活かすことが
できるのかを検討してきた。この章では日本のジオパークで行なわれている災
害情報の保存と活用をまとめ、本研究の結論とする。 
第 1 節 災害情報の保存 
 日本ジオパーク委員会の議事録及び配布資料、そしてジオパーク構成自治体
の広報誌の調査から、日本のジオパークでは火山災害・地震災害・気象災害す
べての情報の保存が行われていることがわかった。ジオパークにおける災害情
報の保存としては、ジオサイトの設定や災害メモリアル事業、災害語り部等の
養成が見られる。 
 火山災害関連ジオパークである島原半島ジオパーク及び伊豆大島ジオパー
クでは、火山が主なテーマであることから、多くの火山災害関連ジオサイトが
設定されている。島原半島ジオパークでは、平成新山等の噴火によってできた
地形、旧大野木場小学校被災校舎等の火山災害の災害遺構、導流堤等の防災施
設がジオサイトになっている。また直近の火山災害だけでなく、過去に発生し
た大規模火山災害である島原大変肥後迷惑に関してもジオサイトが設定され
ており、民話も含まれている。伊豆大島ジオパークでは三原山を中心にこれま
での噴火で作られてきた多くの火口や火山噴出物がジオサイトに設定されて
おり、繰り返される噴火の情報が保存されている。島原半島ジオパークでは砂
防工事による火山災害の痕跡の破壊が、伊豆大島ジオパークでは緑化の進行に
よる火口等の喪失が問題となっている。災害の痕跡は時間の経過や復興の過程
で失われてしまう可能性があり、ジオパークはジオサイトへの設定により整備
を行い、災害情報が失われることを防いでいる。また、災害メモリアル事業も
確認できる。島原半島ジオパークの地域内では、平成の噴火と島原大変肥後迷
惑の記念事業が行われており、今日でも火山災害の記憶が受け継がれている。
島原半島ジオパークの地域内では日本ジオパーク認定以前から災害語り部の
養成が行われており、その活動は日本ジオパーク認定後にジオパークガイドへ
と引き継がれている。伊豆大島ジオパークでもガイドの養成が行われており、
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養成講座の内容に全島避難体験談が含まれている。これらのことから、火山災
害に関しては災害の痕跡を刻む地形や災害遺構だけでなく、火山災害の記憶も
保存されているといえる。 
 地震災害関連ジオパークでも火山災害同様に災害に関するジオサイトが設
定されている。特に三陸ジオパークは東日本大震災の保存を中心としたジオパ
ークであり、活火山と同様に地震もジオパークの中心になることを示している。
また、三陸ジオパークは東日本大震災の保存がジオパーク推進の目的にあり、
地震災害情報の保存手段として地域にジオパークが認識されているといえる。
山陰海岸ジオパークの中では、日本ジオパーク認定時点で北丹後地震と北但馬
地震の 2 つの地震に関するジオサイトが見られ、2014 年にはエリア拡大に伴
い鳥取地震に関するジオサイトが増えている。三陸ジオパークでは東日本大震
災の被災地であることから、多くの地震災害遺構がジオサイトに設定されてい
るほか、繰り返し津波に襲われてきたことから、明治三陸地震津波や昭和三陸
地震津波の津波石や災害記念碑等もジオサイトとなっている。また、地震災害
のメモリアル事業も共通して見られる。山陰海岸ジオパークでは毎年北丹後地
震の記念写真展が開催されており、三陸ジオパークの地域内でも東日本大震災
や明治三陸地震津波の慰霊祭が見られ、地震の記憶はそれぞれの地域の中で受
け継がれている。災害知識を持ったガイドの養成も山陰海岸ジオパークと三陸
ジオパークに共通して見られる。山陰海岸ジオパークでは豊岡市のガイド養成
講座の中に北但馬地震に関する講義が含まれている。ただし、北丹後地震関連
ジオサイトのある京丹後市や鳥取地震関連ジオサイトのある鳥取市ではガイ
ド養成講座の中に地震に関する講義は見られない。三陸ジオパークでは各地で
東日本大震災の災害語り部の活動が見られ、東日本大震災の記憶の保存が行わ
れているといえる。これらのことから、地震災害に関しても火山災害同様、災
害の痕跡を残すモノと人々の災害記憶の保存がそれぞれ行われているといえ
る。特に東日本大震災を受けて、地震災害の保存をジオパークに求める地域が
出現しており、地震災害情報を保存する手段としてジオパークが認識されるよ
うになっているといえる。ただし、細かい地域で見ていくと、山陰海岸ジオパ
ークのガイド養成講座の中で講義に地震災害が含まれている地域は豊岡市の
みであり、すべての地震災害関連ジオサイトの設置された地域で人材育成が行
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われているわけではない、という課題も明らかとなった。地震災害関連ジオサ
イトの設定や災害メモリアル事業と合わせ、災害記憶を伝承する人材育成を進
めることでジオパークを防災に活かすことができるだろう。 
 気象災害関連ジオパークでも、ジオサイトの設定やメモリアル事業、ガイド
の活動が見られる。白山手取川ジオパークでは百万貫の岩等の水害に関連する
ジオサイトや、砂防堰堤群等の土砂災害の防災に関するジオサイトが設定され
ており、それぞれに関連した災害メモリアル事業も行われている。手取川の水
害に関するガイドツアーの実施も確認でき、災害知識を持った人材による災害
情報の伝承が行われているといえる。伊豆半島ジオパークは、現地審査報告書
の内容から様々な災害に対する防災を活動の柱にしている。気象災害も伊豆半
島に大きな被害を出してきた自然災害であり、防災に向けた活動が確認できた。
伊豆半島に甚大な被害を出した狩野川台風に関して、伊豆の国市内にジオサイ
トが設定されている。災害遺構としては旧大仁橋等があり、狩野川の水害予防
に関する狩野川放水路もジオサイトとなっている。繰り返し発生してきた狩野
川の水害に関する慰霊祭である「かわかんじょう」もジオパークの見どころと
なっている。伊豆の国市では旧大仁橋や狩野川放水路をコースに含むガイド付
きジオツアーが行われており、また拠点施設の 1 つである狩野川資料館では災
害語り部の募集が確認でき、狩野川の水害の歴史を伝える人材がいることがわ
かる。これらから、気象災害に関しても様々な方法で災害情報の保存が行われ
ているといえるが、一方で課題も存在する。伊豆半島ジオパークでは、伊豆の
国市以外の狩野川台風被災地域での災害メモリアル事業等は確認できない。狩
野川台風は現在の伊豆市や函南町でも土砂災害や水害を発生させ大きな被害
を出しているが、災害メモリアル事業等の保存活動は見られない。伊豆半島ジ
オパークにおける災害情報の保存は部分的なものであり、保存対象とする地域
を広げることが必要である。 
 以上のことから、災害をテーマに含む日本のジオパークでは、火山災害・地
震災害・気象災害のすべてに対し災害情報の保存が行われている。ジオパーク
では災害の痕跡を残す地形や災害遺構等と人々の災害記憶が保存されており、
将来へ災害の恐ろしさを伝承する手段となっている。特に三陸ジオパークは東
日本大震災の保存を主な目的に持っており、津波被害の凄まじさを示す災害遺
  
85 
 
構等が多く残され、災害語り部も育てられている。世界でも最大規模の災害で
あった東日本大震災は、災害を残そうという意識を地域の人に強く持たせてい
る。災害の痕跡を残す地形や災害遺構は研究対象としたすべてのジオパークで
ジオサイトとして設定されており、災害語り部や災害知識を持ったガイドの養
成や災害メモリアル事業も行われている。地形や災害遺構は保存措置を取らな
ければ時間の経過や防災工事等の開発によって失われてしまう。島原半島ジオ
パーク等の事例から、災害の痕跡をジオサイトに設定することで開発による破
壊から保護しており、よってジオパークは災害情報の保存に効果があるといえ
る。また、先行研究でも明らかであるように、災害の記憶は時間の経過や人の
移動によって徐々に失われてしまうものであり、記憶の風化を防ぐためには災
害体験談の講演会等の伝承に向けた取り組みを行う必要がある。ジオパークで
は島原半島ジオパークや三陸ジオパークのように災害を語り継ぐ人材が養成
されており、ガイドの活動や災害メモリアル事業を通して災害情報の伝承が行
われている。よって、ジオパークは災害の記憶を受け継ぐ役割も果たしている
といえる。ただし、山陰海岸ジオパークでは豊岡市以外で地震災害知識を持っ
たガイドの養成は見られず、伊豆半島ジオパークでは伊豆の国市以外の狩野川
台風被災地域で災害メモリアル事業やガイド付きジオツアーが行われていな
い等、個々のジオパークでは行われていない活動もある。 
 
第 2 節 災害情報の活用 
 日本ジオパーク委員会の議事録及び配布資料、そしてジオパーク構成自治体
の広報誌の調査から、日本のジオパークでは火山災害・地震災害・気象災害す
べてに対して災害情報の活用が行われていることがわかった。災害情報の活用
方法としては災害教育の実施や災害ジオツアー等がある。 
 火山災害関連ジオパークでは、継続したジオツアーの実施や住民への災害教
育が見られる。島原半島ジオパーク、伊豆大島ジオパークともに、毎年複数回
のガイド付きジオツアーが開催されており、平成の噴火や島原大変肥後迷惑の
痕跡が災害教育に活用されている。伊豆大島ではこれまでの火山活動で作られ
てきた火口を活用したジオツアーが行われており、小・中学生向けの災害教育
にも用いられている。また、火山災害関連ジオパークでは、他の火山災害関連
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ジオパークとのつながりも見られる。島原半島ジオパークでは 2014 年に阿蘇
ジオパークへのジオツアーが実施されており、伊豆大島ジオパークではガイド
養成講座の中で洞爺湖有珠山ジオパークと磐梯山ジオパークのバーチャルジ
オツアーが行なわれ、ガイド活動の参考としている。このことから、火山災害
関連ジオパークの間ではつながりがあり、互いの経験をジオパークの発展に活
かしているといえる。島原半島ジオパークと伊豆大島ジオパークで共通して防
災学習会や災害体験の講演会が実施されており、ジオパークは火山災害教育に
活用されているといえる。伊豆大島ジオパークでは 2013 年に発生した土砂災
害により、プレゼンテーション等には見られなかった火山災害リスクもジオパ
ークの中に含まれるようになっている。土砂災害発生後は、土砂災害に関する
講演会等が見られるようになり、災害を契機により活発な災害情報の活用が見
られるようになっている。また、火山災害関連ジオパークでは国際会議やシン
ポジウムの開催も確認でき、その中で災害教育が行なわれている。島原半島ジ
オパークでは 2012年に第 5回ジオパーク国際ユネスコ会議が開催されており、
その中で防災関係者も参加した市民フォーラムの実施やキッチン火山実験教
室、火山災害関連ジオツアーが開催されており、災害教育の場となっている。
伊豆大島ジオパークでは「火山前線に生きる-伊豆大島の噴火史、地域史、そ
して科学史」が開催されている。このように火山災害関連ジオパークでは火山
災害を学ぶ機会が用意されており、保存されているジオサイトや要請されたガ
イドを地域住民への災害教育に役立てることができている。 
 地震災害関連ジオパークでは、山陰海岸ジオパークと三陸ジオパークで共通
してジオツアーや講演会、実験教室等の災害教育が行なわれている。特に、東
日本大震災の影響を受けて 2011 年以降に地震災害教育が活発化している。山
陰海岸ジオパークでは郷村断層、城崎温泉ともに 2009 年からジオツアーが実
施されている。また、京丹後市では 2011 年と 2012 年に開催されたジオキャラ
バンや 2011 年以降の北丹後地震のメモリアル事業で講演会や地震実験教室が
開催されており、豊岡市では 2013 年に「自然の恵みと災害」をテーマとした
城崎会議が開催されている。また、京丹後市では学校教育でも郷村断層見学が
行われている。三陸ジオパークでも各地で災害遺構を見学するジオツアーが行
われており、災害ガイドが活躍している。また、三陸ジオパークでは地域外か
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ら訪問した小・中学生に対して災害ジオツアーが行われており、災害教育の対
象は地域内に限定されていない。地震災害に関する防災講演会も各地で開催さ
れており、これらの活動内容から、三陸ジオパークでは認定後もジオサイト等
を用いた災害教育等が行われているといえる。日本のジオパークでは、ジオツ
アー等への地震災害関連ジオサイトの組み込みが当初から見られ、また東日本
大震災の影響を受けて 2011 年以降災害教育が活性化している。地震災害への
意識が高まったことにより、ジオパークは地震防災に活発に用いられるように
なっている。 
 気象災害関連ジオパークでは白山手取川ジオパークと伊豆半島ジオパーク
で共通して、災害関連ジオサイトを含むジオツアーの実施が見られる。白山手
取川ジオパークでは砂防工事現場を見学するジオツアーが確認でき、白山にお
ける土砂災害に関して学ぶ機会となっており、手取川水害 80 周年となる 2014
年には百万貫の岩をメインテーマとした水害に関するジオツアーが行なわれ
ている。伊豆半島ジオパークでは旧大仁橋等をコースに含むジオツアーが実施
されており、1958 年の狩野川台風の災害遺構が活用されている。しかし、伊
豆の国市以外では狩野川の水害に関するジオサイトを含むジオツアーは確認
できない。講座等による災害教育に関しては、白山手取川ジオパークでは砂防
工事 100 年のメモリアル事業の中で講演会が開催されており、またジオパーク
公開講座である「水の旅学」の中で気象災害増加の原因とされる地球温暖化が
扱われていることから、気象災害に関する災害教育にジオパークが用いられて
いるといえる。伊豆半島ジオパークでは、伊豆市で土砂災害の小学生向け防災
教室である「伊豆っ子防災学習会」の活動が見られ、砂防現場見学会等が行な
われている。だが伊豆の国市や函南町では防災講座の実施等は確認できない。 
 これらのことから、ジオパークでは、養成されたガイド等の活動により、各
地で防災教育やジオサイトを用いた災害関連ジオツアーが開催され、地域の災
害情報が活用されているといえる。火山災害関連ジオパークでは 2008 年の日
本のジオパークが始まった時点ですでに災害情報を活用した災害教育や災害
ジオツアーが開催されており、当初からジオパークが防災に活かされていたと
いえる。地震災害関連ジオパークに関しては、災害教育等の活動が山陰海岸ジ
オパークの中で活性化するのは 2011 年以降であることから、東日本大震災の
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影響を受けてジオパークの防災への活用が進められるようになったと思われ
る。しかし、郷村断層や城崎温泉を含んだジオツアーは 2009 年から確認でき、
日本のジオパークが始まった初期から災害関連ジオサイトの活用が図られて
いる。気象災害関連ジオパークでは、白山手取川ジオパークでは認定当初から
ガイドツアーの実施や災害教育が確認でき、ジオサイトが活用されており、伊
豆半島ジオパークでもジオツアーに旧大仁橋等の水害関連ジオサイトが活用
されている。火山災害・地震災害・気象災害のそれぞれに関してジオパークは
防災教育等に用いられており、災害情報を活用できているといえる。 
 
第 3 節 結論 
 日本は火山災害・地震災害・気象災害のそれぞれで大きな災害リスクを抱え
た災害大国であり、これまで何度も災害に見舞われ大きな被害を受けてきた。
近年では東日本大震災の発生があり、戦後最大の被害となった。東日本大震災
では、「釜石の出来事」等の津波に対する防災行動から、繰り返される災害の
記憶を受け継ぎ、防災・減災につなげることの重要性が再認識された。災害は
繰り返される。そのため、これまでに発生してきた災害を学び、地域にどのよ
うな災害リスクが存在するのかを認識し、将来の災害発生に備えることが、被
害を最小限に抑えるために必要である。しかし、保存措置を取らなければ災害
は時間の経過とともに風化し忘れ去られてしまう。過去の災害経験を受け継ぎ、
防災・減災に活かすために、災害遺構等の保存や災害を語り継ぐ人材の育成と
いった災害情報を保存する活動が必要である。本研究では日本ジオパーク委員
会議事録・配布資料やジオパーク構成自治体の広報誌の調査によって、日本の
ジオパークは活動開始時点から火山災害や地震災害等への防災を役割の 1 つ
としており、災害情報の保存と活用が火山災害・地震災害・気象災害のそれぞ
れに対して行われていることを明らかにした。 
 日本には火山災害・地震災害・気象災害をそれぞれテーマに含むジオパーク
が存在している。日本ジオパーク委員会の活動開始時点から日本独自のジオパ
ーク審査基準として防災・安全が設定されており、日本のジオパークでは当初
からジオパーク活動による防災が求められてきた。そのため、地形・地質によ
って引き起こされる様々な災害リスクが日本のジオパークには組み込まれ、
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2008 年の日本ジオパーク開始時点から、火山災害・地震災害・気象災害をそ
れぞれ含むジオパークが設置されている。そして、ジオパークの活動として災
害遺構等の災害情報の保存と、保存された災害情報の災害教育等への活用が行
なわれており、防災に活かされてきた。また、2008 年の日本ジオパーク誕生
以降にも日本は多くの自然災害に襲われてきた。東日本大震災や伊豆大島の土
砂災害はジオパークにも大きな影響を与えており、災害情報の積極的な保存や
災害教育等の災害情報の活用の活性化につながっている。 
 本研究における研究対象とした 6 地域のジオパークでは、災害遺構等のジオ
サイトへの設定や災害語り部等の人材育成が行なわれており、地域で発生して
きた災害の痕跡や災害記憶の保存にジオパークが活かされている。そして、各
ジオパークにおいて災害関連ジオサイトを用いたガイド付きジオツアーや公
開講座によって災害情報が活用されており、地域住民や地域外からの訪問客へ
の災害教育に活かされている。火山災害関連ジオパークでは 2008 年時点から
ジオツアー等での災害情報の活用が見られ、地震関連ジオパークでも 2011 年
の東日本大震災発生後に地震実験教室等の災害教育が活性化している。白山手
取川ジオパークにおいて、災害メモリアル事業と合わせたジオツアーの実施等
が 2012 年から確認でき、気象災害関連ジオパークでも災害情報の活用が行わ
れている。これらのことから、火山災害・地震災害・気象災害のすべてに対し、
災害をテーマに含むジオパークでは災害情報の保存・活用が行われており、日
本の抱える様々な災害リスクに対する防災に役立てられているといえる。だが、
ジオツアー等による災害情報の活用に関しては課題も見られた。気象災害に関
連している伊豆半島ジオパークでは、伊豆の国市に気象災害関連ジオサイトが
設定されている。伊豆の国市以外に伊豆市や函南町でも狩野川台風で土砂災害
や水害が発生し被害が出ており、気象災害の危険性は伊豆の国市と同様に存在
しているが、伊豆の国市の気象災害関連ジオサイトを用いたジオツアーの実施
は確認できない。この点はジオツアーによる災害教育の課題点である。災害発
生の危険性がある地域では、他地域のジオサイトを用いたジオツアーを実施で
きる体制を整えることで、ジオパークによる災害教育の効果をより高めること
ができるだろう。 
本研究によって、日本では 2008 年のジオパーク活動開始当初から災害とジ
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オパークが結びつけられており、日本独自の評価項目として災害情報の保存・
活用が行われてきた、ということが明らかになった。また、大規模災害の発生
がジオパークにおける災害情報の保存と活用を促す要因になることも明らか
になった。東日本大震災や平成 25 年台風 26 号土砂災害等の大規模な災害が発
生した場合に、被災体験談や災害遺構はジオパークの中に組み込まれ保存が図
られ、また災害教育等の増加が見られた。大規模災害の発生によるジオパーク
による防災・減災意識の高まりは日本国内にとどまらず、世界ジオパークにも
島原宣言を通して大きな影響を与えている。このことから、日本における災害
と結びついたジオパークの活動は、世界ジオパークとは異なる発展をし、現在
では世界ジオパークの活動にも影響を与えるまでになっているといえる。 
災害をテーマに含むジオパークでは、日本の抱える災害リスクである火山災
害・地震災害・気象災害に関して、災害遺構や災害体験談等の様々な形態の災
害情報が保存されており、災害関連ジオツアー等によって災害教育等に活用さ
れていることが明らかとなった。また、保存・活用は、古くは 200 年以上前の
「島原大変肥後迷惑」から新しくは 2011 年に発生した東日本大震災や 2013
年に発生した台風 26 号土砂災害まで、幅広い年代の災害を対象としている。
また、島原半島ジオパークや三陸ジオパークでは地域外からの訪問者に対する
災害教育が明らかになった。このことから、ジオパークは日本の抱える多くの
災害リスクに対する防災・減災に役立てることができると評価できる。日本で
は今後も南海トラフ地震等の大規模な災害が危惧される。そのため防災・減災
のために人々に災害教育を進めることが必要となっている。今後発生が懸念さ
れる大規模災害の防災・減災へジオパークは有効な手段となると考えられる。 
 だが、日本のジオパーク活動には継続性を担保する長期的な計画や組織体制
の整備に課題があることも明らかになった。多くの場合、自然災害は発生まで
に数年から数十年、長ければ数百年以上の間隔がある。そのため、自然災害に
対する防災・減災のためには災害情報の長期的な保存・活用が必要であり、ジ
オパークでは長期的な運営計画や組織体制を整備する必要がある。 
 今後の課題は、本研究における研究対象ジオパーク以外の活動を明らかにす
ることである。災害関連ジオサイトは多くのジオパークに設定されている。災
害を主なテーマに含まないジオパークであっても、日本ジオパーク委員会の評
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価基準に防災・安全が含まれることから、災害情報の保存や活用が行なわれて
いるものと思われる。ジオパークの防災への活用を検討するには、災害情報を
テーマに含まないジオパークも含めた調査・研究が必要である。また、ジオパ
ークが日本で誕生したのは 2008 年であり活動の蓄積が少ない。10 年以上の間
隔が開くことも多い火山災害や地震災害に対して、ジオパークが継続的に活動
でき防災・減災効果を発揮できるのかは、現時点では判断できない課題である。
今回の研究の対象とした伊豆大島ジオパークは再審査の際に運営計画の整備
不足が問題となっており 116、継続した活動が今後行えるのかという点で課題が
ある。長期的なジオパークの活動を分析し、継続性や問題点を明らかにするこ
とで、ジオパークを災害情報の風化を防ぎ長期的に防災・減災に活かせる制度
とできる。 
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図表 1. 
図 1 日本ジオパーク自己評価表の災害関連項目変化 
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図表 2. 
表 1 日本ジオパーク関連災害一覧  
 
メイン サブ ジオサイト メイン サブ ジオサイト メイン サブ ジオサイト
1 洞爺湖有珠山* ○ ― ○ × × × × × × 北海道
2 糸魚川* × × ○ × × × × × ○ 新潟県
3 島原半島* ○ ― ○ × × × × × × 長崎県
4 山陰海岸* × × × × ○ ○ × × ○
京都府・兵
庫県・鳥取
県
5 室戸* × × × × ○ ○ × × ○ 高知県
6 アポイ岳* × × × × × × × × × 北海道
7 南アルプス × × × × ○ ○ × × ○ 長野県
8 隠岐＊ × × × × × × × × ○ 島根県
9 天草 × × × × × × × × × 熊本県
10 阿蘇＊ × ○ ○ × × × × × × 熊本県
11
恐竜渓谷ふくい
勝山
× × × × × × × × × 福井県
12 伊豆大島 ○ ― ○ × × × × × × 東京都
13 霧島 ○ ― ○ × × × × × ×
宮崎県・鹿
児島県
14 白滝 × × × × × × × × × 北海道
15 男鹿半島・大潟 × × × × ○ ○ × × × 秋田県
16 磐梯山 ○ ― ○ × × × × × × 福島県
17 茨城県北 × × × × × ○ × × × 茨城県
18 下仁田 × × × × × × × × × 群馬県
19 秩父 × × × × × × × × ○ 埼玉県
20 白山手取川 × × ○ × × × ○ ― ○ 石川県
21 八峰白神 × × × × × ○ × × × 秋田県
22 ゆざわ × × × × × × × × × 秋田県
23 銚子 × × × × × × × × × 千葉県
24 箱根 × ○ ○ × × ○ × × × 神奈川県
25 伊豆半島 ○ ― ○ × ○ ○ × ○ ○ 静岡県
26 三笠 × × × × × × × × × 北海道
27 三陸 × × × ○ ― ○ × × ×
青森県・秋
田県・岩手
県
28 佐渡 × × × × × × × × × 新潟県
29 四国西予 × × × × × × × × × 愛媛県
30 おおいた姫島 × × × × × × × × × 大分県
31
おおいた豊後
大野
× × × × × × × × × 大分県
32 桜島・錦江湾 ○ ― ○ × × × × × × 鹿児島県
33 とかち鹿追 × × × × × × × × × 北海道
34 立山黒部 × × × × × × × × ○ 富山県
35 南紀熊野 × × × × ○ ○ × ○ ○ 和歌山県
36 苗場山麓 × × × × × × × ○ ○
新潟県・長
野県
37 栗駒山麓 ○ ― ○ ○ ― ○ ○ ― ○ 宮城県
38 Mine秋吉台 × × × × × × × × × 山口県
39
三島村・鬼界カ
ルデラ
○ ― ○ × × × × × × 鹿児島県
9 2 13 2 6 11 2 3 12
＊世界ジオパーク ○＝設定あり ×＝設定なし
都道府県No. ジオパーク名
火山災害 地震災害 気象災害
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図表 3. 
表 2 日本における主な災害年表(2010年以降) 
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図表 4. 
表 3 島原半島ジオパーク構成自治体広報誌 
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図表 5. 
表 4 伊豆大島ジオパーク構成自治体広報誌 
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図表 6. 
表 5 山陰海岸ジオパーク構成自治体広報誌 
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図表 7. 
表 6 三陸ジオパーク構成自治体広報誌 
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図表 8, 
表 7 白山手取川ジオパーク構成自治体広報誌 
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図表 9, 
表 8 伊豆半島ジオパーク構成自治体広報誌 
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会.2013.http://jgc.geopark.jp/files/20131202.pdf(参照 2016-1-13) 
・日本ジオパーク委員会.第 19 回日本ジオパーク委員会配布資料 3“ユネスコ
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におけるジオパークに関する議論の経緯”.日本ジオパーク委員
会.2013.http://jgc.geopark.jp/files/20131203.pdf(参照 2016-1-13) 
・日本ジオパーク委員会.第 19 回日本ジオパーク委員会配布資料 4“現地再審
査報告書(山陰海岸)”.日本ジオパーク委員
会.2013.http://jgc.geopark.jp/files/20131204.pdf(参照 2016-1-13) 
・日本ジオパーク委員会.第 19 回日本ジオパーク委員会配布資料 5“現地再審
査報告書(恐竜渓谷ふくい勝山)”.日本ジオパーク委員
会.2013.http://jgc.geopark.jp/files/20131205.pdf(参照 2016-1-13) 
・日本ジオパーク委員会.第 19 回日本ジオパーク委員会配布資料 6“現地再審
査報告書(天草御所浦)”.日本ジオパーク委員
会.2013.http://jgc.geopark.jp/files/20131206.pdf(参照 2016-1-13) 
・日本ジオパーク委員会.日本ジオパーク再認定審査結果報告.日本ジオパーク
委員会.2014. http://jgc.geopark.jp/files/20141222.pdf(参照 2016-1-13) 
・伊豆半島ジオパーク推進協議会.伊豆半島ジオパーク基本計画.伊豆半島ジオ
パーク 2014. 
http://izugeopark.org/wp-content/uploads/2015/06/masterplan2014_jpn.p
df(参照 2016-1-4) 
 
 
○ジオパーク構成自治体広報誌 
＊島原半島ジオパーク 
・広報しまばら.島原市.2009 年 1 月号～2014 年 12 月号 
・広報うんぜん.雲仙市.2009 年 1 月号～2014 年 12 月号 
・広報みなみしまばら.南島原市.2009 年 1 月号～2014 年 12 月号 
 
 
＊伊豆大島ジオパーク 
・広報おおしま.大島町.2011 年 1 月号～2014 年 12 月号 
 
 
 
＊山陰海岸ジオパーク 
・広報きょうたんご.京丹後市.2009 年 1 月号～2014 年 12 月号 
・広報とよおか.豊岡市.2009 年 1 月号～2014 年 12 月号(お知らせ版あり) 
・とっとり市報.鳥取市.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号 
 
 
 
＊三陸ジオパーク 
・広報はちのへ.八戸市.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号 
・広報はしかみ.階上町.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号 
・広報かまいし.釜石市.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号(お知らせ版あり) 
・広報いわいずみ.岩泉町.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号 
・広報けせんぬま.気仙沼市.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号(お知らせ版あり) 
・広報くじ. 久慈市.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号 
・広報みやこ.宮古市.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号(お知らせ版あり) 
・広報やまだ.山田町.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号(お知らせ版あり) 
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・広報おおふなと.大船渡市.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号(お知らせ版あり) 
・広報大槌.大槌町.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号(お知らせ版あり) 
・広報たのはた.田野畑村.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号(お知らせ版あり) 
・広報ふだい.普代村.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号 
・広報のだ.野田村.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号 
・広報ひろの.洋野町.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号 
・広報りくぜんたかた.陸前高田市.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号(お知らせ
版あり) 
・広報すみた.住田町.2014 年 1 月号～2014 年 12 月号 
 
 
＊白山手取川ジオパーク 
・広報はくさん.白山市.2012 年 1 月号～12 月号 
 
 
＊伊豆半島ジオパーク 
・広報いず.伊豆市.2013 年 1 月～2014 年 12 月 
・広報いずのくに.伊豆の国市.2013 年 1 月～2014 年 12 月 
・広報かんなみ.函南町.2013 年 1 月～2014 年 12 月 
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